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第１章 はじめに 

2019年５月、通信料金と端末代金の完全分離、行き過ぎた囲い込みの禁止等を

内容とする電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号。以下

「改正法」という。）が成立し、同年10月に施行された。 

本ＷＧは、改正法により講じた措置の効果やモバイル市場への影響等につき

評価・検証を行うことを目的として、「電気通信市場検証会議」（座長：大橋弘東

京大学公共政策大学院・大学院経済学研究科教授）の下で開催するものである。 

本ＷＧでは、改正法の施行後、2020年度から継続して評価・検証を行ってきて

おり、2020年10月に「競争ルールの検証に関する報告書2020」（以下「報告書2020」

という。）を、2021年９月に「競争ルールの検証に関する報告書2021」（以下「報

告書2021」という。）を、2022年９月に「競争ルールの検証に関する報告書2022」

（以下「報告書2022」という。）を公表した。 

それぞれの報告書においては、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「事

業法」という。）第27条の３の執行の状況やモバイル市場の現況について分析・

評価を行うとともに、スイッチングコストの低減、販売代理店の在り方、携帯端

末の対応周波数、「一部ゼロ円」料金プランと価格圧搾の関係、いわゆる「転売

ヤー」対策といった関連する課題やモバイル市場に起因した固定通信市場にお

ける課題についても検討し、その対応策を示してきた。 

関係事業者等においてこの対応策を踏まえた取組が行われた結果、モバイル

市場においては、利用者がいつでも自由にニーズに合った事業者や料金プラン

を選べる環境が基本的に実現し、通信料金の低廉化や料金プランの多様化も進

展した。他方で、MNO３社1の利用者が通信市場の約９割を占める寡占構造は変わ

らない中、MNO３社においては、携帯電話端末（以下単に「端末」という。）を大

幅に値引くこと等を誘引として利用者を獲得するというビジネスモデルから未

だに脱却できておらず、これに起因する課題は引き続き残っている。また、MNO

とMVNOの料金水準が近接してきている中、両者が対等な条件で競争できる環境

となっているかを検証することは、ますます重要となっている。 

こうした市場環境の中、モバイル市場の現況を分析・評価するとともに、事業

法第27条の３の規定の施行から３年が経過したことを踏まえ、その施行の状況

                         
1 「MNO３社」とは、株式会社NTTドコモ（以下「NTTドコモ」という。）、KDDI株式会社（以下

「KDDI」という。）及びソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）のことを

いう。 
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について（第３章）、報告書2022において検証・議論を深めることとされていた

固定通信市場における不当競争の検証等について検討を行った（第４章）。 

今般、これらの点についての本ＷＧにおける検証と検討の結果を「競争ルール

の検証に関する報告書2023」として取りまとめ、公表する。 

  



3 

 

第２章 モバイル市場の競争環境に関する検証 

１．報告書2022の公表以降の取組 

(１) 報告書2022における主な提言 

報告書2022においては、報告書2020の公表以降のモバイル市場の競争環境

に関する評価・検証及び同市場における個別の課題についての検討の結果と

して、主に次の点について提言した。 

○ 上限２万円規制の遵守の徹底について（一層の徹底に向けたルール整

備） 

端末単体購入に対しても行う利益の提供と回線契約とのセット購入を条

件とする利益の提供を組み合わせることで大幅な値引きが行われる端末に

ついて、単体購入用とセット購入用での在庫区分等を理由とした販売拒否

を行わない等の措置をガイドライン等において明確化することが適当であ

る。 

○ 上限２万円規制の遵守の徹底について（販売現場での遵守の徹底に向

けた措置） 

販売代理店に対する手数料・奨励金等や評価指標が適正かつ合理的でな

く、上限２万円規制（通信サービスと端末のセット販売を行う際の利益の提

供の上限額を２万円と定めた規制をいう。以下同じ。）の違反を助長し得る

ような形で設定されている場合は、事業法第29条第１項第12号に該当する

ものとして、業務改善命令の対象となり得る旨を、ガイドラインにおいて明

確化することが適当である。 

○ 携帯電話端末の対応周波数等 

端末メーカに、他社の周波数に対応しないことを求めるなど、不当な干渉

をしてはならないこと、複数MNOの周波数に対応することが望ましいこと及

び他社に乗り換えた場合に端末が使用できるかといった関連情報の提供を

充実させることについて、ガイドラインを整備することが適当である。 

○ 「一部ゼロ円」プラン 

「一部ゼロ円」の料金プラン等価格圧搾を引き起こす可能性のあるMNOの

料金プランについて、不当な競争を引き起こすものでないかとの観点から、

必要に応じて、接続料等と小売料金との関係を検証し、その必要性の判断に

当たっては、料金プランの形式のみでなく、競争への影響度合い等を踏まえ
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て総合的・客観的に判断することが適当である。 

○ いわゆる「転売ヤー」 

MNOは、今後も大幅な安値販売を実施するのであれば、転売目的の購入の

抑制のための自主的な対策（例:大幅な安値販売は１人１台に限定）を実施

することが必要であり、総務省は、MNOに対し対策の実施状況の報告を求め、

改善が見られなければ、改めて必要な措置の検討も視野に入れることが適

当である。 

 

 (２) 報告書2022の公表以降の総務省等における取組 

(１)の提言も踏まえ、報告書2022の公表以降の総務省等における主な取組

は、２.以降で示されるもののほか、次のとおりである。 

○ 「移動端末設備の円滑な流通・利用の確保に関するガイドライン」の

改正 

総務省は、事業者が端末メーカに対して、その端末を使用して他の事業

者の役務を利用する際にのみ利便性が低下するよう、当該端末が対応す

る周波数帯の制限等の当該端末の機能制限を求めることについて、業務

改善命令（事業法第 29 条第１項第 12 号）の対象になり得ることを明記

するガイドラインの改正を行った。それを受け、消費者が端末を変えずに

事業者を乗り換えた際に、通信性能が低下する不利益を被ることがない

よう、MNO４社 2に対し、あらかじめ各事業者のウェブサイトにて関連情

報を提供するよう要請 3し、MNO４社から対応報告を受けた。 

○ 「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」の改定 

総務省及び公正取引委員会は、利用者が他の事業者の役務に乗り換え

る際のスイッチングコスト低減の観点から、利用者が使用している端末

を変えずに他の事業者の役務を利用する際に、当該端末が他の事業者に

割り当てられた一部の周波数帯に対応していないことが原因で通信速度

が低下する等の不利益を被ることのないよう、端末メーカは、それぞれの

経営判断の下、可能な範囲で、いずれの MNOの周波数帯にも対応する端末

を製造することが望ましい旨を追記する指針の改定を行った。 

                         
2 「MNO４社」とは、MNO３社及び楽天モバイル株式会社（以下「楽天モバイル」という。）の

ことをいう。 
3 「「移動端末設備の円滑な流通・利用の確保に関するガイドライン」に基づき実施した措

置についての報告（要請）」（2022年12月23日付け総基料第275号） 
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○ 消費者団体への説明会の開催 

 総務省は、2022 年８月から 11 月にかけて、横浜市消費生活センター

（同年８月）、全国消費生活相談員協会（同年９月）、主婦連合会（同月）、

和歌山県消費生活センター（同年 11月）に対し、2021年春以降の低廉な

新料金プランの提供の状況や利用者による新料金プランへの移行の状況

など、モバイル市場の動向に関する説明会を開催した。 

 

○ 携帯電話端末の廉価販売に関する緊急実態調査の実施 

公正取引委員会は、スマートフォンの極端な値引き販売について、不当

廉売につながるおそれのある販売方法とも見られることから、販売代理

店における販売の状況等を把握するとともに、その取引構造等を明らか

にするための調査を、2022年１月から６月までを対象期間として実施し

た。その結果の概要は、次のとおりである。 

・ MNOが販売代理店に対して、供給に要する費用を著しく下回る対価

で継続してスマートフォンを販売することにより、販売代理店と競

争関係にある販売業者の事業活動を困難にさせるおそれがある場合

には、独占禁止法上問題（不当廉売）となるおそれがある。 

・ 2019年の改正法施行以降、通信料金と端末代金の完全分離、行き過

ぎた囲い込みの禁止が進められており、スマートフォンについては、

通信契約を伴わず単体で販売する事業者が現に存在していること、

及び独立した商品として価格が設定され供給されていることを踏ま

えると、通信料収入を除いて「供給に要する費用を著しく下回る対価」

での販売に当たるかを判断する。 

・ MNOと販売代理店の取引を対象とした独占禁止法上の問題について

監視を強化するとともに、優越的地位の濫用を含めた独占禁止法違

反行為が認められた場合には、厳正に対処する。 
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２．事業法第27条の３の執行状況 

(１) 上限２万円規制に関する事項 

① 現状 

○ 上限２万円規制の違反と判断される事案等 

ア 報告書 2022以降の取組 

（ア）報告書 2022の提言概要 

報告書2022では、端末単体購入に対しても行う利益の提供と回線契

約とのセット購入を条件とする利益の提供とを組み合わせる形で大幅

な値引きが行われる端末に関し、MNO４社において次の措置を行うべき

と提言した。 

・  単体購入用とセット購入用での在庫区分や当該区分を理由とし

た販売拒否を行わないこと。 

・  店頭の広告物（ポスター等、価格訴求を行うもの）において、消

費者が十分に認知できる形で、次のような情報を表示すること。 

- 単体購入用とセット購入用とで在庫が分かれていない旨 

- 端末単体購入価格の明示。例えば、以下(ⅰ)(ⅱ)の手法が考えら

れる。 

(ⅰ) セット購入価格を表示する場合、単体購入価格についても、

字の大きさ等に差異を設けずに併記 

(ⅱ) 単体購入価格を表示し、セット購入時の追加的な割引を併

記 

また、端末購入プログラムに関し、MNO４社において、引き続き端末

購入プログラムの利用者に対する正確な説明及び周知の徹底を継続す

ることが適当であると提言した。 

（イ）総務省における取組 

総務省は、2022年９月、MNO４社に対し、事業法第27条の３の規律の

遵守や端末購入プログラムの適正な利用促進等に関し、報告書2022の
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提言を踏まえた要請4を行うととともに、「電気通信事業法第27条の３等

の運用に関するガイドライン」の改正を同年12月に行った。また、個別

事案への対応として、同月にはKDDI等が実施した事業法第27条の３第

２項の規定に違反する端末代金の値引きについて、その是正を図るた

めの行政指導5を実施した。 

（ウ）MNO４社における取組 

MNO４社は、事業法第27条の３の規律の遵守に関する取組として、店

頭の広告物について、単体購入用とセット購入用とで在庫が分かれて

いない旨の記載や単体購入価格とセット販売価格を併記する旨を報告

するとともに、販売代理店における不適切な対応根絶のための自社調

査・独自覆面調査の実施や端末購入プログラムに係る広告ツールの改

善、利用者への周知、社会全体の理解度向上のためのメディア等に対す

るブリーフィング・国民生活センターへの説明等に取り組んでいるこ

とを報告した。 

【図表Ⅱ－１ 要請に基づくMNO４社の取組（端末購入プログラム関係）】 

出典：本ＷＧ（第45回）（2023年５月30日）資料 

                         
4 「電気通信事業法の一部を改正する法律の趣旨等に沿った公正な競争環境の確保に向けた

取組について（要請）」（2022年９月22日付け総基料第193号） 
5 「不適切な端末代金の値引きの適正化について（指導）」（2022年12月16日付け総基料第262

号、第263号） 
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【図表Ⅱ－２ 要請に基づくMNO４社の取組（端末購入プログラム関係）】 

出典：本ＷＧ（第45回）（2023年５月30日）資料 

イ 上限２万円規制の遵守状況等 

ア（ウ）のMNO４社における取組による効果を検証するために、総務省

においては、販売代理店の店頭における対応についての覆面調査並びに

端末購入プログラム加入者及び端末購入プログラムについて関心を有す

る未加入者に対する理解度調査を実施した。 

（ア）2022年度覆面調査の結果 

2022年度覆面調査においては、MNO４社の販売代理店等に対して、引

き続き次の項目について調査を実施した。 

(ⅰ) 非回線契約者への端末単体販売拒否 

(ⅱ) 非回線契約者への端末購入プログラムの提供拒否 

(ⅲ)  回線契約を条件とする２万円の上限を超える利益提供の提示 

その結果としては、2021年度覆面調査の結果と比較して全体的に改

善傾向にあり、特に楽天モバイルについては大幅な改善が見られた。他

方で、MNO３社については、一定数の販売代理店等において、上限２万

円規制の違反と判断される事案又は違反が疑われる事案が確認された。 
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【図表Ⅱ－３ 2022年度覆面調査の結果】 

出典：本ＷＧ（第45回）（2023年５月30日）資料 

今般確認された上限２万円規制の違反と判断される事案又は違反が

疑われる事案については、調査項目の類型に着目すると、次のとおりで

あった。 

(ⅰ) 非回線契約者に対する端末単体販売拒否は、違反と判断され

る事案が２件となっており、2021年度覆面調査において13件で

あったことを踏まえれば、こうした行為が不適切との認識が浸

透してきている。 

(ⅱ) 非回線契約者に対する端末購入プログラム提供拒否は、違反

と判断される事案が１件となっており、2021年度覆面調査にお

いて９件であったことを踏まえれば、こうした行為が不適切と

の認識が浸透してきている。 

(ⅲ) 回線契約を条件とする２万円の上限を超える利益提供の提示

は、違反と判断される事案だけで34件（2021年度覆面調査におい

ては18件）となっており、2022年度覆面調査において違反と判断

される事案の大部分を占めている。これについて、MNO４社から

は、販売代理店の店員の誤認識等により利用者に誤解を与える

説明を行ったことが原因である旨の回答があった。 

これらを踏まえれば、MNO４社においては、上限２万円規制の導入か

ら３年が経過したにもかかわらず、販売現場における回線契約とのセ
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ット購入を条件とする端末値引きと端末の単体販売値引きとの値差の

上限が２万円という認識・説明を未だ徹底させられていないと認めら

れる。 

（イ）端末購入プログラムの提供条件に関する理解度調査の結果 

総務省は、MNO４社の端末購入プログラムの提供条件に関する理解度

について、同プログラムに加入している、又は加入していた者及び同プ

ログラムに関心を有する未加入者に対し、アンケートにより調査を行

った。 

その結果としては、同プログラムに加入している、又は加入していた

者については「回線契約がなくてもプログラムに加入できる」「回線契

約を解約しても、プログラムを継続できる」といった正確な提供条件を

理解している者の割合が必ずしも多くない状況ではあるものの、同プ

ログラムに関心を有する未加入者については正確な提供条件を理解し

ている者の割合が増加傾向にあった。 

【図表Ⅱ－４ 端末購入プログラムの提供条件に関する理解度（プログラム加

入者）】 

出典：本ＷＧ（第 45回）（2023年５月 30日）資料 
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【図表Ⅱ－５ 端末購入プログラムの提供条件に関する理解度（プログラム未

加入者） 

 

出典：本ＷＧ（第 45回）（2023年５月 30日）資料 

② 意見 

○ 上限２万円規制の違反と判断される事案等 

ア 構成員の意見 

・ 全社共通して、スタッフの入れ替わり等による習熟不足、誤認が要

因ということであったが、販売代理店においてはスタッフの離職率

や入れ替わり率の高い職場だと伺っている。最近、研究者が競争的資

金を受給する際においては、まずｅラーニングをやらなければなら

ないということになっている。せっかく各社いろんなｅラーニング

ツールとかを作っているのであれば、必ずそれを受講してからお客

さんの前に出るというような施策をぜひお願いしたいと思った。 

・ 上限２万円規制について、その認識や説明を徹底できていないと

いう分析から、やはり販売する側というのは、正しい認識を持ち合わ

せていても、それとは異なるベクトル、つまり単体では売りにくい、

それから端末値引きによって回線契約を獲得するということへの強

いベクトルが働いている中では、何らかの説明をしても、それが十分

に周知出来づらいという状況があるのではないかと思われるため、
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それを踏まえた対応が必要になってくる。 

イ 事業者等の意見 

（ア）報告書 2022以降の状況 

・ ポスター等の店頭の広告物について、セット販売のケースと端

末単体で販売する場合の価格併記を全て2022年11月の中旬までに

完了している。また、全店舗に対してキャリア独自の覆面調査を行

っている。キャリア独自の覆面調査の結果としては、残念ながらや

はり違反と疑わしき事案がいくつか検出された。その要因として、

スタッフの認識誤りや誤案内、もしくは量販店の社員以外の者が

応対した際に誤った案内をするといったことが生じているので、

改めて全店舗への指導や、スタッフ向けのｅラーニング等を行っ

た。（第37回会合：NTTドコモ） 

・ 違反事例の周知あるいは共有といったもの社員に対する営業研

修や代理店に対する研修をｅラーニング等で実施している。また、

営業施策を考える営業部門から、渉外部門に対し、施策の全件確認

の実施や違反事例の共有等の周知徹底を図っている。独自の覆面

調査についても今年度内に新たに開始する予定で準備を進めてい

る。店頭の広告物については、お客様がしっかりと認知できるよう

な形で情報を出し、特に単体購入、あるいは在庫の表示、これがし

っかりと分かるように、お客様に対して、端末単体購入の場合の料

金と他社からの乗換えの場合の料金の表示がはっきりと分かるよ

うな形になるよう2022年12月１日から切替える準備を進めている。

在庫区分についても、これは全ての在庫が単体販売でも対応でき

ますということもしっかりと明示する。（第37回会合：KDDI） 

・ 店頭の広告物について、決して誤解のないように通信契約とセ

ットのときの価格と端末単体で購入されるときの価格を同じフォ

ントの大きさで記載して、2022年11月中をめどに全店舗に展開す

る予定。ポスターには、回線セットもしくは端末単体で在庫を分け

ていないということも記載。代理店やスタッフへの周知、研修、指

導の徹底や、以前から実施している独自の覆面調査等も行ってい

る。また、端末の単体販売に関しての手数料の支払いや、代理店評

価への反映ということも行い、構造的にそういうことが起こりに

くい体制を作っている。（第37回会合：ソフトバンク） 
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・ 店頭の在庫に関して、当社は単体購入用とセット購入用との在

庫区分は行っておらず、また、その区分を利用した販売拒否も行っ

ていない。また、店頭の広告物については、要請をいただいた時点

で掲示されていた広告物を含め、表示を改善している。販売代理店

やスタッフに対する教育については、当社は、スタッフ向けマニュ

アルの更新や研修等を行うことで、スタッフの法令遵守に関する

理解促進や接客向上に努めている。自社独自の覆面調査の実施等

よって、コンプライアンス強化に向けた取組を実施しており、また、

リスクマネジメントにおける３ラインディフェンスの概念を適用

して、複数の視点でコンプライアンス違反の検知・指導・監査・対

策を行うことにより、改善につなげる体制を構築している。当社の

手数料、奨励金等の評価指標については、当社はポートイン指標の

設定を行っておらず、端末販売時の手数料についても、回線契約の

有無を問わず全て同額に設定している。そのため、ポートイン獲得

競争が起こりにくく、また、端末単体の販売拒否にもつながりにく

いといった手数料・奨励金等の体系になっている。（第37回会合：

楽天モバイル） 

（イ）上限２万円規制の遵守状況に係る現状 

・ 2022年度の覆面調査の結果、違反と判断される事案が計10件あ

った。2021年度調査は６件であったため、４件悪化したということ

で、大変申し訳なく思っている。一つ一つの要因について、該当の

店舗に応対等を確認したところ、スタッフの理解不足並びに複数

の割引があることにより混同しての誤案内という結果であった。

おおむねスタッフの入れ替わりにより、新人もしくは短期スタッ

フが不適切な対応を行ったと認識をしている。（第44回会合：NTTド

コモ） 

・ 違反と判断される事案又は違反が疑われる事案は10件であった。

2021年度調査では計17件であり、比率については、2020年度が29％、

2021年度が10％であったが、2022年度は6.7％と徐々に改善ができ

ていると認識している。ただし、全ての違反を防止し切れていない

ので、更なる取組を行っていきたいと考えている。（第44回会合：

KDDI） 

・ 依然として端末販売に関する不適切な対応が疑われる事案とい

うのが残っている結果となっている。調査結果を受けて関係する
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代理店に確認を行ったところ、ルールを理解して対応しており、拒

否等はしていないという回答ではあったが、説明がお客様に正し

く伝わっていないということも考えられるので、こうしたお客様

へ誤解を与えないような説明の徹底に引き続き取り組んでいきた

いと考えている。  

 ポスターに書いてあるように単体販売時とセット販売時につい

てしっかりと説明できれば良かったと思っている。スタッフは内

容を理解はしているが、お客様への説明の方法等の工夫が必要と

考えている。（第44回会合：ソフトバンク） 

・ 違反事案につきましては、2021年度は７件、違反率については

23.3％と非常に違反率の高い結果であった。2022年度は、当社とし

ては、違反ゼロ件を目指し、取り組んできた。しかしながら、2022

年度として違反事案が１件発生してしまった。本件については真

摯に受け止め、更なる再発防止に努めてまいりたい。当社では、

2021年度調査の違反率が高かったといった結果を踏まえ、端末の

み購入する場合のポイント条件等を説明する際は、ツールやウェ

ブサイトを使用するルールを設ける等、工夫をした。今回指摘のあ

った本事案につきましては、条件の詳細が記載されたツールでは

なく、概要が記載されたウェブサイトの使用にとどまってしまい、

それがお客様への不十分な説明の要因となったと考えている。（第

44回会合：楽天モバイル） 

○ 端末購入プログラム 

ア 構成員の意見 

・ 端末購入プログラムの理解度について、特にプログラムに加入し

た経験のある方については、プログラム加入の条件として回線契約

がなくても加入できるという正しい理解の認識が広がるどころかむ

しろ減ってしまっているというところ、やはり簡単に認識というの

は変わっていってしまうというか、一旦端末を手にしてしまうと、そ

のことについての関心を持続させるということは逆に難しくなると

いうのが、アンケート結果から分かる。やはり、MNO各社には、こう

いった利用者の認識不足ということを十分認識した上での対応が必

要になってくるのではないかと思う。プログラムの非加入者につい

ても、「全く知らない」と答えている人と、「回線契約がないと加入で

きない」という誤解をしている方を合わせると、半数以上の方がそう
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いった認識違いをされているので、やはりこの事実は重たく受け止

める必要があるのではないかと思う。他方で、周知の効果は少しずつ

ながら出ているという見方もできる。正しく認識している人は少な

いが、誤解している人も減ってきているという傾向があるので、やは

り周知の努力というのはどこかで形になるということを受け止めて

いただければと思う。 

イ 事業者等の意見 

・ 端末購入プログラムは回線契約が条件でないということをしっか

りとお客様に御案内するということで、ホームページや、あるいはテ

レビＣＭで、回線契約がなくてもＯＫであるということをしっかり

と表示するようにしている。また、回線解約後も特典利用が可能であ

るということを、ウェブサイトや機種変更のタイミングが来るお客

様に対して個別に御案内をするということを努めている。（第37回会

合：KDDI） 

・ プログラムが回線契約なしでも利用できるということに関して、

様々な媒体で周知を行っている。また、覆面調査の実施による確認や

代理店から店頭で案内をちゃんと掲示しているかどうか写真で送っ

てもらうなどの取組を行っている。（第37回会合：ソフトバンク） 

・ 端末購入プログラムが非回線契約者にも提供可能であることをよ

り正確な説明・周知を徹底している。具体的には、ウェブサイト上で、

「プラン申込みがなくてもＯＫ」という文言を表示する対応を実施

している。また、スマートフォンの小さい画面の上でもお客様が確認

いただけるような文字サイズで、プランの申込みがなくても御利用

いただける旨を同様に説明するといったことを行っている。それら

に加えて、メディアへの周知や、国民生活センターへの説明等も含め、

理解度向上に向けた様々な取組を進めている。（第37回会合：楽天モ

バイル） 

・  当社の社員や販売代理店のスタッフ向けのウェブ研修を行ってい

るほか、カエドキプログラム、端末購入プログラムについて、非回線

契約者でも利用できる旨を広告物より十分に認知できる形で表示を

している。また、当社独自の覆面調査等も行い、総務省において実施

される覆面調査に備えるという形で進めている。（第42回会合：NTTド

コモ） 
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③ 考え方 

○ 上限２万円規制の遵守の徹底について（販売現場での遵守の徹底に向

けた措置） 

2022年度覆面調査の結果に対して、MNO４社が販売代理店の店員の誤認

識等により利用者に誤解を与える説明を行ったことが原因である旨の回

答をしていることを踏まえると、MNO４社は、次の措置を講ずることが適

当である。 

・ 販売代理店と利用者との間で誤解が生じないよう、単体購入用とセッ

ト購入用で在庫が分かれていない旨や単体販売の価格が明示されてい

る店頭の広告物（ポスター等、価格訴求を行うもの）等を活用した説明

の徹底 

・ 販売代理店及びスタッフ一人一人に対する教育・研修・指導の徹底・

強化（上限２万円規制についての e ラーニングや理解度テストの実施

等を必須にする等。） 

・ 上記のほか、販売代理店への指導事項について、出張販売を含め、販

売代理店に認知されない形での履行状況の確認（独自覆面調査）の実施

やその独自覆面調査の結果のフィードバックを行う等、不適切な事案

を防ぐための対策や体制等の強化 

・ 販売代理店に対する手数料・奨励金等や評価指標が、上限２万円規制

違反を助長し得るような形となっていないかについて、継続的な見直

しの実施 

総務省においては、引き続き覆面調査等を通じて、販売現場において不

適切な行為が行われていないかを確認することが必要である。今後の調

査の実施に当たっては、総務省が開設する「販売代理店に関する情報提供

窓口」に寄せられた通報内容や個別事案の詳細把握や要因分析、是正等を

図ることのできる調査の結果を活用しながら、モバイル市場全体の動向

把握を主とした一斉調査を実施していくことが適当である。 

○ 端末購入プログラムに関する取組について 

MNO４社の販売代理店においては、2022年度覆面調査の結果に照らせば、

非回線契約者への端末購入プログラムの提供拒否は不適切な行為である

との認識が一定程度浸透した。 
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他方で、端末購入プログラムの提供条件に関する理解度は、アンケート

調査の結果に照らせば、端末購入プログラムに関心を有する未加入者に

ついては、正しい理解が浸透しつつある状況と言えるが、端末購入プログ

ラム加入者の理解度については、必ずしも高いと言える状況にはなって

いない。 

この原因としては、端末購入プログラムに関心が高い加入時等におい

ては、販売代理店等からの説明を一定程度理解はするものの、加入後は時

間の経過とともにその理解が徐々に薄まっているという可能性が考えら

れる。 

以上を踏まえ、MNO４社においては、利用者の真の理解の醸成を図るた

め、端末購入プログラムの利用者に対する正確な説明、周知の徹底の一環

として、次のような努力を継続することが適当である。 

・ Webサイトほか各種の利用者接点チャネルにおける表示・案内 

・ メール、SMS等による定期的な案内 

・ メディアや消費者団体向けの案内 

(２) 既往契約の解消状況 

① 現状 

○ 事業法に基づく規律と既往契約に関する制度 

改正法の施行日（2019年10月１日）以降、新たに「約する」契約（「更

新」を含む。）は、事業法第27条の３の規定に適合した条件の契約（以下

「適合契約」という。）である必要がある。 

施行日より前に約された事業法第27条の３の規定に適合していない条

件の契約（以下「既往契約」という。）として例外的に認められているも

のは、次の２種類のものである。 

(ⅰ) 不適合拘束条件を約する契約 

違約金1,000円超、期間拘束２年超等施行規則第22条の２の17に定め

る条件に適合しない提供条件で約する契約 

(ⅱ) 不適合利益提供等を約する契約 

端末購入を条件とする通信料金の割引や通信契約の継続利用を条件

とする端末代金の値引き（割賦残債の支払免除）等施行規則第22条の

２の16に定める利益の提供に適合しない利益の提供を約する契約 
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 既往契約については、契約の更新の際に適合契約に移行することが原

則であるが、適合契約への移行が不利となるおそれのある利用者も存在

するため、これまで「当分の間」の経過措置として、(ⅰ)の不適合拘束条

件については、その条件で「更新」することが特例として認められてきた

（(ⅱ)の不適合利益提供等については、「更新」は認められていない。）。 

他方で、潜脱行為を防止する観点から、原則として 6「変更」は認めら

れていなかった。 

こうした制度について、既往契約の早期解消を図る観点から 2022年１

月に省令改正を行い 7、次の規定を追加した。 

・ 既往契約（３Ｇ契約を除く。）の更新の特例を 2023年末をもって廃止

する方針を明らかにする規定 

・ 既往契約の不適合拘束条件を個別に適合させる変更を可能とする規

定 

○ MNO３社の既往契約の状況 

報告書 2022では、MNO３社の既往契約については、極力早急な解消の必

要性が指摘されていた事項 8や違約金等利用者にとって不利な不適合条

件は全て解消されており、残る MNO３社の既往契約は、利用者にとって有

利な不適合拘束条件及び不適合利益提供等 9のみであり、これらについて

も、一定期間後に自然解消することや既往契約の更新に係る特例の廃止

により 2024年以降に順次解消することが見込まれること等を踏まえ、総

務省においては、引き続き MNO３社の既往契約の状況を注視し、特段の問

題がなければ、不適合拘束条件の解消時期（政策目標）として設定した

2023 年末をもって、既往契約の更新に係る特例（３Ｇ契約に係る部分を

除く。）を廃止することが適当であると提言した。 

                         
6 適合契約に移行させるもののほか、利用者利益の保護の観点から、「当分の間」の経過措

置として、(ⅰ)の不適合拘束条件に係る規律については、改正法の施行日の前日における

提供条件において利用者からの申出により変更することができることとされている範囲

内で利用者からの申出により行う変更に限り適用しないとする特例を設けている。 
7 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（令和４年総務省令第３号。2022年１月

31日公布・施行） 
8 NTTドコモ：違約金の留保、KDDI・ソフトバンク：旧端末購入プログラムの回線契約継続

条件 
9 NTTドコモ：端末購入を条件とする通信料金の割引、継続利用割引 

KDDI・ソフトバンク：端末購入を条件とする通信料金の割引、旧端末購入プログラム 
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これを踏まえ、総務省において、2023年３月末時点における MNO３社の

既往契約の状況を確認したところ、その状況は次のとおりである。 

・ MNO３社は、違約金を全て撤廃し、利用者に不利な既往契約は全て解

消している。 

・ 残るMNO３社の既往契約は、利用者にとって有利な不適合拘束条件及

び不適合利益提供等10のみである。不適合拘束条件についてはNTTドコ

モにおいて一定数残存しているが、４Ｇ契約については2023年12月末

までの解消11を、不適合利益提供等についてはKDDI12及びソフトバンク

においては、2023年９月末までの解消を予定している。 

・ MNO３社以外の事業法第27条の３の指定事業者については、一部で不

適合拘束条件を有する契約が残存している13が、前年同期比で約50％減

となっており、今後もサービス終了等に伴う自然減少や既往契約の非

更新による順次解消が見込まれている。 

【図表Ⅱ－６ MNO３社の既往契約の状況（2023年３月末時点）】 

出典：本ＷＧ（第 45回）（2023年５月 30日）資料 

                         
10 NTTドコモ：端末購入を条件とする通信料金の割引、継続利用割引 

 KDDI、ソフトバンク：端末購入を条件とする通信料金の割引、旧端末購入プログラム 
11 ３Ｇ契約については、2026年３月末を予定しているサービス提供終了に伴う解消を予定

している。 
12 端末購入を条件とする通信料金の割引については、2022年9月末で解消済である。 
13 2023年３月末において、４社合計で約9.4万契約 

非公開 
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○ ３Ｇ契約に関する事項 

2023 年３月末時点における事業法第 27 条の３に不適合な条件で約さ

れた３Ｇ契約については、KDDIが 2022年３月末をもって３Ｇサービスの

提供を終了し、NTTドコモ及びソフトバンクの３Ｇ契約の残存数について

も順調に減少している。 

【図表Ⅱ－７ 事業法第 27条の３に不適合な３Ｇ契約の状況】 

出典：本ＷＧ（第 45回）（2023年５月 30日）資料 

今後も、ソフトバンクは 2024年１月末に、NTTドコモは 2026年３月末

に３Ｇサービスの提供終了を予定しており、減少傾向が続くと見込まれ

ている。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ ここまで既往契約についてしっかり取り組まれて、最後出口まで

持っていっていただいた事務局に感謝する。 

イ 事業者等の意見 

・ 不適合期間拘束について、利用者不利なものは2021年10月に全て

解消している。残っているものとしては、一部１年間で１か月分の利

用料を超える長期割引を行っているものがあるが、これについては、
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2023年12月末までに解消すべく進めている。３Ｇについては、サービ

ス終了に伴って解消する予定となっている。（第42回会合：NTTドコモ） 

・ 2022年９月30日に不適合利益提供である端末の購入を条件とする

通信料金割引が全て解消した。これをもって、全ての既往契約におけ

る不適合条件が解消した。（第42回会合：KDDI） 

・ 大半の既往契約は既に解消している。不適合利益提供である端末

の購入を条件とする通信料金割引がまだ少し残っているが、今年９

月にはゼロになり、完全に解消する。（第42回会合：ソフトバンク） 

③ 考え方 

①の状況を踏まえ、総務省においては、引き続き、既往契約の解消状況を

注視するとともに、不適合拘束条件の解消時期として設定した 2023年末を

もって、既往契約の更新に係る特例（３Ｇ契約に係る部分を除く）を廃止す

るよう規定の整備を行うことが適当である。 
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３．モバイル市場の現況と分析 

(１) 分析の視点及び手法 

ア 分析の視点 

今回の評価・検証では、改正法の効果やモバイル市場への影響について、

継続的な分析を行うとともに、報告書2022における提言やそれ以降の状況

の変化等を踏まえた分析を行う。 

具体的には、改正法の効果やモバイル市場への影響について、事業者から

の報告やその他公表データの定量的・定性的な分析や利用者への意識調査

を通じ、季節変動等の経年変化や対前年度比といった過去との比較も含め

た分析を行うこととする。 

特に、MNO３社の廉価プラン等14への移行の状況等の分析を通じ、廉価プ

ラン等がMVNOとの競争環境に与える影響等のモバイル市場に与える影響に

ついて検証することとする。 

加えて、大容量や５Ｇプラン、音声通話料金（従量制料金）の提供状況に

ついても確認を行うこととする。 

イ 分析の手法 

報告書2022での分析と同様に、通信市場の動向、端末市場の動向及び事業

者等の経営状況について、一つの指標等により分析を行うのではなく、 

・ 総務省において報告規則や報告徴収、要請に基づき事業者等から報

告を受けることとなっているデータ等を用いた定量的な分析 

・ 事業者、業界団体のほかメーカ等の関係者からのヒアリングや公開

情報を通じた市場の動向の把握等の定性的な分析 

・ アンケートによる利用者の意識調査等による利用者の意識の分析 

等により、総合的に行う。 

今回の分析・評価に当たっては、具体的に次のデータ等を用いて行った。 

・ 総務省において報告規則や報告徴収、要請に基づき事業者等から報

告を受けることとなっているデータについては、原則としてMNO３社の

                         
14 「NTTドコモ（ahamo）」、「au（povo）」、「UQ mobile」、「SoftBank（LINEMO）」、「Y!mobile」

をいう。 
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データは2019年４月から2023年３月までのものを、その他の指定事業

者のデータは2019年10月から2023年３月までのものを使用した。なお、

MNO４社の価格帯別売上状況については2020年10月から2023年３月ま

でのものを、MNO３社の廉価プラン等への移行の状況については2021年

１月から2023年３月までのものを使用した。 

・ 利用者の意識調査について、総務省で実施したアンケート調査の結

果（2021年６月から2023年３月までの間の四半期ごとの結果）を使用し

た。 

・ 関係者として、次の事業者・団体からヒアリング等を実施した。 

- 第37回会合：NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル 

- 第38回会合：株式会社インターネットイニシアティブ（以下「IIJ」

という。）、株式会社オプテージ（以下「オプテージ」という。）、（一社）

テレコムサービス協会MVNO委員会（以下「MVNO委員会」という。）、（一

社）リユースモバイル・ジャパン（以下「RMJ」という。） 

- 第39回会合：（一社）情報通信ネットワーク産業協会（以下「CIAJ」

という。）、Apple Japan,Inc.（以下「Apple」という。）、クアルコムジ

ャパン合同会社（以下「クアルコム」という。）、（一社）全国携帯電話

販売代理店協会（以下「全携協」という。） 

- 第40回会合：販売代理店 

- 第41回会合：販売代理店 

- 第42回会合：NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル、IIJ、

オプテージ、MVNO委員会 

以上のほか、関係事業者の決算資料その他の公開資料を使用した。 

(２) 通信市場の動向 

① 分析・検証結果 

○ 契約数・事業者数の動向 

ア 契約数 

2022年３月以降の市場全体の状況をみると、移動系通信（携帯電話、

PHS及びBWA）の契約数は、2022年12月末には２億774万契約（対前年同

期比（以下この３．において同じ。）＋3.6％）となっており、改正法施
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行年（2019年）同期比でも＋12.4％となっている15。 

移動系通信のうち、携帯電話の契約数は2022年12月末で２億747万契

約（＋3.7％）、このうち、 3.9-4世代携帯電話（LTE）の契約数は１億

3,005万契約（▲8.7％）であり、2020年９月をピークに継続して減少し

ている一方で、第５世代携帯電話（５Ｇ）の契約数は、同年３月のサー

ビス開始以降継続して増加しており、 2022年12月末で6,316万契約（＋

73.0％）となっている。 

事業法第27条の３の規律の対象となる移動電気通信役務に係る契約

数は、2023年３月末で約１億2,500万契約であり、前年同月と比較する

と僅かに減少しているものの、スマートフォン向けの契約は１億700万

契約（＋3.3％）となっており、改正法施行年度同月比でも＋17.3％と

なっている。また、移動電気通信役務全体に占める割合も増加している

（2019年度末：72.4％→2022年度末：86.2％）16。 

    イ 事業者 

2020年４月に楽天モバイルが本格サービスを開始して以降、我が国

のMNOは４社17となっている。また、MVNOの事業者数は、2022年12月末で、

1,732社18であり、改正法施行年同期比で352社増加している。 

移動系通信の契約数における事業者別シェアは、NTTドコモが36.1％

（▲0.5ポイント）、KDDIグループが27.0％（ ▲0.1ポイント）、ソフト

バンクが20.9％（ ±0ポイント）、楽天モバイルが2.2％（±0ポイント）、

MVNOが13.8％（＋0.6ポイント）となっている。 

  

                         
15 各種資料５ 
16 各種資料７ 
17 NTTドコモ、KDDI（子会社として沖縄セルラーが存在）、ソフトバンク及び楽天モバイル 
18 契約数３万未満である二次以降のMVNOのみから回線の提供を受けている契約数３万未満

のMVNOの事業者数は含まない。 
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【図表Ⅱ－８ 現在のモバイル市場の競争状況】 

 

出典：本ＷＧ（第 43 回）（2023 年４月 25 日）資料 

【図表Ⅱ－９ 移動通信サービスの契約数の推移】 

 

出典：本ＷＧ（第 43 回）（2023 年４月 25 日）資料 
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○ 通信料金の動向 

ア MNO４社の動き 

2021年春にMNO４社から新料金プランの提供が開始されているところ、

それ以降のMNO４社における主な動きは、次のとおりである。 

・ ソフトバンクは、2021年７月15日、LINEMOの新料金プランとして、

月間通信容量３GB（月額900円）のミニプランの提供を開始。 

・ KDDIは、2021年９月29日、基本料金を０円とした上で、利用者が各

自のニーズに応じてデータ通信容量や音声通話のトッピングを組み

合わせることのできるpovo2.0の提供を開始。 

・ NTTドコモは、2021年10月21日、エコノミーMVNOとして、連携する

MVNOが提供する小容量かつ低廉な料金プラン等のドコモショップに

おける取扱いを開始。2022年６月９日、 ahamoの容量増加オプション

であるahamo大盛り（ahamoと合計で月間通信容量100GB、月額4,500円）

の提供を開始。 

・ KDDIは、2023年２月１日、スマホミニプラン５Ｇ/４Ｇ（１GBから

４GBまでの段階性プラン（月額3,150円～5,650円））の提供を開始。 

・ KDDIは、UQ mobileから、2023年6月1日、10分以内通話無料月の20GB

プランであるコミコミプラン（月額2,980円）、段階制のプランである

トクトクプラン（月額2,070円～3,150円）、小容量である４GBのミニ

ミニプラン（月額2,150円）の提供を開始。 

・ 楽天モバイルは、2023年６月１日、ローミング回線を含めデータ無

制限となるRakuten最強プラン（３GBまで～無制限の段階性プラン

（月額980円～2,980円））の提供を開始。 

イ MVNOの動き 

MVNOにおいても同様に、2021年春以降の主な料金に関する動きは次の

とおり。 

【料金プラン19】 

・ 2021年４月１日、IIJが、月間通信容量２GB（月額780円）、４GB（月

                         
19 価格については税抜表示 
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額980円）、８GB（月額1,380円）、15GB（月額1,680円）、20GB（月額1,880

円）の新料金プラン（ギガプラン）の提供を開始。 

・ 2021年４月１日、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社（以下NTTコミュニケーションズ」という。）が、OCNモバイルONEか

ら20、月間通信容量１GB（月額700円）、３GB（月額900円）、６GB（月

額1,200円）、10GB（月額1,600円）の新料金プランの提供を開始。 

・ 2021年４月１日、ソニーネットワークコミュニケーションズ株式

会社（以下「SNC」という。）が、NUROモバイルから、月間通信容量３

GB（月額720円）、５GB（900円）、８GB（月額1,350円）（５GB及び10GB

のプランには３か月ごとにGB追加）の新料金プラン（バリュープラス）

の提供を開始。 

・ 2021年４月１日、イオンリテール株式会社（以下「イオン」という。）

が、イオンモバイルから、月間通信容量500MBから50GBまで計15プラ

ン（月額730円から4,780円）の新料金プラン（さいてきプラン、さい

てきプランMORIMORI）の提供を開始。  

・ 2021年６月３日、日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）

が、月間通信容量６GB、通話無料70分（月額1,264円）の新料金プラ

ン（合理的みんなのプラン）の提供を開始。 

・ 2021年７月１日、ビッグローブ株式会社（以下「ビッグローブ」と

いう。）が、月間通信容量50GB（月額2,480円）の新料金プラン

（donedone）の提供を開始。 

・ 2021年10月１日、ビッグローブが、月間通信容量１GB（月額980円）、

３GB（月額1,200円）、６GB（月額1,700円）の新料金プランの提供を

開始。 

・ 2021年10月１日、イオンが、イオンモバイルから、音声プランの一

律値下げ（200円）を実施。 

・ 2021年10月１日、Y.U-mobile株式会社（以下「Y.U-mobile」という。）

が、y.u mobileから、U-NEXT付き月間通信容量10GB（月額2,970円）

の新プラン（シングル U-NEXT）の提供を開始。 

・ 2021年10月１日、Y.U-mobileが、y.u mobileから、プラン及びデー

                         
20 OCNモバイルONEはNTTレゾナント株式会社に承継された。 
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タチャージ料金を値下げ（５GB、シングル（月額1,639円から1,070円）、

20GB、シェアU-NEXT（月額4378円から4170円）10GBチャージ（1,650

円から1,200円））を実施 

・ 2021年10月21日、NTTコミュニケーションズが、OCNモバイルONEを

NTTドコモのエコノミーMVNOとして提供を開始するとともに、月間通

信容量500MB（月額500円）の新料金プランの提供を開始。 

・ 2021年11月１日、SNCが、NUROモバイルから、月間通信容量20GB（３

か月ごとに15GB付与、月額2,454円）の新料金プラン（NEOプラン）の

提供を開始。 

・ 2021年12月１日、SNCが、NUROモバイルから、既存のVLプラン（月

額1,350円）の容量の増加（月間通信容量８GBから10GB）を実施。 

・ 2021年12月22日、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット（以

下「DTI」という。）が、NTTドコモのエコノミーMVNOとして、TONE for 

iPhoneを、2022年２月24日、TONE for Androidの提供を開始。 

・ 2022年１月27日、日本通信が、月間通信容量１GB（月額264円、従

量制）の新料金プラン（合理的シンプル290）の提供を開始。 

・ 2022年３月７日、オプテージが、mineoから、最大1.5Mbps（月額900

円）と最大３Mbps（月額2,000円）の通信速度を選べる新料金プラン

（マイそく）の提供を開始。 

・ 2022年４月１日、SNCが、NUROモバイルから、月間通信容量20GB（月

額1,900円）の新料金プラン（NEOプランLite）の提供を開始。 

・ 2022年４月１日、IIJが、ギガプランの値下げ（２ギガプラン（月

額780円から773円）、４ギガプラン（月額980円から900円） 、８ギガ

プラン（月額1.380円から1,364円）、15ギガプラン（月額1,680円から

1,637円）、20ギガプラン（月額1,880円から1,819円））を実施。 

・ 2022年４月１日、イオンが、イオンモバイルから、音声プランの値

下げ（20GB（月額1,980円から1,780円）、30GB（月額3,780円から2,780

円）、40GB（月額4,780円から3,780円）、50GB（月額5,780円から4,780

円））を実施。 

・ 2022年８月24日、オプテージが、mineoから、最大速度300kbpsの新

料金プラン（マイそくライト（月額600円））の提供を開始 
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・ 2022年10月13日、SNCが、NUROモバイルから、かけ放題付き月間通

信容量１GBの新料金プラン（月額1,700円）の提供を開始 

・ 2023年２月22日、オプテージが、mineoから、最大速度32kbpsの新

料金プラン（マイそくスーパーライト（月額228円））の提供を開始 

・ 2023年４月１日、IIJが、ギガプランの4ギガプラン（月額900円）

と８ギガプラン（月額1,364円）で容量の増加（４ギガプランから５

ギガプラン、８ギガプランから10ギガプラン）を実施。 

【通話オプション等21】 

・ 2021年６月１日、イオンが、イオンモバイルから、イオンでんわ５

分かけ放題（月額500円）の提供を開始。 

・ 2021年９月11日、IIJが、音声通話料金の値下げ（20円/30秒から10

円/30秒）を実施。 

・ 2021年10月１日、イオンが、イオンモバイルから、音声通話料金の

値下げ（20円/30秒から10円/30秒）を実施。 

・ 2021年11月26日、イオンが、イオンモバイルから、フルかけ放題（月

額1,500円）の提供を開始。 

・ 2021年12月７日、IIJが、通話プランの改定（通話定額５分（月額

455円）、通話定額10分（月額637円））及びかけ放題プラン（月額1,273

円）の提供を開始。 

・ 2021年12月27日、DTIが、音声通話かけ放題（月額950円）を実施。 

・ 2021年12月27日、日本通信が、合理的20GBプランから、通話かけ放

題（月額1,091円）の提供を開始。 

・ 2022年１月１日、Y.U-mobileが、y.u mobileから、通話オプション

の値下げ（10分かけ放題（月額780円から500円）、無制限かけ放題（月

額2,700円から1,273円））を実施。 

・ 2022年１月27日、日本通信が、合理的シンプル290から、通話無料

70分（月額637円）、通話かけ放題（月額1,455円）の提供を開始。 

・ 2022年12月21日、オプテージが、mineoから、10分かけ放題（月額

                         
21 価格については税抜表示 
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500円）及び時間無制限かけ放題（月額1,100円）の提供を開始。 

・2022年12月21日、SNCが、NUROモバイルから、無制限のかけ放題オプ

ション（月額1,300円）の提供を開始。 

・ 2023年２月１日、オプテージが、mineoから、10分通話パック（月

額100円）の提供を開始。 

・ 2023年３月17日、オプテージが、mineoから、22時30分～翌７時30

分のデータ通信が使い放題になる「夜間フリー」オプション（月額900

円）の提供を開始。 
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【図表Ⅱ－10 携帯電話事業者各社の主な料金プランの比較（2020年９月 10

日現在）】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料 

【図表Ⅱ－11 携帯電話事業者各社の主な料金プランの比較（2023年６月１日

現在）】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料を基に作成 
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ウ 携帯電話料金の国際比較調査の結果 

総務省が実施した2023年３月時点での内外価格差調査（2023年５月公

表）によれば、日本のスマートフォンの料金水準は、最も安い料金プラン

で比較すれば、諸外国と比べて中位又は低位の水準となっている。 

【図表Ⅱ－12 電気通信サービスに係る内外価格差調査（2022年度調査結果）

（スマートフォン４Ｇ（MNO：シェア一位の事業者）の推移）】 

 

出典：電気通信サービスに係る内外価格差調査－令和4年度調査結果－

（2023年５月26日公表）資料 

エ 接続料の低廉化等 

MVNOが多様な料金プランを提供できるようになった背景としては、将

来原価方式の導入等によるデータ接続料の低廉化や2021年４月以降に行

われたモバイル音声卸の料金の引下げ等が挙げられる。これによりMVNO

各社の創意工夫の余地が拡大し、ごく小容量から無制限までの様々な通

信容量と通信速度を組み合わせた料金プランや音声定額プランといった

新たな料金プランが多数提供されるようになった。 

MNOの接続料等の適正化を確保するための新たな取組として、2023年３

月の音声接続料の届出に併せて廉価プランに対するモバイルスタックテ

ストが実施され、同年６月16日に特定卸電気通信役務に係る規律が施行

された。 



33 

 

オ 指定事業者のARPU22の状況 

指定事業者のARPUについては、2022年度の平均値は、契約全体では

3,384円、スマートフォン向け契約では3,723円であり、2021年度の平均値

と比べ、それぞれ、▲5.2％、▲7.6％となっている。 

MNO３社の場合には、廉価プランの提供が本格化して以降、減少傾向に

あり、改正法施行年度と比較すると▲18.3％となっている。他方で、一部

の事業者からは2022年途中から増加に転じているとの報告もあった。 

MNO３社以外の場合には、額自体はMNO３社と大きな開きがあるものの、

直近１年程度は増加傾向となっている23。 

カ 消費支出からみた通信料金の動向 

家計調査（２人以上世帯のうち勤労者世帯）によれば、消費支出におけ

る携帯電話通信料は、2017年の14,046円（月平均）をピークに減少傾向に

あり、2022年では11,885円と、2021年と比べ▲8.0％、改正法施行年と比

べると▲12.2％であった24。 

キ 消費者物価指数からみた通信料金の動向 

全国消費者物価指数によれば、通信料（携帯電話）は2021年４月以降の

MNOによる新料金プランの提供開始を受けて大きく低下し、2023年３月時

点の通信料（携帯電話）は、改正法施行の前月である2019年９月と比べ▲

49.3％であった25。 

ク 通信料金に関する利用者意識調査の結果 

総務省が実施した利用者意識調査26の結果によれば、月々の携帯電話会

社への支払総額（通信料金、端末代金やアプリ代金等を含んだ総額）は継

続して低下しており、直近の１年間において約4,583.2 円から約4,452.3

円で▲2.9％となり、改正法施行時点（約6,920.6円）と比べ▲35.7％とな

                         
22 Average Revenue Per User : １契約当たりの売上高 
23 各種資料23 
24 各種資料24 
25 各種資料25 
26 サンプル数：6,000人（属性は12属性×500人①性別（男女）２属性、②年齢（20代～70代

以上10代ごと）６属性)、調査実施期間：2023年３月１日から３日まで 
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っている27。 

また、月々の通信料金の支払額も同様に継続して低下しており、直近の

１年間において約2,498.0円から約2,485.7円で▲0.5％となり、改正法施

行時点（約4287.3円）と比べ▲42.0％となっている28。 

○ 利用者の動向 

ア 利用者による事業者乗換えの動き 

指定事業者の新規契約数及び契約解除数は、全体として毎年３月に大

きく伸びた後、前年同月を毎月上回る水準で推移しており、2022 年度の

合計では、前年同期と比べ、新規契約数は＋7.0％、契約解除数は＋13.5％

となっている。スマートフォン向けの契約では、より増加率が大きく、新

規契約数は＋8.8％、契約解除数は＋23.1％となっている。 

新規契約数及び契約解除数に占める MNP29件数の割合は、2022年度は５

割程度（56.4％）となっており、改正法施行年度と比較すると＋138％と

なっているなど年々増加傾向にある。この要因としては、楽天モバイル及

び MVNOの発表にあったサービス利用意思を伴わない乗換えが影響してい

る可能性が考えられる。 

  

                         
27 各種資料26 
28 各種資料27 
29 MNP（モバイルナンバーポータビリティ）とは、携帯電話役務の利用者が携帯電話事業者

を変更した場合に、携帯電話番号を変更することなく変更後の携帯電話事業者が提供する

携帯電話役務を利用できることをいう。 
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【図表Ⅱ－13 指定事業者の新規契約数及び契約解除数（MNP契約数含む。）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料を基に作成 

MNO３社については、全体として毎月の契約解除数が新規契約数を上回

る傾向が続いているが、2022 年３月はこれが逆転している。他方で、ス

マートフォン向けについては、双方に大きな差はなく、2021年８月以降、

新規契約数が契約解除数を上回る傾向になっている。 

【図表Ⅱ－14 新規契約数及び契約解除数の推移（MNO３社）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料を基に作成 

MNO３社以外の指定事業者については、2022年４月までは移動電気通信

役務、スマートフォン向けともに一貫して新規契約数が契約解除数を上
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回っていたが、同年５月から 10月にかけて、契約解除数が新規契約数を

上回った。この要因としては、楽天モバイルが、同年 5 月に１GB 以下０

円を廃止した Rakuten UN-LIMIT VIIを同年７月１日に提供開始すること

を発表したことを受け、この時期に楽天モバイルの契約解除者が増加し

たためと考えられる。 

【図表Ⅱ－15 新規契約数及び契約解除数の推移（MNO３社以外の指定事業

者）】 

 
出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料を基に作成 

解約率については、指定事業者全体、MNO３社、それ以外の指定事業者

とも、また、端末全体、スマートフォン向けとも、概ね継続して前年同月

より高い状況が続いている。MNO３社以外の指定事業者については、新規

契約数が契約解除数を上回っているにもかかわらず、MNO３社に比べて解

約率が高いことは母数としての契約数の大きさの違いによるものと考え

られる。 
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【図表Ⅱ－16 解約率の推移】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料を基に作成 

イ 新料金プランへの移行状況 

（ア）携帯電話事業者からの報告 

2021年５月以降、新料金プランの契約数は、平均すると 165万/月を

超えて増加している。2023 年４月末では、その数は約 5,360 万となっ

ており 30、新料金プランへの移行は着実に進展している。 

なお、これら新料金プランへの月当たりの契約数の増加（約 165万/

月）が、指定事業者の月当たりの新規契約数（2021年の５月から 2023

年３月までの平均：約 132万/月）を上回っているが、これは同じ事業

者内でのプラン変更、ブランド変更が多く含まれるためと考えられる。 

（イ）利用者意識調査の結果 

総務省が実施した利用者意識調査 31の結果によれば、「既に新料金プ

ランを利用している」と回答した者は全体の約 50％となっている。ま

た、「今後乗り換えたいと考えている」「乗り換えるつもりだが乗換え先

                         
30 各種資料28、29 
31サンプル数：6,000人（属性は12属性×500人 ①性別（男女）・・・２属性、②年齢（20代

～70代以上 10代ごと）・・・６属性) 調査実施期間：2023年３月１日から３日まで 
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は検討中」と回答した者は約 10％となっており、全体として約６割の

者が、これら新料金プランに興味を持っていることがうかがえる。他方

で、「乗り換えるつもりはない」と回答した者は 26.3％、「これらプラ

ンについて知らないのでわからない」と回答した者は 13.8％存在した
32。 

「既に新料金プランを利用している」と回答した者（メイン回線

3,020に加え、サブ回線 197の合計 3,217名）に、どのプランを利用し

ているかについて尋ねたところ、「楽天モバイル：Rakuten UN-LIMIT VII

（15.3％）」が最も多く、次いで、「NTTドコモ：ahamo（10.2％）」、「Y! 

mobile：シンプル S（10.1％）」、「ソフトバンク：メリハリ無制限

（10.1％）」、「UQ mobile：くりこしプラン S+5G（7.9％）」の順となっ

ている。これらのプランへの乗換え元を尋ねたところ、いずれも、同じ

事業者からの移行が最も多かったが、楽天モバイルに関しては、 MNO３

社からの移行（NTTドコモ：1.8％、KDDI（UQ mobile含む）：2.1％、ソ

フトバンク(Y!mobile含む)：2.5％、３社合計で 6.4％）に次いで、同

じ事業者からの移行（5.0％）、新規契約（2.3％）の順となっている。 

また、MVNO から乗り換えたとの回答は合計で全体の 6.5％である一

方、MVNOへ乗り換えたとの回答は合計で全体の 9.5％であり、全体とし

て見れば、MVNO の契約数が増加している傾向がうかがえる回答となっ

た。 

  

                         
32 各種資料30 
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【図表Ⅱ－17 利用者意識調査（すでに乗り換えた利用者の動き）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料 

「今後乗り換えたい」、「乗り換えるつもりだが検討中」と回答した者

（合計 577名）が検討している乗換え先（複数回答）としては、「NTTド

コモ：ahamo（19.9％）」が最も多く、次いで、「楽天モバイル：Rakuten 

UN-LIMIT VII（19.0％）」、「UQ mobile：くりこしプラン S+5G（11.2％）」、 

「Y！mobile：シンプル S（11.0％）」、「povo（9.8％）」の順となってい

る。これらのプランへの乗換えを検討している者は、概ね同じ事業者か

らが多かったが、楽天モバイルに関しては、NTTドコモの契約者が最も

多く（7.2％）、次いで KDDI（3.5％）、ソフトバンク（2.9％）と MNO３

社の契約者の割合が高く、これらは同じ事業者（楽天モバイル）の契約

者（1.9％）よりも高い割合となっている。 
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【図表Ⅱ－18 利用者意識調査（乗換え意向を有する利用者の傾向）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料 

このほか、既に新料金プランを利用している等の理由として最も多

かったのは「料金が安いから（42.6％）」であり 33、また、新料金プラ

ンに乗り換えるつもりがない理由として最も多かったのは「現在のプ

ランに特に不便を感じていないから（24.1％）」、次いで「（乗り換える

と、）今より料金が高くなってしまうから（19.3％）」、「手続きを行うこ

とが面倒だから（17.3％）」が多い結果となった 34。 

ウ MNO３社の廉価プラン等への移行状況 

（ア）分析対象及び方法 

報告書 2020において、Y!mobile、UQ mobile の２ブランドに焦点を

当て、それがモバイル市場の競争環境に与える影響について分析が行

えるよう事業者からデータを取得する旨提言があった。 

これに加え、報告書 2021 に向けた検討の中で、報告書 2020 以降に

新たに発表された MNO３社のオンライン専用プラン 35についても、モバ

                         
33 各種資料31 
34 各種資料32 
35 MNO３社の廉価プラン等のうち、NTTドコモ「ahamo」、KDDI「povo」、ソフトバンク「LINEMO」

をいう。 
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イル市場へ与える影響が大きいと想定されたことから、MNO４社が提供

するサービスのうち、特に独立系 MVNO（MNOの特定関係法人に該当しな

い MVNOをいう。以下同じ。）との間の競争に影響を与えると考えられる

料金プラン・ブランドを、「廉価プラン等」として捉え、料金プラン・

ブランド別のデータを取得し、分析することとした。 

MNO３社の廉価プラン等 36については、廉価プラン等以外の契約数が

減少している中で、2021 年３月以降継続して契約数を増やしており、

現時点において最も移行先として選択されている MNO３社の廉価プラ

ン等について、総務省が実施した利用者意識調査の結果等に基づき検

証を行った。 

（イ）分析結果（契約数は 10万単位で四捨五入している。） 

携帯電話契約数（通信モジュール等を除く。以下同じ。）の総数は、

2022年 12月末時点で約１億 4,640万であり、同年３月末時点（約１億

4,790万契約）と比べ、▲1.0％となっている。 

この状況において、MNO３社の廉価プラン等の契約数は、2022 年 12

月末時点で約 2,430万であり、同年３月末時点（約 1,910万）と比べ、

＋161.8％となっている。また、携帯電話契約数の総数に占める割合は

33.9％であり、同月末時点（25.1％）と比べ 8.8 ポイント増加してい

る。 

楽天モバイル及び MVNO の契約数は、2022 年 12 月末時点で約 1,710

万であり、同年３月末時点（1,710万）と比べて変化はない。また、携

帯電話契約数の総数に占める割合は 11.7％であり、同月末時点（11.6％）

と比べ 0.1 ポイント増加している。同年 12 月末時点においては、MNO

３社の廉価プラン等と比べ、約 70％程度の規模である。 

  

                         
36 MNO３社の廉価プラン等は、「NTTドコモ（ahamo）」、「au（povo）」、「UQ mobile」、「SoftBank

（LINEMO）」、「Y!mobile」をいう。 
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【図表Ⅱ－19 利用者の動向（携帯電話契約数：2022年３月末）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料 

MNO３社の廉価プラン等への転入の内訳をみると、2022 年４月から

2023 年３月までの転入数の合計の約半数が、オンライン専用プランに

限れば半数以上が、同じ事業者内の別のプラン等からの転入となって

いる。2022 年３月と比べればその割合は減ってはいるものの、引き続

きオンライン専用プランへの転入の多くが同じ事業者内での転入であ

るという結果となっている。 

【図表Ⅱ－20 廉価プラン等への転入・転出の内訳（2022年４月～2023年３月）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料を基に作成 
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【図表Ⅱ－21 （参考）廉価プラン等への転入・転出の内訳（2021年４月～2022

年３月）】 

 

出典：本ＷＧ（第 43回）（2023年４月 25日）資料 

また、MNO３社と他の事業者との間では、前者の廉価プラン等から後

者への転出よりも後者から前者の廉価プラン等への転出の方が多くな

っている。 

なお、楽天モバイルの「UN-LIMIT VII」については、MNO３社の廉価

プラン等のような転入の内訳を把握するためのデータを入手していな

い。このため、「UN-LIMIT VII」への転入の内訳について、総務省が実

施している利用者意識調査の結果 37に基づき分析を行った 38。 

これによると、転入元として最も割合が高かったのは他の MNO から

の移行（約４割）であり、次いで自社内 MVNO からの移行の割合が高く

（約３割）、他の MVNOからの転入は最も少ない割合（約１割）に止まる

という結果であった。なお、「新規契約」の割合は約２割であり、他の

MVNOからの転入より割合が高い結果となっている。 

以上のことから、MNOの利用者は MNO内で移行する傾向（特に、同じ

事業者内のオンライン専用プランに移行する傾向）が強く、MVNO の利

用者は MNO３社の廉価プラン、楽天モバイルを中心に移行する傾向が強

                         
37 図表Ⅱ－17 
38 総務省調査は2023年３月１日から３日までに実施したもの（6,000人）であり、調査実施

時点において楽天モバイル「Rakuten UN-LIMIT VII」を利用していると回答した者に対し、

いずれの事業者からの転入であるか等を尋ねたものである。 
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くなっていることが分かる。また、MVNOにとっては、MNOとの価格優位

性が低下している中で、顧客獲得が難しくなっている様子がうかがえ

る。 

エ 違約金のある契約の状況 

MNO３社は、2022年４月までに全ての契約についての違約金を撤廃して

いる（NTT ドコモは 2021 年 10 月より違約金を免除、2022 年２月に約款

上で違約金を撤廃。ソフトバンクは 2022 年２月、KDDI は 2022 年４月に

撤廃。）。 

こうした状況の中、違約金のある契約は、MNO３社以外の指定事業者に

ついても継続的に減少しており、2022年度末時点で約77万契約（▲96.8％）

となっている。 

また、毎月の１件当たりの違約金支払金額は、MNO３社は 2022年第１四

半期にゼロとなり、それ以外の指定事業者も改正法施行後、継続的に減少

している 39。 

オ その他 

指定事業者が行っている新規契約を条件とした利益提供（新規契約を

した利用者に対する割引やポイント付与等（端末購入等代金の割引を除

く。））については、2021 年６月以降、件数、提供額とも大きく増加した

後、2022 年１月をピークに減少している 40。他方で、販売代理店等が行

っている新規契約を条件とした利益提供については、改正法施行以降、件

数、提供額とも増加傾向にある。 

指定事業者が行っている継続利用割引等（一定程度通信契約を継続し

ている利用者に対する割引やポイント付与等）については、改正法施行以

降、全体として減少傾向にある 41。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 創意工夫の努力を続け、積極的にイノベーションに取り組んでい

                         
39 各種資料33,34 
40 各種資料35,36 
41 各種資料37 
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るMVNO様にとしては、5GSAサービスのための機能開放は必須であり、

実現すべきことだと認識している。これまでもテレコムサービス協

会や他MVNOからの意見にも、機能解放についての交渉の進展にまだ

課題があるとの指摘があったと認識している。 

 今回、国際標準が阻害要因になっているということが一言で示さ

れているが、実際に阻害要因になっているということであれば、国際

標準が決まらないことによってどういう影響があり、それを乗り越

えるためにどういう動きが必要なのか、また、こういった標準が明ら

かにならないなどの理由でこれまでも交渉がはかどらないという事

態が繰り返されてきている、かつて見た景色のようなところもある

ので、繰り返さないということのために、何ができるかというのを模

索していく必要があるのではないかと思う。 

イ 事業者等の意見 

○ モバイル市場の現状関係 

・ 事業法改正当時は、MVNOは料金面で優位性あり、成長できていたと

考えているが、サブブランドの値下げ、オンライン専用プランの登場

以降、料金が近接して、その優位性が失われてきている状況である。

この料金の近接については、接続料の算定等に関する研究会にて検

証を進めていると認識しているが、料金以外の観点においても、MNO

から設備を借りている立場であるMVNOは、冗長設備等の設備利用の

柔軟性や可用性が低い、あるいはMNOよりサービス提供時期が遅くな

ることが多いといった、事業構造に起因する差が存在していると認

識している。（第38回会合：オプテージ） 

・ 基本的な競争の状況は変わっていないと思っているが、昨年度に

特化したトピックとしては、電気料金の高騰の影響がコスト増とい

う形で影響した。こちらは企業努力という形で吸収をしている状況

であり、引き続き、お客様に満足いただけるように努めたいと考えて

いる。（第42回会合：NTTドコモ） 

○ 公正な競争環境の確保関係 

・ ５Ｇについては、昨年の８月から5GSAをスタートしたところ。ARPU

については、大容量プランの加入が順調に拡大をしているところで

あり、昨年度の頭ぐらいから下げ止まった感じが出ている状況。(第

42回会合：NTTドコモ) 
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・ データ通信のトラヒックが多い時間帯については、依然としてMNO

とMVNOでは、回線品質にはまだまだ差がある状況と認識している。

MNO相当の回線品質とするためには、さらに多くの帯域の確保が必要

で、MNOの低廉料金のプランとMVNOの料金プランの料金が近接してい

るので、今後の競争を考えるとデータ接続料のさらなる低廉化が非

常に望ましい。（第42回会合：IIJ） 

・ MVNOを取り巻く競争環境について、昨今の小売料金の競争の活発

化は、利用者にとっては非常に望ましいと考える一方で、価格優位性

が薄くなっており、MVNOにとっては、これまで以上に厳しい競争環境

になっていると認識している。（第42回会合：オプテージ） 

・ 品質面では、混雑の時間帯でMNOと同等品質のサービス提供を行う

には、依然困難な接続料の水準にあるということ、あと営業面でMVNO

が低コストで営業方法の工夫を図っている中で、サブブランドや廉

価プランはメインブランド並みの広告出稿や、豊富な店舗数を活用

した接客販売等、営業費の使い方にも大きな差があるのではないか。

（第42回会合：オプテージ） 

・ MNOの各プラン、サービスとの間で厳しい競争環境にあり、至近の

転出先としては、サブブランドが最も多い状況。また、サブブランド

と廉価プランの転出割合は増加傾向である。（第42回会合：オプテー

ジ） 

③ 考え方 

ア 市場の概況 

通信市場の動向を見ると、移動電気通信役務の契約数は、改正法施行年

度末時点と2023年度末時点とを比較すると、▲1.5％減少しているものの、

スマートフォン向け契約数は継続して堅調な伸びを見せ、17.3％の伸び

となっており、３Ｇや４Ｇから５Ｇへのシフトが鮮明となってきている。

また、改正法施行年12月末時点と2023年12月末時点とを比較すると、MVNO

の事業者数は、25.5％の伸びとなっている。 

これらを踏まえると、通信市場においては競争が一定程度機能してい

ると考えられるものの、改正法施行後、MNOとMVNOの契約数シェアには大

きな変動はなく、特にMVNOの契約者シェアについては、改正法施行前まで

に年1.2％の伸びを見せていたことと比較をすると、その勢いはなくなっ
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ていることがうかがえる。 

イ 料金の動向 

改正法施行前と比較すると、MNO・MVNOとも多様な料金プランを提供し

ている。その結果、利用者による月々の携帯電話会社への通信料金の支払

額は、改正法施行時点と比べて▲42.0％、支払総額（通信料金、端末代金

やアプリ代金等を含んだ総額）で見ても、改正法施行時点と比べて▲

35.7％となるなど、通信料金の低廉化は大きく進展している。 

他方で、MNO４社がオンライン専用プランを含めた従来よりも低廉な料

金プランを提供することにより、MNOとMVNOの料金プランの料金差が縮ま

っており、MVNOにとって価格優位性が低下している状況となっている。 

この点、従来のMNOのデータ接続料やモバイル音声卸料金の低廉化に向

けた取組に加え、2023年６月から、特定卸電気通信役務に係る制度が施行

される。こうした制度を活用し、MVNOにおいて創意工夫が促進されること

が期待されるところであることから、本ＷＧにおいては、こうした創意工

夫の進展度合いについて引き続き注視してくことが適当である。 

ウ 利用者の動向 

従来よりも低廉な料金プランの提供が開始されるとともに、MNOにおけ

る期間拘束契約の廃止をはじめとした乗換えの円滑化に向けた各種の取

組が実施された結果、利用者が自身のニーズに合った事業者や料金プラ

ンをいつでも自由に選択できる環境が基本的に実現した。その中で、事業

者の顧客獲得競争も活発になり、利用者が事業者の乗換えや料金プラン

を変更する動きが活発化している。 

改正法の施行後、新料金プランへの移行は着実に進展し、2023年４月末

時点では、「新料金プラン」の契約数は約5,360万に至っていることは、制

度見直しの恩恵が利用者に一定程度広がっていることを示している。 

他方で、一定数の利用者は、新料金プランに移行せずにMNO３社の旧来

プラン42を利用している。移行しない理由としては利用者意識調査によれ

ば、「現在利用している料金プラン内容に特に不便を感じていない」旨の

回答がある一方で、「手続きを行うことが面倒だから」、「特に理由はない」、

「興味がない」といった回答も多くあった。 

                         
42 MNO３社の旧来の高額な料金プラン 



48 

 

これらの利用者に対して制度見直しの恩恵を行き渡らせる観点からは、

積極的な理由なく移行しない利用者に対して、自身のニーズに合った移

行のメリットや手続が必ずしも複雑ではないことについて正しく伝えて

いくことが重要であることから、総務省においては、こうした情報を広く、

正しく伝えるため、「携帯電話ポータルサイト」43のコンテンツの充実や

消費者団体を通じた周知啓発といった情報の発信を引き続き積極的に行

っていく必要がある。 

エ 公正な競争条件の確保 

MNOの数に限りがある中、創意工夫により独自のサービスを提供する

MVNOは引き続き競争の軸として重要な役割を果たすことが期待される。

このことを踏まえると、通信市場において継続的に競争が行われるため

には、特に、MVNOにおいて適時に競争し得るサービスが提供可能となる環

境整備が重要と考えられる。このため、今後5GSAサービスの普及が見込ま

れる中、MVNOが競争し得る5GSAサービスを提供できる環境として特にMNO

による5GSAに係る機能開放を受けたサービス提供の状況に関し、国際標

準の動向や「接続料の算定等に関する研究会」での議論を踏まえつつ、本

ＷＧにおいて、引き続き注視していくことが適当である。 

(３) 端末市場の動向 

①  分析・検証結果 

○ 市場全体の動向 

ア 端末売上台数・売上高44 

指定事業者の端末売上台数・売上高は、2022年度の合計はそれぞれ

3,090万台、２兆1,891億円であり、2021年度（3,622万台、２兆2,133億円）

と比べ、▲15.6％、▲1.1％となっている。そのうち、スマートフォンの

売上台数・売上高は、2022年度の合計はそれぞれ2,656万台、２兆391億円

であり、2021年度（3,086万台、2兆308億円）と比べ、▲13.9％、＋0.4％

となっている。 

 

                         
43 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/keitai_portal/  
44 2021年度の合計で、売上台数の82.9％、売上高の85.9％が指定事業者から販売代理店等へ

の売却（卸売）となっている。 
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【図表Ⅱ－22 端末売上台数・売上高の推移】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料を基に作成 

スマートフォンの売上台数・売上高が全体に占める割合は、2022年度に

おいて、それぞれ86.0％、93.1％であり、2021年度（84.3％、91.8％）と

比べ、＋1.7ポイント、＋1.3ポイントとなっている。 

【図表Ⅱ－23 端末売上台数・売上高の推移（スマートフォン）】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料を基に作成 

端末市場全体としてみれば、端末売上台数、端末売上高ともに、スマー

トフォンの全体に占める割合が高まっている。この傾向は、今後NTTドコ
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モとソフトバンクの３Ｇ停波を迎える中で、フィーチャーフォンがスマ

ートフォンに置き換えることが想定されることを踏まえれば、引き続き

続いていくと考えられる。 

イ 売上単価及び価格帯別45売上台数の構成比 

指定事業者の売上台数・売上高から算出した１台当たりの売上げの平

均値（売上単価）について、2022年度は70,609円であり、2021年度（60,070

円）と比べ、＋17.5％となっており、また、スマートフォンだけで見ても、 

2022年度は76,381円であり、2021年（65,344円）と比べ＋16.9％となって

いる。 

【図表Ⅱ－24 売上単価（全体・スマートフォン）】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料を基に作成 

2022年度の合計売上台数における価格帯別の割合は、全体として、低価

格帯26.7％、中価格帯35.1％、高価格帯38.2％であり、2021年度の合計に

おける割合（低：33.2％、中：39.6％、高：27.2％）と比べ、主に低価格

帯が減少し、高価格帯の割合が増加している。 

2022年度の個別の価格帯の動向をみれば、第１四半期から第４四半期

にかけて12～14万円未満の価格帯が9.0ポイント増加している一方で、４

～６万未満、２～４万未満及び２万未満の価格帯は軒並み減少している。 

                         
45 MNO４社のオンラインショップ等における販売価格を基にした分類であり、販売代理店等

における実売価格を基にしたものではない。 
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【図表Ⅱ－25 価格帯別売上台数の構成比】 

 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日）資料を基に作成 

このような高価格帯の割合が増加する傾向は、MNO、端末メーカ等から

の報告でも確認できる。 

この背景としては、2022年は、急激な円安・物価高の影響があり、全体

的に端末の価格帯が上昇したほか、MNO４社における端末の大幅値引きが

引き続き行われたことにより、高価格帯のスマートフォンの売上げが増

加したことが考えられる46。 

ウ 対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（指定事業者） 

指定事業者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額
47及びそのうち端末購入等割引額とも、2022年度においては、年度末等の

季節変動はあるものの、大きな動きはなかった。ただし、１件当たりの額

は、2020年度以降、特に端末購入等割引額において増加傾向が見られる48。 

また、この内数として、MNO３社による経済的利益の提供額及びそのう

ち端末購入等割引額を、廉価プラン等とそれ以外とに分けてみたところ、

                         
46 一部の端末メーカやMVNOからは、これとは逆に、2022年は、前年度から継続して低価格帯

の割合が増加しているとの報告がなされている。 
47 販売代理店等を通じて行われる利益提供の額は含まない。 
48 各種資料39 
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いずれもその大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであった。１

件当たりの額については、経済的利益の提供額は2022年４月以降廉価プ

ラン等の方が高額となっており、端末購入等割引額については、概ね廉価

プラン等以外のプランに係るものの方が高額となっているものの、同月

以降両者は近接してきている49。 

なお、MNO３社の端末販売台数のうち、端末購入プログラム加入者への

販売台数の割合は、改正法施行後、概ね40％台で推移している。 

エ 対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（販売代理店等50） 

販売代理店等による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供

は、その大宗が端末購入等割引であり、2022年度は概ね対前年同月を上回

っている状況にあり、１件当たりの額も同様の傾向となっている51。 

オ 販売代理店等52への支払金 

2022年度の販売代理店等への支払金の合計は１兆2,010億円（▲0.4％）

であり、そのうち販売奨励金の合計は7,742億円（＋4.8％）であった53。 

このことから、指定事業者全体として、販売代理店等への支払金の総額

の上昇は抑えつつ、そのうち、販売奨励金の割合を高めている傾向がうか

がえる。 

また、この内数として、MNO３社とそれ以外の指定事業者とに分けてみ

たところ、いずれもMNO３社がその大宗を占める構造に変化はないものの、

毎年３月に大きく額が増加するほか、特に販売奨励金については１年を

通じて増加傾向となっている54。 

さらに、MNO３社による販売代理店等への支払金及びそのうち販売奨励

金の額を、廉価プラン等とそれ以外とに分けてみたところ、いずれもその

大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであった。 

                         
49 各種資料40 
50 前年度末における営業所その他の事務所の数が百以上の届出媒介等業務受託者からの報

告。本「エ」において同じ。 
51 各種資料42 
52 指定事業者が支払金を支出した届出媒介等業務受託者。本「オ」において同じ。 
53 各種資料43 
54 各種資料44 
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これらの値は、ウにおけるMNO３社による端末設備の購入等を条件とし

た経済的利益の提供額と比較して大きな額となっていることからも、利

用者に対する端末の販売促進は、MNO３社自身による端末購入等割引やポ

イント提供等よりも、販売代理店等への支払金（販売奨励金）を通じて行

われている様子がうかがえる。  

カ 端末メーカへの支払金55 

2022年度の指定事業者から端末メーカへの支払金は合計で1,401億円

（▲4.6％）であり、前年との比較において月によってばらつきがあるも

のの、全体として大きな動きはなかった56。 

なお、この増減について、事業者からは、端末の故障修理の対価や開発

費等の対価の増減によるものだとの説明がなされている。 

キ 利用者意識調査の結果 

改正法施行前から定期的に行っている総務省の利用者意識調査では、

月々の端末代金の支払額について、2022年中の調査では大きな変化はな

かった57。 

また、実質的な端末代金に対する印象は、2022年３月の結果と比べ、

2023年３月の結果では、「安くなっている」と回答した者が8.5％から

6.2％に減少し、「変わらない」と回答した者が58.3％から53.1％に減る一

方、「高くなっている」と回答した者は28.7％から35.6％に増えている結

果となっている。この要因として、2022年の急激な円安・物価高が影響し

ていると考えられる58。 

○ ５Ｇ端末の動向 

ア 検証の背景 

報告書2022において、我が国における５Ｇの普及状況について、ＳＡ方

式やミリ波によるものの状況も考慮しつつ、引き続きその契約数、端末販

売台数等の状況を確認していく必要があるとの提言をしたところであり、

                         
55 端末の対価として支払うものを除く。 
56 各種資料45 
57 各種資料46 
58 各種資料47 
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これに沿って検証を行った。 

イ ５Ｇサービスのインフラ 

我が国では、2020年３月に５Ｇサービスの提供が開始され、2021年３月

までにMNO４社は全都道府県で５Ｇサービスを提供している59。また、2022

年３月29日に、総務省において「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」

を発表し、その中で、2023年度末の５Ｇの人口カバー率の目標を95％とし

ており、MNO３社において、次のような整備（見込みを含む。）を行ってい

る。 

・ NTTドコモは、2024年３月までに５Ｇエリアの人口カバー率90％以

上かつ全市区町村への展開を目指している。 

・ KDDIは、2022年度末までに５Ｇエリアの人口カバー率90％を達成

した。 

・ ソフトバンクは、2022年９月時点までに５Ｇエリアの人口カバー

率を92％超に拡大している。 

ウ ５Ｇ端末のラインナップ 

MNO４社が販売している５Ｇ端末のラインナップをみると、４万円未満

から10万円以上まで、様々な価格帯の５Ｇ端末が販売されている。2022年

４月以降は、円安・物価高の影響により、特に10万円以上の端末の販売機

種数が増加しており、高価格帯のラインナップが充実している傾向にあ

る60。 

エ ５Ｇ端末の出荷台数、販売端末 

端末販売台数・出荷台数としては、民間調査会社による調査結果61によ

れば、2022年通期の５Ｇ対応スマートフォンの出荷台数は約3,007.6万台

（前年比＋53.4％）、スマートフォン出荷数全体に占める割合は95.0％と

なっており、MNO４社がオンラインストアにおいて販売している５Ｇ端末

に占める5GSA対応端末は約25％、ミリ波対応端末の割合は約22％である。 

オ 5GSAの対応状況 

                         
59 ５Ｇ用として割り当てられた周波数に加え、４G用として割り当てられた周波数の一部に

ついて、その用途を変更して５Ｇサービスが提供されている。 
60 各種資料48、49 
61 ＭＭ総研「2022年（暦年）国内携帯電話端末の出荷台数調査」（2023年２月16日） 
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MNO3社は、2021年度までに、それぞれ法人向け5GSAサービスの提供を開

始しており（ソフトバンクは2021年10月19日、ドコモは同年12月13日、

KDDIは2022年2月21日）、個人向け5GSAについても、ソフトバンクは2021年

10月19日、ドコモは2022年8月24日、KDDIは2023年４月13日に提供を開始

した。 

○ 中古端末市場の動向 

ア 中古端末市場の現状 

中古端末の流通状況について、MNO４社による2021年度の中古端末下取

り台数は約562万台、売却台数は624万台であり、2020年度（551万台、573

万台）と比べ、それぞれ＋1.9％、＋9.0％であった。また、RMJからの報

告によれば、RMJ正会員（1869店舗）による2022年度上期の中古端末販売

台数は75.9万台、買取台数は76.6万台であり、前期（2021年度下期、91.0

万台、69.8万台）と比べ、▲16.7％、＋9.7％であった62。なお、民間調査

会社が公表した調査結果63によれば、2021年度の中古スマートフォンの販

売台数は212万台（＋14.6％）であり、その後も拡大傾向が続き、2026年

度には342万台となるとの予測もある。 

 中古端末の販路については、2021年に試行サービスを開始していた

KDDIに加え、2022年にはNTTドコモ及びソフトバンクも品質を認定した中

古端末の取扱いを開始しており、MNOを含む多様な者が中古端末の取扱い

を開始している状況にある。 

 総務省が実施した利用者意識調査64において、メイン端末における中古

端末の割合は３～４％であり、２台目以降のサブ端末では15～30％程度

の結果となっている65。また、民間調査会社による調査結果66によれば、

2022年４月において、メイン端末における中古端末の割合は11.6％とな

っており、2020年３月（6.1％）と比べ、２年間で5.5ポイント増加してい

るとの結果となっている。 

                         
62 各種資料50 
63 ＭＭ総研「2021年度 中古スマートフォン市場規模の推移・予測」（2022年7月26日） 
64 サンプル数：6,000人（属性は12属性×500人①性別（男女）２属性、②年齢（20代～70代

以上10代ごと）６属性)、調査実施期間：2023年３月１日から３日まで 
65 各種資料51 
66 ＭＭＤ研究所「中古スマホ所有率11.6％、2020年より約2倍増新品のスマートフォンは6.5

ポイント減」（2022年5月19日） 
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また、以前使用していた端末の状況について調査したところ、家で保管

していると回答した割合（56.6％）が引き続き最も高かった。その理由と

しては、個人情報が心配だから(26.5％)、特に理由はない（24.5％）、端

末の中に大事なデータが入っているから(22.9％）と回答した割合が高か

った67。 

イ 中古端末の流通促進に向けた取組状況 

 利用者のこうした懸念を払拭し、中古端末の流通を促進するため、民間

事業者や政府において次のような取組が進められている。 

・ RMJは、（一社）携帯端末登録修理協議会と協力し、「リユースモバ

イル関連ガイドライン検討会」を立ち上げ、利用者が安心して中古端

末を売買し利用することができるよう、端末の買取りに当たっての

利用者情報の確実な消去手順や中古端末の格付基準といった、中古

端末取扱業者業務の標準的な業務の方法等を定めた「リユースモバ

イルガイドライン（2019年12月改訂）」を策定・公表している。 

・ また、RMJでは、同ガイドラインを遵守している事業者を利用者が

容易に識別することを可能とするため、「リユースモバイル事業者認

証制度」を運用している。 2020年11月には、同ガイドラインの遵守

状況に加え、経営状況やガバナンスの状況を確認・審査した上で、 初

の認証事業者となる４社を認証し公表しており、さらに2022年２月

には新たに１社を、同年12月にはさらに１社を認証し公表している。 

・ 総務省においては、2021年４月から「携帯電話ポータルサイト」の

正式版の運用を開始し、2022年４月には大幅な更新を実施し、2023年

３月には更なるコンテンツの充実を図っているところ、その中で、端

末の売却時におけるデータの消去を含めた注意点等とともに、中古

端末の購入方法等を紹介することで、中古端末に対する利用者の理

解を深める取組を行っている。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 通信事業者は通信事業者としての競争をすべきだと思う。現在、非

常に高価格帯の人気が出ると思われる端末に限り大幅な値下げをし

ていることが多々見られる状況にあるが、端末値下げでの競争によ

                         
67 各種資料52、53 
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り自社の通信契約者を増やすのは早く止めていただきたいと思う。

端末に関しても、高機能端末が不要と考える利用者に対し無理やり

高機能端末を使わせる必要はない。また、現在日本で提供されている

５Ｇがどこでも完全に安定して５Ｇ電波が受信できているのかとい

えばそうでもない。そのため、通信の環境を整えていただき、5GSA、

ミリ波を生かした新サービスが国民全体に享受されるようになって

初めて５Ｇ等に必要な端末を購入するというような時代が変わって

いかなければいけないと思う。いずれにしろ、法律の隙間を縫うよう

な形で競争していくというのではなく、本来通信事業者として競争

していただきたいと思う。 

・ 実際に利用者と接しているのはショップの店員であるため、通信

事業者には、ユーザが何を望んでいるのかについて把握をしていた

だきたく、何か間違った把握の下に代理店の皆さんに無理をさせて

いるということも実際あると思いますので、通信事業者として襟を

正していただきたいと思う。 

・ ５Ｇを普及させるためには、コンテンツの充実が必要になると思

う。政策を立案する上で、どの辺りにインセンティブを用意するかは、

更に議論を進めるべきであると思う。 

・ ５Ｇはビジネスユースについては利用シーンが多々出てくるが、

個人ユースの場合の利用シーンがあまり見えてこない。実際の購入

者は個人として利用としている方が多く、新しい端末を購入して、

5GSAの機能の端末を保有しているが、５Ｇの利便性を実感できる体

験が、スピード以外には今のところあまり見えてこないのが実情で

ある。やはり、事業者が個人向けの新たなコンテンツを早急に充実さ

せないと、５Ｇへの充実感は得られないと感じる。 

イ 事業者等の意見 

○ 市場全体の動向について 

・ 価格帯別の販売比率については、報告書2022以降、端末の高機能化

等の影響によって、高価格帯の機種が増加しており、結果として、高

価格帯の端末販売比率が高くなっている状況。（第42回会合：KDDI） 

・ 実際の国内通信機器メーカの状況を記載しております。１つ目は、

端末の５Ｇ化、ミリ波対応等の高性能化、円安や世界的な半導体不足

による部品価格の高騰。２つ目は、ユーザの買換えサイクルの長期化
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による出荷台数の減少。３つ目としては、回線セット割の上限規制に

より、高価格帯の商品が売れない。といったところがありまして、昨

年度から今年度にかけて、かなり厳しい経営環境にあり、５Ｇ対応や

新機能の開発費の回収ができていない状況で、次のBeyond５Ｇの投

資への強い逆風になっております。（第39回会合：CIAJ） 

・ 端末のＯＳや部品のライフサイクルが短くなっており、常に新し

い機種を開発しなければならず、ライフサイクルの長期化も検討す

る必要があるかと思っております。（第39回会合：CIAJ） 

・ シニア向けのデジタル化推進施策として、国民全体のデジタル化

推進のために、シニア層のスマートフォンシフトやマイグレーショ

ン推進をぜひお願いしたいと思う。（第39回会合：CIAJ） 

・ サステナビリティの観点から、端末の一定の環境基準を設け、これ

を満たした端末については、エコカー減税があったが、そういった補

助をお願いしたい。（第39回会合：CIAJ） 

・ 競争の激しい市場において、お客様にとって多様な選択肢がある

ことが重要であると考えている。また、お客様がそうした革新的な技

術やサービスにアクセスできることを確保していくことも、同様に

重要である。しかし、残念ながら、2019年の事業法の改正によって、

日本のお客様にとっては市場の競争が低下し、価格が上昇し、選択肢

が少なくなっているのではないかと懸念している。（第39回会合：

Apple） 

・ 2019年10月の改正法が実施されて以降、国内においては端末市場

の低価格帯（ローエンド）、中価格帯（ミドルエンド）の端末が大き

く拡大してきた。諸外国の状況と比較すると、韓国では（ローエンド・

ミドルエンドの端末が）38％、アメリカでは39％であるのに比べて、

日本ではローエンド、ミドルエンドの端末が51％と、拡大するトレン

ドとなっている。現在のマーケット力学では、日本のユーザが、今後、

最新の端末の技術やサービスにアクセスすることが遅れていく可能

性があると、懸念している。（第39回会合：Apple） 

○ ５Ｇ端末について 

・ 今後発展が期待されます5GSAにおいても、既にMNOはサービスを開

始している中、MVNOによるMNOと同等の自由度を持ったサービスの実

現については、現在、MNOと協議中の状況ということで、実現時期が
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まだ不透明であるということから、競争力の差はまだ広がるおそれ

もあるかと考えております。（第38回会合：オプテージ） 

・ 設備投資に対しては、事業環境の厳しさなど、複合的な要因がある

と推察するが、５Ｇへの投資はサービス開始から間もない時期であ

るにもかかわらず、既に低下傾向を示している。このため、５Ｇ対応

端末、中でもミリ波対応端末を購入したとしても、そのポテンシャル

をフルに発揮できる利用環境が整備されているとは言いがたい状況

である。（第39回会合:クアルコム） 

・ ５Ｇは、あらゆる産業のデジタルトランスフォーメーションを牽

引する役割を担い、大きな経済効果をもたらすことが期待される。

（第39回会合:クアルコム） 

・ 政府においてもSociety5.0の実現に向けて、Beyond５Ｇや６Ｇの

研究開発がスタートしたところだが、実際のサービス実現に当たっ

ては、アプリケーション事業者、通信事業者、端末メーカが連携しな

がらエンドツーエンドのサービスを実装する必要があり、我々とし

ても、端末技術が経済安全保障や国際競争力維持にも重要と位置づ

けている。（第39回会合:CIAJ） 

・ 昨年度から今年度にかけて、かなり厳しい経営環境あり、５Ｇ対応

や新機能の開発費の回収ができていない状況で、次のBeyond５Ｇの

投資への強い逆風になっている。（第39回会合：CIAJ） 

・ インフラへの投資意欲が高まり、ユーザが高品質な通信サービス

を受けられるような環境が整うこと、また、それを利用することがで

きる端末が普及していること、さらに５Ｇのポテンシャルを十分に

発揮するサービスが開発されることといった好循環を生み出すため

には、端末だけでは不十分であり、データ使い放題のインセンティブ

といったような施策が効果を発揮するのではないかと期待している。

（第39回会合：クアルコム） 

・ ５Ｇ対応端末については増加傾向となっており、オンラインでの

販売については全てが５Ｇ対応端末となっている。ミリ波とＳＡの

対応端末も順次増えている。(第42回会合：NTTドコモ) 

・ 2022年度は、端末価格の高騰の影響等によって前年同期比で20％

以上減少しており、５Ｇ普及への影響を懸念される状況のため、５Ｇ

端末の切替え促進する仕組みが必要ではないかと考えている。（第42



60 

 

回会合：KDDI） 

・ 5GSA については、提供開始時期はまだ定まっていないが、継続的

に MNOとの協議・設備検討等を実施しており、より自由度の高いサー

ビスを実現する接続方式の実現に向けて対応を進めているところ。

（第 42回会合：IIJ） 

○ 中古端末市場の動向について 

・ 法改正後のMNOの対応について、特にSIMロック68の原則撤廃は、中

古端末市場にとってよい影響となった。他方、SIMロック解除方法や

確認方法については、個別端末での操作が必要となっており、大規模

事業者向けの複数台同時処理等の対応についても検討いただきたい。

（第38回会合：RMJ） 

・ MNOの寡占化対策としてMVNOへの規制緩和、MNOに対する法人市場

向けの規制等について見直しが必要ではないかと考える。そのほか、

モバイル市場における公正競争確保に関する課題について、そもそ

も寡占化しやすい環境であることから定期的な点検が必要であるこ

と。また、完全分離を求めている中で、ネットワーク利用制限を継続

することについては早期撤廃を求めたいと考えている。（第38回会

合：RMJ） 

・ ネットワーク利用制限に関わる、○から×に変わる事例の件につ

いて、こちらは、各キャリアで提供されているネットワーク利用制限

確認サイトの方で、我々中古端末事業者は、必ずＩＭＥＩを打ち込ん

で点検をしているが、その後、○が表示された後に買い取って、その

後×になるという事例が起こることがある。この場合、我々がそれを

知り得る方法は一切なく、○なら安全といって御購入いただいた後

に×になってしまうおそれがある。これは中古市場において非常に

由々しき問題である。この在り方や確認方法について解決策として

御提示いただきたいというのが業界の統一した考えである。なお、継

続するならばこの制限自体が必要かについて御検討の機会をいただ

けたらと考える。（第38回会合：RMJ） 

・ 昨年の３月よりdocomo Certifiedという形で、オンラインで当社

                         
68 SIMロックとは、特定の事業者に係るプロファイルが記録されたSIMに対してのみ動作す

るよう設定された端末上の制限をいう。 
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の認定中古品を販売している。まだ販売数は大きくないが、順調に拡

大しているというところ。(第42回会合：NTTドコモ) 

・ 認定中古端末の販売を以前からしているが、先月からはこれに加

え端末の保証サービスの提供も開始している。（第42回会合：ソフト

バンク） 

③ 考え方 

改正法施行後の端末の売上台数及び売上高は、2020年４月から５月にか

けての新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言に基づく外出自粛要

請や、2022年の急激な円安・物価高の影響が生じた時期を除いて、概ね前年

同月に比べ増加した。 

2022年において、端末の売上台数については減少する一方で、売上高につ

いては僅かに増加している。これは、円安・物価高の影響により全体的に端

末の価格が高騰したことに加え、MNO４社による端末購入プログラムの提供

や端末の大幅値引きが行われたことで高価格帯の端末の売上げが増加した

ことが要因であると考えられる。 

端末市場においては、改正法の施行当初は低・中価格帯の端末の販売割合

が増加するなど、利用者の利用ニーズを踏まえた競争が一定程度実現した

と認められるが、MNO４社による大幅値引きの実施により、高価格帯の端末

の販売割合が著しく増加するなど、歪んだ競争状況になりつつあると言え

る。他方で、中古端末の販売台数が継続して増加していることやその販路が

拡大していることを踏まえれば、中古端末が選択肢の一つとして浸透しつ

つあると言え、このことは、端末市場における競争に資する動きであると評

価できる。 

しかし、中古端末には中古端末取扱業者等から示されている課題や利用

者の懸念も存在している。このため、今後も、中古端末の流通促進に向け、

その課題に対する事業者や中古端末取扱業者の対応の状況や中古端末の取

扱いの状況、中古端末に関する利用者の意識の変化等を本WGにおいて継続

的に注視するとともに、総務省において、中古端末を含めた端末に対する消

費者の理解を助けるための正確な情報発信を、引き続き「携帯電話ポータル

サイト」において行うことが適当である。 

また、5GSAやミリ波の活用といった、５Ｇならではの機能を活かした新サ

ービスを享受するためには、5GSAやミリ波に対応した端末を購入等する必
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要がある中で、こうした端末の普及促進を図るべきである旨の意見があっ

た。 

しかし、この点については、スマートフォン全体の出荷台数に占める５Ｇ

対応端末の割合が95％であるという調査結果があること、5GSAやミリ波を

活用したサービスは現時点で萌芽期であるにもかかわらず、既にMNO４社が

自社オンラインストアで販売している５Ｇ端末に占めるSA対応端末の割合

が約25％、ミリ波対応端末の割合が約22％であり、これらは今後更に増加す

ることが見込まれることを踏まえると、現時点において直ちに５Ｇへの移

行や5GSAやミリ波等を活用したサービスの提供に支障が生じている状況に

はないと考えられる。ただし、モバイルサービスに関する技術革新のスピー

ドが速いことを踏まえると、本ＷＧにおいて、5GSAやミリ波の対応端末を含

めた５Ｇ端末の状況について引き続き注視していくことが適当である。 

(４) 事業者等の経営状況 

① 現状 

○ 大手通信事業者の経営状況 

2022年度のMNO３社の通信事業の売上高は11兆878億円となっており、

2021年度から▲1.7％と大きくは変わっておらず、各社別に見ると、KDDI、

ソフトバンクがほぼ横ばい、NTTドコモは2019年からの減少傾向が続いて

いる69。 

減価償却費については、2020年度から2021年度にかけて大きく変わっ

ておらず、2022年度についてはKDDI、ソフトバンクは同様の傾向であるも

のの、NTTドコモは大きく増加している70。 

2022年度の営業利益はMNO３社合計で▲7.9％となっており、KDDIが微

増であるものの、NTTドコモは微減、ソフトバンクは大きく減少している
71。2023年度については各社とも通信料収入の増加のほか、法人事業や非

通信事業の拡充により、営業利益の増加を予想している72。 

                         
69 各種資料55、56 
70 各種資料57、58 
71 各種資料59～61 
72 各種資料62 
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○ 販売代理店の経営状況 

2021年度の売上高は各社とも前年度から増加したが、2022年度の売上

高は増減のばらつきが見られるものの、営業利益は各社とも減少してい

る7374。 

2022年度の移動体通信事業に係るセグメント別営業利益率は、概ね

１％～５％の間で推移している75。 

② 考え方 

携帯電話料金の低廉化の影響を受けているMNO３社の通信料収入や法人

事業等による営業利益の向上の動向、販売代理店において減少傾向にある

営業利益の動向等については、本ＷＧにおいて引き続き注視していくこと

が適当である。 

  

                         
73 各種資料63 
74 各種資料64 
75 各種資料65 
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第３章 事業法第27条の３の施行状況に関する検討 

１．改正法の施行状況を踏まえた見直しの基本的考え方 

① 改正法の概要 

2019年以前のモバイル市場においては、人気端末の購入に対する過度な

利益提供による利用者の誘引や行き過ぎた囲い込み契約が横行しており、

通信サービスの適正な競争が阻害され、携帯電話料金が高止まりしていた。

こうした状況を是正するため、改正法が同年10月に施行され、次の規律が導

入された。 

 (ⅰ) 通信料金と端末代金の完全分離（上限２万円規制等） 

（ⅱ）行き過ぎた囲い込みの禁止（２年超の期間拘束契約、1,000円超の

違約金等の禁止） 

また、この改正法の附則において、改正法の施行後３年を経過した場合に

は、改正条項の施行状況について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる

ことが定められている。 

②  改正法の施行状況 

改正法の施行以降、MNO３社が低廉な新料金プランの提供を開始し、楽天

モバイルや MVNOからも、低廉かつ多様な料金プランが数多く提供されるよ

うになった。これにより、事業者や料金プランの乗換えが活発化し、MNPに

よる新規契約数は改正法施行当時と比較すると約 2.5 倍となるとともに、

新料金プランへの移行も約 5,360万件となっている。 

他方で、MNO３社及びその販売代理店においては、通信料金収入を原資と

する端末の大幅な値引きによる顧客獲得に依存するビジネスモデルが未だ

に主流であり、MNO３社の寡占構造も大きくは変わっていない。 

こうした状況を背景として、総務省の覆面調査において7.7％の店舗で違

反と判断される事案又は違反が疑われる事案が確認されるなど、上限２万

円規制を逸脱する事案も引き続き発生している。また、端末の大幅な値引き

によりいわゆる「転売ヤー」やサービス利用意思を伴わない乗換えといった

不健全な事象も発生している。 
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③ 意見 

ア 構成員の意見 

・ 改正法附則第６条に、必要があると認めるときは、所要の措置を講

ずるということで、現在、必要があるかどうか、認めることができる

のかということの議論をこれからしていくことになろうかと思う。

所要の措置を講ずるためには、まずは、2019年の事業法の改正の目的

を達成したと認められるのかを確認し、その目的が達成されにくい

ような状況なのであれば、見直しあるいは所要の措置というものを

講ずる必要があるかと思う。いずれにしても、よりよい方法に関する

議論のために、かなり慎重にデータに基づいた議論をする必要があ

る。 

・ 2019年から振り返ると相当程度取組が進んだと思う。まず、消費者

の理解を促すための取組、そしてMNOの適切なネットワーク開放を促

すこと、また乗換えを手軽にできるようにするといった取組に加え

て、事業者の販売方法にも一部様々な取組を促してきたと思う。この

競争環境の整備がある程度整ったという現状を踏まえて見たときに、

もう１回取組を振り返ってみて、事業者の創意工夫を促せるような

ところは、しっかりそうした取組を進めてもらうという形での規制

の仕方や、適正化していくということは極めて理にかなっていると

思うので、そういう意味での検証が必要。また、現状、競争環境が整

ったという意味での検証は、これが整っていなかったときと比べる

と随分状況が違うので、白地で検討をするということが理にかなっ

ていると思う。 

・ これまでの法改正以降の取組について、通信コストの低下等、政策

の効果が適切に表れてきているように感じる。ただ、この規制に伴う

規制コストがどのような状態になっているのか、この規制コストを

これからも継続し得るのかどうかという点では、これからも確認が

要るのではないかと思っている。覆面調査等を含めて相当な労力や

努力をしていただいているが、自律的にマーケットが適正化される

ような仕組みで、あまり多大な労力をかけずに、利用者の方が多様な

端末を多様な価格帯で、自分が適切だと思うサービスを選んでいけ

るような形になるにはどうしたらいいのか、これまでにかけてきた

規制コストが十分に合理的なものだったという見方もできるとは思

うので、それも含めて振り返ることができればと思う。 
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・ 事業者間の競争はかなりの程度進んできたと思うが、代理店によ

るSIMのみ新規キャッシュバックや解約忘れの問題といった、まだま

だ十分に取り組んでこなかった分野もあるので、我々の検証もさら

にそこに焦点を当てていく必要がある。それに加えて、競争というの

は、ユーザも競争に加わっているということをどこまで自覚しても

らうかということも少し考えておかなければいけない。いろいろな

メニューを事業者の方が用意してくれても、ユーザの方でそのメニ

ューに従ってしっかりとチョイスをするということが評価できない

と、事業者もいずれ知らぬ間に競争をしなくなると思うので、ユーザ

の皆さんにも競争の当事者であることをどうやって分かってもらえ

るかというのは、１つ考えていかなければいけない問題かと思う。キ

ャリアを移ることが競争だとは思わないし、しっかりとメニューを

見た上で継続することも大事なことではあるが、それを自ら選択し

ているという状況が分かるようにしておく必要があろうかと思う。 

・ 幾つかの事業者が、改正法のところで通信と端末の代金の分離を

挙げており、それから外形的な値引き上限というようなことを言っ

ているが、本来の目的は通信料金収入を原資とする端末代金の値引

きというものをなくしたいということだったことをもう一遍振り返

って、これを実現するにはどうしたらいいかということを、ぜひこれ

から考えていきたいと思う。 

・ 通信料金を原資とする端末代金の値引きがずっと横行しており、

それはおかしいということを長い間申し上げてきた。現在も１円端

末等の非常に大きな値引きをされており、状況は全く変わっていな

いのではないか。そして、その販売方法は、今回皆さんのヒアリング

を伺っていても、一体誰が始めたのかは存じ上げないが、いずれにし

ても皆さんが御自身で始められたことで、その解決方法を何か具体

的なルールを決めたとしても、またその抜け道を見つけて始められ

れば、またみんながそこに倣うというようなことが繰り返されるの

ではないかということで、正直言って非常に不信感を持っている。そ

んなに通信の収入を原資として、そういう売り方で端末の販売を続

けられるのであれば、もう端末の販売をやめていただきたいと申し

上げたいくらいである。MNO４社として、それぞれきちんと考えてい

ただきたい。 

・ もともとの出発点は、通信サービスの財源が端末の安値競争に流

し込まれることを避けたいというのが本来の目的であり、行政によ
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るある意味でコントロールをするためには何らかの指標が必要だと

いうことで、総務省の案である今の規制の内容と、それに対する対

案・改善案が各社から出されたというふうに理解している。通信サー

ビスの財源をそちらに流し込まないための外形的な標準はどの辺が

一番妥当なのかという観点で、今後、議論を進めていただきたい。 

・ 全体の見直しの基本的な考え方について、施行当初、端末価格が適

正化されて、ミドルレンジの端末の販売比率が高まって正常化され

たが、その後、白ロム割が出現してからは再びハイエンド偏重のマー

ケットに戻ってしまった。また、過度な端末値引きでポートイン競争

を繰り広げているMNOに対して、MVNOの競争力は高まらず、シェアが

伸び悩んでいる。また、転売屋とか手配師が出現して、サービス利用

意思のない乗換えが急増して、MVNOや楽天モバイルが踏み台として

使われて、事業の妨げになっている。つまり、改定法当初の目的とい

うのは達成できたとはとても言えない状況であるため、基本的にこ

れまでの考え方を維持しつつ、他の事業者の競争力を高める環境の

整備を含めて、しっかり見直しを図ることということに賛同する。 

イ 事業者等の意見 

・ 2019年の法改正以降、一人一人のライフスタイルに合わせる形で

の料金ラインナップの拡充と低廉化に努めてきた。併せて、スイッチ

ングコストの低下のため、解約金の撤廃やSIMロックの撤廃、MNP手数

料の無料化等の取組を行った。我が国の通信料金は、低廉化がどんど

ん進んでおり、総務省における内外価格差の調査でも、諸外国と比べ

て遜色なく、過去一番高い位置にあったものが、真ん中辺りの立ち位

置になった。その状況下において、各通信キャリアは端末の価格競争

をせざるを得ない状況になっている。各通信キャリア共に、セット販

売に加え、白ロム割による端末の単体販売も実施しているといった

状況である。その結果、一部の店舗、かつ週末等に限定した過度な端

末割引競争が行われ、購入頻度が高い人が得をするユーザ間の不公

平性、あるいは転売ヤーの問題が発生している。また、人気機種は在

庫が限られるため、ショップのスタッフから見ると、マイショップ会

員等で頻繁に利用していただいているお客様に対して優先的に販売

したいといったところもありながら、単に端末の販売を希望される

お客様に出さなければいけないという、在庫の数が少ないといった

中で人気商品の取り合いになるようなケースも発生している。（第37

回会合：NTTドコモ） 



68 

 

・ 完全分離により、端末によって異なる通信料金の割引、毎月割のよ

うなものや、高額なキャッシュバックというものが解消されている。

また、行き過ぎた囲い込みの禁止で、現在お客様は自由なタイミング

で事業者間の乗換えが可能な環境になっている。通信料金の低廉化

しており、諸外国と比べても低廉な通信料金が実現されている。競争

促進、流動性が高まり、解約数、解約率が共に上昇している。非常に

市場の流動性が高まったという状況だと理解している。（第37回会

合：KDDI） 

・ 通信料金収入を原資とする過度な端末値引きを根絶し、通信市場・

端末市場の競争を促進することを目的に、値引きに一定の厳しい上

限が設定された。その結果として、事業者や料金プランを選択しやす

い環境が整った。料金の低廉化の恩恵が広がっている。一方で、転売

の問題等も発生している。（第37回会合：ソフトバンク） 

・ 改正法施行後、事業者間の競争が促進され、利用者が自らのニーズ

に合った事業者や料金プランを選択しやすい環境が整備されたこと

で、モバイル市場全体の料金の低廉化が実現したと考えている。低廉

な新料金プランへの移行も進んでおり、多くの国民の皆様の負担軽

減につながっていると理解している。一方で、新たな課題が顕在化し

ている。実質１円販売等の採算を度外視した過度な安値販売や、その

状況を悪用した転売ヤーによる端末買占め等により、一般の方が端

末を入手できないといった問題が生じている。また、長期にわたり

MNO３社のメインブランドから移行されない利用者が多数いらっし

ゃる。その理由として「特に具体的な理由はない」と回答される利用

者様が多いことから、更なる競争促進の余地がここにあるのではな

いかというふうに考えている。規律導入前のモバイル市場では、通信

料金収入を原資とした過度な端末代金の値引きに頼った競争慣行が

続いたが、これらを根絶するため規律が導入されたというものの、現

在のモバイル市場においても、形を変えて端末購入者への過度な利

益提供は市場に残存しているという状況である。端末の過度な価格

競争は資本のある事業者が有利になるということから、公正な競争

が阻害されている状況であると考えている。（第37回会合：楽天モバ

イル） 

・ 通信料金と端末代金の完全分離ついては、回線契約に係らない端

末単体割引、いわゆる白ロム割によって端末の過度な安値販売とい

った課題がある。それにより、「転売ヤー」問題、MNOによる寡占状態
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等があると認識している。その中で、特にMNOが、MNP転入を対象にし

た、いわゆる白ロム割が市場競争内に多く実施されていることで、

MVNOはMNPの踏み台にされるような短期解約が非常に大きく増加す

るといった課題が発生している。これは、市場競争の適正化を目指し

ていく趣旨から外れた競争環境があったのではないかと考えている。

そもそも、事業法改正の目的は、端末代金の値引き等について一定の

厳しい条件を定め、通信料金の収入を原資とする過度な端末代金の

値引きの誘引力に頼った競争慣行に関して２年間を目処に根絶して

いくということを趣旨としており、通信市場・端末市場の双方におけ

る強化がより働くようにすることであったと認識している。このよ

うな端末の過度な安値販売の是正には規律の見直しが必要なのでは

ないか。（第38回会合：IIJ） 

・ 2019年の事業法改正以降、通信料金の低廉化は進展するなど、モバ

イル市場の公正競争の維持や利用者利便を高める上で、本規律は有

効に機能してきたと受け止めており、今後も引き続き必要な規律で

あると考えている。特に、上限２万円規制は、通信と端末の分離や利

用者間の公平性の確保という観点で、現行規制の維持は必要不可欠

だと考えている。加えて、昨今の転売ヤー問題の要因ともなっていた

１円販売等、極端な廉価販売の課題を解決するために、規律の一部見

直しが求められる状況と認識している。（第38回会合：オプテージ） 

・ 12社中９社より、改正法で導入をされた規律については、十分もし

くは一定の効果があったという回答があった。具体的な効果として

は、端末購入を条件とした役務の継続等の不当な拘束が減少した。ま

た、過度な割引等による不当な誘引が減少したというような回答が

あった。その他意見として、通信端末の１円販売、転売の課題が依然

として残存している点について複数のMVNOより指摘があった。今後

の規律の在り方について、規律の維持・継続をすべきだという者が６

社、従来の規律内容をさらに強化すべきとの意見が５社となってい

る。具体的な意見としては、例えば端末単体か回線契約セットかを問

わず割引の上限額を設定する必要があるのではないなど、転売ヤー

問題等を踏まえて追加的な規律を設けるといった意見があった。行

き過ぎた囲い込みの禁止に係る規律については、12社中11社から一

定の効果があったというような回答があった。具体的な効果として

は、高額な違約金や期間拘束、継続割引等による不当な拘束が減少し

ているといった回答があった。今後の行き過ぎた囲い込みの禁止に
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係る規律の在り方については、従来の規律内容を維持・継続すべきと

の意見が多数を占める結果となっている。（第38回会合：MVNO委員会） 

・ 通信料金と端末代金の完全分離に係る法改正の効果と課題につい

て、中古端末使用への影響についてアンケートを行った結果、買取り

台数、販売台数とも増えたと回答された会員が75％に上り、減ったと

回答された会員は０％であった。法改正の効果については、50％が評

価すると回答している。（第38回会合：RMJ） 

・ MNO４社からの新たに安価な料金プランが提供されたことにより、

通信料金が下がり、消費者にはかなりのメリットが出てきていると

いう効果があったと思っている。一方で、白ロムの割引等の拡大で、

実質１円というような販売がされ、販売が一部端末に割引が集中す

るということで、不公平な競争環境になっている。また、通信端末の

需要が少なくなり新製品の価格が高騰し、その結果、新技術が市場に

広がっていかない。また、回線セット割引を利用した端末を購入した

ユーザの買換え意欲がなくなっていることで、５Ｇの普及やマイグ

レーションに遅れが出るのではないかという意見もある。また、回線

セット割の上限規制により、割引上限額を念頭に置いた事業者の価

格交渉といったところも出てきている。行き過ぎた囲い込みの禁止

に係る法改正の効果と課題については、違約金の撤廃、SIMロックの

禁止等により、利用者の事業者間の乗り換えが容易になった。課題と

しては、MNPの価格競争の激化によって、白ロム割の代理店のキャン

ペーンが拡大したこと。また、インセンティブが高い端末をお客に勧

めるというような販売店も見受けられるということ。そして、多くの

事業者で実施されている残価保証型のプログラムへの誤解もあって、

乗換えを阻害しているとも言える。また、転売業者が発生したという

課題もあると思っている。モバイル市場における公正競争確保に関

する課題については、やはり白ロム割の拡大というのが、我々として

は不公平な環境ということと、転売業者の不公平な取引も発生して

いるということがある。そういう意味では、転売業者への販売台数を

制限する等の公平な環境を要望したい。（第39回会合：CIAJ） 

・ 競争の激しい市場において、お客様にとって多様な選択肢がある

ことが重要であると考えている。また、お客様がそうした革新的な技

術やサービスにアクセスできることを確保していくということも、

同様に重要である。しかし、残念ながら、2019年の事業法の改正によ

って、日本のお客様にとっては市場の競争が低下し、価格が上昇し、
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選択肢が少なくなっているのではないかとは懸念している。（第39回

会合：Apple） 

・ 販売台数について見ると、2019年の法改正以降、市場規模は低迷し

たが、現在は法改正以前と同等程度の水準まで戻りつつある。一方、

価格帯を見ると、市場の構成が大きく変化している。これまで日本市

場は革新的な技術が導入されている高価格帯の端末が広く購入され、

大きな割合を占めているのが特徴だった。しかしながら、プレミアム、

High tierといった比較的高価格帯の端末は、2018年に比較して、24％

低下している状況にある。法改正以降は、ユーザの嗜好の変化という

要因もあるかと思うが、５Ｇサービスの開始に伴い、端末の価格が上

がったことに加え、一律で２万円の上限規制がかかったため、高価格

帯の端末に手が届きにくくなったという要因もあると考えている。

（第39回会合：クアルコム） 

・ 楽天モバイルの参入もあり、通信料金が下がったことは良いこと

であると考える。改正法の基本的な考え方は、通信料金を原資とした

端末代金の値引きの販売に頼った競争慣行は２年をめどに根絶させ

るというものだったと思うが、根絶どころか悪化したと言えるので

はないか。ぜひ消費者目線での質の競争へ見直すべきだと思う。（第

39回会合：全携協） 

・ 異常なキャッシュバック合戦が抑止されたことは評価できるが、

白ロム割やSIMのみ新規キャッシュバックにより、２万円上限規制の

効果が薄まっている。このため、規制の穴を塞ぐ形での見直しが必要。

（第40回、第41回会合：販売代理店） 

④ 考え方 

モバイル市場においては、未だに通信料金収入を原資とする端末の大幅

な割引による顧客獲得に依存するビジネスモデルが主流であり、料金・サ

ービス本位の競争が不十分であることを踏まえると、「通信料金と端末代

金の完全分離」「行き過ぎた囲い込みの禁止」という改正法の考え方は現

時点でも妥当するため、引き続きこの考え方を維持することが適当であ

る。 

また、通信市場は今もなお MNO３社が９割近いシェアを有する寡占的な

市場であることを踏まえると、他の事業者の競争力を高める環境の整備に

ついても引き続き必要である。 
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他方で、改正法施行後３年が経過する中で、制度運用上の課題等が指摘

されており、この観点からの見直しは必要である。 

こうした点や本ＷＧでの議論を踏まえ、①上限２万円規制、②継続利用

割引規制、③指定事業者の範囲等について見直すことが適当である。 
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２．通信料金と端末代金の完全分離に係る規律の見直し 

(１) 上限２万円規制に係る規律の見直し 

① 現状 

ア 潜脱行為の防止 

通信料金と端末代金の完全分離は、通信料金収入を原資とする過度の

端末値引き等の誘引力に頼った競争慣行を２年を目途に根絶し、通信市

場・端末市場の双方の市場における競争をより働かせることを目指して

導入されたものである。 

通信料金と端末代金の完全分離に係る方策の一つとして導入された上

限２万円規制については、その導入後の一定期間は、規制の導入効果が現

れていた。しかし、スイッチングコストが低減し、事業者乗換えの容易さ

が増す中で、端末の購入等をすることのみを条件とすることで上限２万

円規制の対象外となる端末値引き（以下「白ロム割」という。）が始まっ

たことにより再び「１円販売」等の大幅な端末値引きが行われるようにな

った。その結果、端末の単体での販売を拒否することで実質的に２万円を

超える利益の提供を行うといった違法行為が発生するとともに、いわゆ

る「転売ヤー」が跋扈する等の不健全な事象も発生している。 

イ 上限額の見直し 

上限２万円規制導入時における上限額については、平均的な利用者１

人の通信料収入から得られることが期待される利益の範囲内での利益の

提供を認めることで設定した。具体的には、2018年度における、ARPUの

平均×営業利益率の平均×端末の平均使用年数で算出した額を基礎とし

て、通信・端末の各市場の競争を促進するという政策的な考え方や将来的

な ARPUの減少を考慮し、２万円としたところである。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 例えばいわゆる「一括１円」のような販売方法がまだまだ多くあり、

１円で販売するお金がどこから出てきているのかというのも非常に疑

問に思っているし、そういう売り方というのを皆さん御自身で何とか

直していっていただきたいと思っている。 
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・ 楽天モバイルが10万円を基準にして、10万円未満のものと10万円以

上のものとで割引価格の上限規制について対応を変えるという提案を

したが、過度な安値販売が生じているのは、10万円未満というよりはむ

しろ10万円以上の高価格端末だと思われるところ、割引額が10万円未

満のものと比べて大きくなり、規制としてむしろ十分ではないアイデ

アになっているのではないか。 

・ ５Ｇ端末の普及を国の施策で後押ししてほしいという意見があった

が、それは、５Ｇが本当に魅力的なサービスにならない限りは、何も無

理に５Ｇ端末に換える必要がユーザに無いから、普及があまり進まな

かったり、また、端末の価格が上がっていること等も含めて、いろいろ

な課題があるが、それを何か国の施策による後押しということは、税金

を使うということであるため、それはどうなのかと思った。 

・ 指標を決めるのもかなりコストがかかることなので、そのコストを

かけてまでやらなければいけないことなのかというところで疑問を持

った。常識的な値段で売るということを各社でやっていただけないも

のかというふうに思っている。また、実際に端末を売っているのは代理

店であるが、端末の仕入値はキャリアのほうが決めていると思うので、

仕入れ値を下回るような金額で売るということを代理店さんが選択し

ているという話になってくるかと思う。この端末の価格が１円で売っ

ても代理店はあまりダメージを受けないような手数料体系になってい

るのかどうかというのが気になるところではある。代理店の手数料体

系についてはいろいろ改革していただいていると思うが、その辺りか

ら手をつけることはできないのかと思った。 

・ 中古端末のいわゆる市場価格をもって何らかの形で歯止めをかけた

いというのも非常によく分かるし、中古車、自動車の業界ではそういう

ことができている。ただ、それはレッドブックというある意味で極めて

信頼におけるものが形成されているからであって、そういうものが携

帯端末でもできるのかということが課題になってくる。どういうもの

をベンチマークにするのかというのは、もう少し詳しく議論していく

必要があろうかと思う。 

・ ミリ波の普及促進とか５Ｇのポテンシャルを生かすということは大

事なことだと思う。ただ、端末割引をすること以上に、ミリ波のポテン

シャルを生かすサービス開発とか、すなわち需要面の施策こそ大事で

はないかと思う。必ずしも端末割引が一番大事な、あるいは特に大事な
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施策ではないと感じる。 

・ 2019年の法改正の趣旨というのは通信料金を原資とする端末代金の

値引き等々というのを止めたいということだったわけで、通信料金を

原資として端末値引きが行われていると思われるような発言があり大

変残念。こういうことだとするともうMNOが自ら端末を販売しちゃいけ

ないと、別会社にして独立採算でやってくださいというのが最終的な

あるべき姿かと思う。 

・ そもそも端末と通信を分離することで何を実現しようと我々はした

のか、もう１回改めて明らかにしておく必要があると思う。それを前提

に今の２万円割引をどうするか、もっと言えば起こっている大幅な割

引に対して、どういうふうに対応すべきか。また、ユーザ間の不公平が

ないように他のユーザから割引の原資が動いて補助されているという

状況にあるかという観点や、同じ人であっても通信料金から端末への

お金の移動ということが問題なのかどうかという観点もあると思う。 

（中略） 

 各社からのプレゼンから行き過ぎた割引を何とか止めたいという思

いが伝わってくる一方で、新たに３万円、４万円の条件を作っても、上

限２万円規律でも守らない人たちがいる中で、本当に上限額を動かす

だけで問題解決になるのか疑問に思う。 

・ 通信事業者は通信事業者としての競争をしていただきたいと思う。

非常に高価格帯の人気が出るものについてだけ大幅な値下げをするよ

うな競争をして自分の通信を利用する人を増やすということはもう早

くやめていただきたいと思っている。端末に関しても、ある程度使える

もので十分だという方たちに無理やり高度なものを使っていただく必

要もないし、今現在日本で提供されている５Ｇが、どこでも完全に安定

して使えているのかといえばそうでもない。だから、通信のところをも

うちょっときちんとしていただいて、そして、５Ｇ、ＳＡでもミリ波で

も、そういうものを生かした新サービスが一体何なのかがちゃんとみ

んなの目で見えてくるときになって初めてそういうものに必要な端末

を購入するというふうに時代が変わっていかなければいけないのでは

ないか。 

・ 端末価格の上限額規制あるいは通信と端末代金分離の法改正の趣旨

について改めて考えてみたが、まず、ユーザ間の公平性の問題があり、

端末を短期の買換えをするユーザが自己の通信料利益のうちから補填
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するのはよいが、他のユーザの利益から補填するのはやっぱり問題が

あるということが考えられる。ただ、通信料金をコスト以上に高くして、

その範囲内であれば端末代金を補助してよいとすれば、本当にそれで

良いのか。また、同一ユーザ内の補助であればいいということであれば、

通信料金を高くするほど過度な端末の割引がやはり正当化されてしま

うので、そうであれば、そもそも通信で競争が十分機能していれば、通

信料金をコスト以上に大幅に上げられず、その現状では競争が必ずし

も十分でなく、コストより料金が高止まりする危険性があると思う。し

たがって、通信料金から得られる利益というのは、端末に補填するので

はなくて、高止まりする通信料を引き下げるとか、サービス価値を高め

るような投資を促進するためのものであり、そのために上限価格の端

末の規制を行ったという理解である。あともう一つ意識しておかない

といけないのは、公正競争環境にどういう影響があるかという点で、過

度な端末割引をすると端末市場で競争が歪められるという議論につい

てである。それから、ユーザ１人当たりの利益がぎりぎりで競争に挑ん

でいるMVNOとか新規事業者に関しては、端末を大きく割り引くことが

できないので、大幅な端末割引を行うMNOの競争戦略に対抗できないと

いう競争上の問題があるといったことも含め、上限価格規制について

今回きちっと考え方を整理して、データ等もそろえて、新しいやり方で

運営していくということが必要だと思っている。今回４万円を上限に

すると、やはり長期ユーザから短期ユーザへの補助が可能となる。例え

ば、１ユーザあたり年１万円の利益があるとすると、２年で２万円、３

年で３万円、４年で４万円の利益となり、２年と４年のユーザが仮にい

るとすると平均で３万円となる。上限３万円規制にすると、本来長期利

用者がより優遇されるべきであるところ、２年の短期で端末を買い換

えるユーザに長期のユーザから補填がなされていることになるので、

こういったことをきちっともう一回考えたほうがいいのではないか。

同じような考え方で、高価格帯の端末を持つユーザのARPUが、低価格帯

の端末を持つユーザのAPRUより仮に高いのであれば、高価格帯のユー

ザと低価格帯のユーザとで割引額を変えるといった提案をいくつかの

会社がしていたが、論理的には正しいのではないかと思う。そういうデ

ータがきちっとそろうのか、上限額を細分化することでどの程度の規

制コストがかかるのかといった議論があると思うが、そういう議論を

して判断をすれば良いと思う。それから、低価格帯のユーザの市場では、

MVNOとの競争がより熾烈であると思うので、例えば、低価格帯の端末に

ついて、４万円の割引ができることは、公正競争上本当によろしいのか
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ということについても議論に値するのではないか。最後に今回用いた

データについて、平均利用期間が非常に延びているが、これはデータの

取り方を変えたからであり、前回使っていない消費動向調査を今回使

っている。これで本当によろしいのか、実際の割引をするMNO３社の

ARPUとか平均使用期間とか利益率とか、そういうものをデータとして

用いるべきではないか。いずれにせよ、いろんな意見があって、いろい

ろ事業者の声も聞き、パブコメも受けながら整理して、皆が納得するよ

うな形で理屈が通るもので決めていけば良いと思う。 

・ ２万円上限のみならず端サポ加入に関する代理店のインセンティブ、

利用者の様々なバイアス、それから公取の実態調査にもあった評価指

標と関係する端末の極端な割引をせざるを得ないような状況、それか

らMVNOの市場における立ち位置、また技術革新とか新サービスという

のが契約内容に日々組み込まれていく中で、また、規制の隙間というの

も考えると、これらの事項を総合的に捉えて契約設計がキャリアある

いは代理店のほうで行われていく以上、競争促進という観点のみなら

ず消費者保護という観点からも、規制を及ぼすということは根拠づけ

られるかと思う。今後、個々の論点について議論が必要であるというこ

とは当然ではあるが、個々に法律、省令、告示、ガイドライン等、役割

分担をして見直しというのは必要である。 

 また、2019年改正法との関係、これは整合性を採る必要がある。2019

年改正当時の議論においては、そういった将来の変動値以外にも、通信

端末の各市場の競争を促進するためには、現在の市場環境を前提とし

た値引きを許容するのではなく、値引き額の上限をより制限すること

とし、一段階低い――というような説明もあったかと思うので、そうい

った競争をより促すという経緯について、何かしら連続性あるいは意

見を報告書の中には盛り込む必要があろうかと考えている。 

 事業法第27条の３、特にこの上限２万円規制は、同条第２項第１号に

ある電気通信事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれがある利益

提供に対する規制であるが、今回の検討の方向性案というのは上限が

引き上がったという特徴を持っており、割引幅というのが大きくなる

ことで、どのような効果がそれぞれの市場において期待されるのか。特

に電気通信事業者間の競争に、通信市場なのか端末市場なのか、どうい

う影響が出てくるのかということは、白ロム割を含めた形で事業法第

27条の３の規制趣旨との関係でも明確化しておく必要があると思う。

特に低価格帯の端末への大きな割引の可能性、高価格帯の端末に販売

シフトをするというようなキャリアや販売店の戦略、結果として、回線
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契約に非常に誘導しやすくなったのではないか。さらに言えば、MVNOへ

の影響をどこかこの報告書の中にも言及する必要はあるのではないか

と思っている。 

・ なぜ上限額の見直しが必要だというふうに考えているのか納得がで

きておらず、通信は通信の料金で競争していただき、端末は端末メーカ

がそれぞれの競争をすればいいというふうに思っている。やはりいろ

いろなユーザがいるわけで、新しいものがどんどん欲しい方もいらっ

しゃるし、使い慣れた端末を大事に使っていくという方もいて、不公平

が起こるような形を総務省が促進していくというような形になるのは、

ユーザとしては納得がいかない気がする。また、MVNOに与える影響につ

いて検証していただきたいと思う。 

・ 今回白ロム割を含めて４万円という案について、ちょっと高いのか

なという感想である。ただ、回線契約から得られる平均的な利益を超え

ないという考え方を踏襲すると、計算上４万円ぐらいになるので仕方

がないのかなとは思う。 

 端末の価格帯によって割引を変えるということも考えたが、回線と

端末の分離という考え方の下、１回線契約から得られる利益と、端末の

価格の多寡とを関連づけるというのはよくないのではないかと今は思

っている。 

 なぜ４万円が高いのではないかと考えるのかというと、他の事業者

の競争力を高める環境整備という観点では、MVNOあるいは楽天モバイ

ルからは２万円の維持という提案があったし、ドコモも２万円という

提案であった。また、４万円にすると、機種変更と新規の値差が４万円

になり、これはかなり大きいので、現場でお客様のためにと、機種変更

を新規やMNPにすり替える手口が横行するのではないかということが

予想されるので、もし４万円にするのなら、ここをキャリアと総務省と

でしっかり監視する必要がある。そして最大の問題である、上限を４万

円にして転売屋とか闇バイトが根絶できるのかという点については、

さすがに発売直後の新品の端末を４万円引きで売ったら、転売価格が

高いので転売目的の輩が現れるとは思うが、一定期間経過すれば転売

価格も下がってくるので、転売屋は影をひそめるのではないかという

水準だと思う。 

・ 今回の検討の方向性案というのは、不当な囲い込みに対する規制の

これまでの効果により市場の状況が変わっていることを踏まえた提案

になっているというふうに受け止めた。それから、白ロム割も含めて規
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制の対象とするという判断は適切なものだと考えている。また、上限２

万円規制について、この４万円というのは少し高いような実感を持っ

ている。ただ、2018年当時、規制の効果を早めに上げるためということ

で、平均利用者１人の通信料から得られる利益よりも実際少なめの設

定にしたことが、MNOの皆様に対してちょっとストレッチし過ぎの目標

値になってしまった懸念もあるかと思っている。その結果として、潜脱

行為が増えてしまったという現実があるのであれば、それに対しての

見直しは必要だと思うが、この４万円の根拠となっている計算方法が

全ての事業者にとって納得感があるものかどうか、さらに精緻に検証

をして説明をいただき、それぞれの価格帯の端末に与える影響といっ

たもののシミュレーション結果をお示ししていただく必要があるので

はないかと思っている。ただ、２万円という現在の上限規制に対して見

直しをかけて、それに対して、今より少し高めの金額の設定に変わると

した場合に、事業者にとって分かりやすい、切りのいい数字にするとい

うことは、代理店も含めてその規制を遵守する必要がある以上、規制コ

ストも考えるとやむを得ないのではないかと考えている。 

イ 事業者等の意見 

・ 通信は、引き続き自由に料金プランを選択可能な状況が維持される

ということを考えている。端末は、過度な割引が制度上、抑止をされた

上で、自由に端末を選択できるということが望ましい。端末の自由な選

択は、一部の過度な端末割引により問題が発生していることから、中古

価格を参考に、適正価格で新品の端末が販売される市場を目指すべき

と考えている。 

 一括１円の問題については、激しいMNPの競争下において、キャリア

が自主的に取りやめることがなかなか難しい状況と認識している。こ

れに対して、改めて2019年の法改正の趣旨にのっとって、過度な端末割

引が実施されないような形、電気通信事業者が提供する白ロム割につ

いては、最大割引時でも中古価格というのを一つの目安として上限に

すべきではないかと考えている。これを事業法で規律化し、ルール化し

て運用していくということを要望したい。その結果、ユーザ間の不公平

性や転売ヤーの問題も解消されることを期待している。（第37回会合：

NTTドコモ） 

・ お客様の実際のニーズに合わせるために、各事業者共に事業法の規

律外の部分によって、お客様が少しでもお求めいただきやすくなる値

段を実現するような形で、今、販売が行われているが、やや行き過ぎた
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状況にある。１社が安値販売を始めると、どうしても競争上対抗せざる

を得ないという状況になって、事業法の規律外の部分がどうしても行

き過ぎた状況になってしまい、２万１円、あるいは１円端末といった形

になって、本来の役務利用を目的としない転売や、転売ヤーによる不適

切な取引の問題が顕在化している。 

 また、５Ｇ端末の普及、それから投資促進、この２つの好循環を生み

出す仕組みというものが必要であると考えており、国の施策による普

及の後押し、例えば、４Ｇのお客様の５Ｇ端末への切替えを国に補助い

ただく、支援いただくというのが一つあるのではないか。好循環を生み

出す仕組みづくりとして、例えば、４Ｇから５Ｇへの移行の場合におい

て、端末と通信を一体化し、端末の流動、端末の買換えがより起こるよ

うな手法を検討してはどうか。これにより、役務利用を目的としない、

即時転売を目的とする転売ヤー等の問題も排除することが可能である

と考えている。 

 また、端末単体販売を含めて、端末割引の上限設定、あるいは、どう

しても過激な新規MNPの競争の歯止めとして、例えば、機種変更価格を

基準とする割引制限など、こういった検討も必要ではないかと考えて

いる。（第37回会合：KDDI） 

・ 端末単体値引きについては現在規制がなく、端末の安値販売や転売

の原因となっているため、対応が必要と考える。過度な端末の安値販売

が進むと、MVNOが淘汰されるあるいは電気通信市場の発達が阻害され

る。端末の買換え頻度によって、大きな便益の差が生まれるメーカ間の

競争のひずみや、先進的な技術の普及が阻害される。中古端末市場に影

響したり、または転売ヤーの問題が発生したりするといった問題につ

いては理解しており、その抑制のためには、業界の統一ルールが必要で

あり、回線セットの２万円と端末単体値引きを合わせた値引きの合計

に上限規定を設けるという案はどうかと考えている。この値引きの上

限を、その端末の中古の買取価格までとするのはどうか。こうすること

によって極端な安値販売ができなくなり、また、端末の転売というもの

も消滅するというふうに考えている。また、端末が新しく発売されると

き等は中古の買取価格が存在しないので、その時には現状の２万円ま

でというルールでよいのではないか。（第37回会合：ソフトバンク） 

・ 過度な利益提供に頼った競争慣行を根絶するという、規律の本来の

目的を達成するために、当社としては、端末と回線がセットであるかを

問わず、端末への利益提供については制限を設けるということを提案
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する。具体的には、回線とセットかどうかにかかわらず、端末への利益

提供を端末価格に応じて一定額、もしくは一定割合まで制限するとい

った内容を提案させていただく。端末単体の購入に関しても、回線セッ

トと同様に利益提供について上限が定められるため、過度な安値販売

は沈静化、結果として転売ヤーの抑止も見込むことができると考える。

端末の過度な安値販売を抑制しつつも、端末価格に応じた利益提供を

柔軟に行うという観点から、端末価格により利益提供の上限を変える

ということが考えられ、あくまで一例ではあるが、仮に10万円未満の端

末については、現行の上限２万円規制と同水準の上限額を適用し、価格

が10万円以上の端末については、価格に応じた利用者への利益提供を

行うという観点から、端末の対照価格に対して20％といった割合で上

限を設定したらどうか。（第37回会合：楽天モバイル） 

・ 中古価格を条件とする場合の考え方は、例えば、この車のこのグレー

ドについては、１年経つと、例えば500万で買ったものが翌年になると

400万ということや、車両保険において事故を起こした場合の車の損害

額は、新車と同じ価格ではないので、毎年毎年価格が低減するといった

保険会社が行っている考え方が一つの目安になるのではないか。それ

が定率か定額かという問題はあるが、端末自体が、高額になってきてい

る昨今、物を大事に使い続けるといったところもあり、買換えの年数が

4.6年という数字も出ているので、おおむね５年ぐらい使うという前提

で残存価格を設定し、毎年定額で下げていく形が一番平均的な値なの

ではないかと考えている。それを中古価格の目安の価格とし、割引の上

限額とするという考え方が一つあるのではないか。（第37回会合：NTTド

コモ） 

・ 機種変更価格を基準にする場合、例えば新規については機種変更の

価格からＸ万円までという形で制限することを考えているが、これだ

けではなかなか、機種変更を安くしたら新規も安くなるといったこと

が起こるため、割引の上限とセットで適用することを考えている。それ

によって機種変更も行き過ぎることがなくなるため、この２つをセッ

トにして規律することを考えている。（第37回会合：KDDI） 

・ 中古買取価格の決め方について、市場の一般的な買取業者の価格を

見るということなのかと思っている。実際に、現状でも下取りプログラ

ムを各社で行っているが、各社の定めている中古の買取価格というの

は、市場の買取価格を見て、そこと合わせて設定しているということに

なっているはずである。これを大きく上回ると、その分が端末購入補助



82 

 

と見られるので、市場の一般的な買取業者の価格を見ながら設定して

いると思われる。その考え方をここに適用すればいいのではないか。

（第37回会合：ソフトバンク） 

・ 現状、特に10万円を超える高額の端末について、定額の２万円という

利益提供が必ずしも消費者ニーズに合っていないというところがそも

そもあり、それに対して過度の値引きというカウンターオファーが事

業者から出ているという構造と理解している。そういった中で、単純に

２万円を全て白ロム端末、いわゆる端末のみの販売に関しても拡大し

た場合に、高額の端末が全く売れなくなってしまい、消費者ニーズとし

ての価格ニーズとギャップが非常に大きくなってしまうということを

懸念した結果として、理論値として10万円が２万円に対して20％とい

うところで、そこからこういったものについて定率とすることで、消費

者の価格に応じた利益提供が欲しいというところとのバランスが取れ

るのではないかということで、提案させていただいた次第。（第37回会

合：楽天モバイル） 

・ セット割を拡大して２万円から中古価格までにするという案が考え

得る。２万円を緩和するということについて、もし議論があるのであれ

ば、それは白ロム割との組合せで中古価格までということも十分考え

得るところであり、議論次第というところである。また、端末の発売か

ら１年間は２万円でスタートして、そこから年を追うごとに金額が下

がってくるという形でもよいのではないか。なお、買取価格は、主に国

内に流通させる買取業者と、海外に売却する中古の流通業者とでは買

値が違うという実態もあると理解をしているので、国内向けの新古品

の販売価格をベンチマークにするのがよいのではないか。（第37回会

合：NTTドコモ） 

・ リアルに中古端末の価格を参照するといったようなことは、少し運

用上も厳しいと思うし、規制コストがかかり過ぎるというところもあ

るので、何か簡易的なベンチマークのようなものをつくるのがいいの

ではないかと思っており、例えば一つ、端末のライフサイクルというよ

うなところを参考にして、ある一定期間までは、例えば中古価格がこれ

ぐらいだから何％のような形で決めるといったことはあるのではない

か。（第37回会合：KDDI） 

・ 中古価格そのものを指標とすることについては、為替やそれに起因

する内外格差といった市況の変動の影響を受けることもあり、こうい
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った変動しやすいものについて適切な指標となり得るかということに

関しては、少し難しい点があるのではないか。（第37回会合：楽天モバ

イル） 

・ 過度な安値販売は回線セットによる２万円上限の割引と上限がない

回線契約に係らない端末単体の割引、いわゆる白ロム割や端末購入プ

ログラムを組み合わせて行われていると認識している。現在、規律の対

象外となっている回線契約に係らない端末単体割引として、端末購入

プログラムでの２年後の買取り予定価格を上回るガイドライン外の割

引が行われているが、回線セットかどうかを問わずに、割引の上限に含

まれるよう徹底する必要があるのではないかと考えている。さらに、端

末購入プログラムで２年後の買取り予定額を上回る割引を行っている

場合は、現状の規律だけでは抜け道になる可能性があると考えている。

よって、今回、白ロム割、端末購入プログラム、こういったものを含め

て、規律対象の割引条件に含めるべきと考えている。 

 規律対象の割引上限額については、2019年10月の事業法改正に向け

て行われたモバイル市場の競争環境に関する研究会の検討では、今後

の市場環境の変化を踏まえた上で上限２万円を設定したと理解してい

る。規律対象の割引条件を直ちに見直す理由というものは、現時点では

ないと考えているが、白ロム割を含めた契約回線に係らない端末単体

割引、こういったものについて上限枠に含める対応をすべきであると

考えている。MNOから、中古端末の販売価格や、買取価格をベンチマー

クとして割引等の上限額を緩和する提案があったが、緩和する理由は

ないと考えている。加えて、割引等の上限が可変になると、規制に関わ

る事業者の運用コストは対応難易度が非常に高まる状況になり、また、

中古端末より安い価格、または同水準の端末が販売可能であるために

中古端末市場の影響は一定量あるのではないかと考えている。（第38回

会合：IIJ） 

・ 上限２万円規制については、モバイル市場の競争環境に関する研究

会において議論されたもので、利用者の公正性を確保するという観点

から、利用者１人当たりの利益見込額を算出し、通信と端末の分離の進

展による将来的なARPU、営業利益率の低下も加味する等により、上限額

が２万円に規定されたと認識している。一方、法改正以降も規律違反が

散見されてきた状況だということを鑑みると、まずは規律遵守の徹底

に向けた取組を進めることが重要と認識している。また、上限額を定め

た考え方の根本である、利用者間の公平性を確保していくためには、安
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易に上限額を緩和するということは望ましくなく、少なくとも現行の

上限額を維持することが必要ではないかと考えている。 

 昨今の極端な廉価販売への対応として、一部規律の見直しが必要と

考えている。これらの廉価販売は、規制対象外の端末単体割引を組み合

わせて実施されていると認識しており、この端末単体割引についても

規制対象とすることが必要でないかと考えている。端末単体割引を規

制対象とする場合、仮にセット割引の上限額のほうが大きい場合は、回

線契約への誘引を助長することにもつながると思われるので、セット

割引と端末単体割引の上限額は同等として、その上限額は２万円とす

ることが望ましいと考えている。なお、端末購入プログラムにおいて、

月々の分割支払い額を割り引く等の特典があるが、潜脱的な端末の割

引につながるおそれも想定されるので、これも規制対象として上限額

に含めることが必要ではないかと考えている。（第38回会合：オプテー

ジ） 

・ 現行法の完全分離販売や値引きの上限額設定等については、法改正

の趣旨に沿わない事例が見られたことから、維持すべきとの回答が多

く、特に完全分離については、規制を強化すべきとの意見が多かった。

他方、一部MVNOにまでMNOと同等基準を課すことについては、やり過ぎ

ではないかとの意見もあった。一部MNOから意見があった上限額の設定

については、中古価格を参考とすることや、RMJが協力することについ

ては賛同するとの意見が多数を占めたことから、RMJとしては、実現可

能性に向けて協議したいと考えているが、新品販売が中古価格と逆転

するのではないかという懸念もあり、あくまでも我々の中古価格を目

安とすることに関する方針についての賛同ということで御理解いただ

きたい。（第38回会合：RMJ） 

・ 現在、各大手通信事業者の通信料金と端末料金が分離されたことも

あり、安価な料金プランが提供されていることを踏まると、ここ３年間

実施された端末の２万円の割引額上限というのはそろそろ撤廃しても

よいのではないか。通信事業者がユーザの買換え意欲を高める等の市

場活性化も必要ではないかと思っている。（第39回会合：CIAJ） 

・ 多くの低価格なサービスプランが市場に出回っていることから、事

業法の改正の目的は既に達成されていると考える。したがって、総務省

には、端末購入補助規制の撤廃をお願いしたい。そうでなければ、お客

様があらゆる選択肢と価値ある提案を最大限に享受することができな

くなる可能性がある。撤廃をすることで、日本は他国と同様、ユーザが
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多様な選択肢と最新のイノベーションを楽しむことのできる健全なビ

ジネス環境を発展させていくことができる。また、本ＷＧで通信事業者

から端末とモバイルサービスプランが紐づいているか否かにかかわら

ず、端末割引を下取り価格までとすることを提案されたが、ここにはあ

る種の問題があると考える。下取り価格が低いということは、商品価値

が低いということになる。キャリアの提案は、下取り価格が低いほど、

より多くの割引が認められることを意味する。価値の低い端末を安く

買うということであれば、お客様にとってメリットは少なくなる。また、

Appleの端末のような高品質の製品に偏った影響を与えるため、異なる

端末間での公平なルールとは言えない。本ＷＧは、あるメーカ１社が他

のメーカよりも不当に影響を受けるようなルールの導入を望んではい

ないと我々は考える。（第39回会合：Apple） 

・ ５Ｇ関連政策全体での位置づけになろうかと思うが、端末について

もKPIを設定し、業界全体で取り組むことが求められているのではない

かと考えている。また、端末へのインセンティブとして、現在の上限２

万円規制を、ミリ波対応端末に関しては撤廃ないしは４万円へと緩和

することを提案する。2019年の法改正当時、２万円を設定した根拠につ

いては、利用者１人当たりの利益見込額がおおよそ３万円だというと

ころから、そこから一段階低い２万円に設定されたと認識している。計

算としては、各社のAPRUや売上げ営業利益率と、スマートフォンの平均

利用期間を用いて計算されているが、ミリ波等の革新的な技術を導入

される利用者の場合には、データ使い放題等を契約する確率が高いと

考えられるので、それを基として計算すると、当時の金額よりも一段高

い価格帯の値引きといったものが視野に入ってくるのではないかと考

えている。具体的なARPU等の数字を持っていないため計算ができない

が、そのような考え方で提案させていただいた。なお、２万円規制につ

いては、できれば撤廃ということも望ましいと考えるが、急激な変化や、

２万円の効果といったことも一定程度あり、ミリ波端末については４

万円、それ以外については現状維持といったことを、今回は御提案させ

ていただいた。（第39回会合：クアルコム） 

・ 今回の法改正によって、通信端末と通信料金が分離され、通信料金に

ついても、各社から廉価プランが提供されているということを考える

と、従来の一体となって携帯電話をインセンティブで販売していたと

いう時代から、端末の機能や速度といったところで公平な競争環境が

できるのではないか。我々通信機器メーカの努力によって、ユーザの満
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足度を上げるというところの競争環境ができればと考え、今回撤廃と

いうことを提案している。なお、通信料金自体もかなり安くなっている

こともあり、過去の過度なインセンティブ競争には戻らないと考えて

おり、我々としては、インセンティブでの競争というよりも、やはり機

能や性能、そういった本来あるべき通信端末としての競争に行くべき

だと考えている。（第39回会合：CIAJ） 

・ ARPUについては、大容量プランの加入が順調に拡大をしており、2022

年度の頭ぐらいから下げ止まった感じが出ているというような状況で

ある。（第42回会合：NTTドコモ） 

・ 各社が過度な割引をして競争している中、キャリアが自らその割引

をやめることが難しい状況になっていると認識している。2019年の法

改正の制度の抜け穴とまでは言わないが、改正法当初において、あまり

想定されていなかった白ロム割も含めて、事業法において規律いただ

くことをお願いしたい。 

 また、その措置を講じるに当たり上限額は、改正法の際にセットした

２万円からスタートし、場合によってはそれを段階的に緩和するとい

ったことが考えるのではないかと思っている。 

 当然ながらその当時に比べてARPUや端末の利用期間等も変わってい

るため、それに応じてパラメータを更新することは十分に考え得ると

ころであるが、当社としては一旦２万円からスタートしてはどうかと

考えている。（第42回会合：NTTドコモ） 

③ 考え方 

ア 潜脱行為の防止 

①の状況を是正するためには、その原因となっている通信サービスと

端末のセット販売に係る白ロム割を規制の対象とすることが適当である。 

すなわち、現行制度上「白ロム割」については利益の提供の上限額の範

囲に含めないこととされているが、通信サービスと端末のセット販売（機

種変更の場合を含む。）に際して行われる「白ロム割」については、上限

額（イ参照）の範囲に含めることとすることが適当である。 

なお、割引の基点である対照価格について、現行制度上、一の価格のみ

が設定されている場合には当該一の価格と調達価格のいずれか高いもの

となるが、複数の価格が設定されている場合には最も高い価格が採用さ
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れることとなり、調達価格との比較がない。 

この場合には、事業者が価格を不当に抑制することによる規制の潜脱

が行われるおそれがあることを踏まえれば、その潜脱を防止する観点か

ら、複数の価格を設定する場合であっても、対照価格が調達価格を下回ら

ないように見直すことが適当である。 

イ 上限額の見直し 

１．④の考え方で示したとおり、「通信料金と端末代金の完全分離」と

いう改正法の考え方を維持することが適当である。他方で、改正法施行時

と現在とではモバイル市場における状況が異なっていることを踏まえる

と、上限額の算出方法を踏襲しつつ、最新のデータ（改正法施行後の 2020

年度から 2022 年度までの３年間の平均値）を用いることが適当である。

この場合において、次の点を踏まえれば、今回算出した額に更なる考慮を

加えないことが適当である。 

・ MNO３社のARPUは現在減少傾向にあるものの、一部の事業者から

2022年途中より増加の兆しがある旨の報告があったこと、端末の平

均使用年数は長くなってきているものの、MNO３社のいわゆる「転売

ヤー」対策等による残債免除を含む端末購入プログラムの加入率の

上昇が見込まれることを踏まえれば、将来の値の変動の方向性を一

意に特定できないこと 

・ 改正法施行時と比較して事業者乗換えの障壁が大幅に低下してお

り、通信市場においては利用者がいつでも自由に自らのニーズに合

った事業者を選択できる環境が基本的に実現し、端末市場において

はSIMロックが原則解除されていること 

以上の考え方により平均的な利用者１人の通信料収入から得られるこ

とが期待される利益を算出すると、約 4.1万円（ARPUの３年平均（4,137

円）×営業利益率の３年平均（18.9％）×端末の３年平均使用年数 （53.2

月）＝41,597 円）となることから、上限額については、その算出した額

の内数である４万円とすることが適当である。 

なお、上限額の設定に当たっては、端末の価格帯等に応じた ARPUの違

いにより上限額を複数設定することも考えられるものの、端末の販売等

と通信契約が紐付いていることを前提とする考え方に基づき上限額を設

定することは適当ではないこと等を踏まえれば、上限額は一の額とする

ことが適当である。 
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このような見直しを図ったにもかかわらず、今後も過度の端末値引き

の誘引力に頼った競争慣行から脱却できない場合には、通信サービスと

端末の販売の在り方を含めた検討が必要である。 

(２) 上限２万円規制の例外規定の見直し 

上限２万円規制の例外として、不良在庫端末の特例、廉価端末の特例、

通信方式変更／周波数移行に対応するための端末の特例がある。 

ア 不良在庫端末の特例 

①  現状 

不良在庫端末の特例については、最終調達日を一定期間経過した端

末の販売を促進するための利益の提供を可能としたものである 76。 

具体的には、製造が中止されていない端末については、最終調達日か

ら 24か月経過した後は対照価格の半額まで、製造が中止された端末に

ついては最終調達日から 12か月経過した後は対照価格の半額まで、24

か月経過した後は対照価格の８割までの値引きが可能となっている。

また、この特例の適用を受けるためには、事前確認手続等を行う必要が

ある。 

② 意見 

○ 事業者等の意見 

・  IIJ、オプテージから説明のあった、「規制に伴う人的・時間的コ

ストの増大」や「機動的なマーケティング機会の喪失」等について、

現行の事業法第27条の３等の規律が、ガイドラインの規定含め複雑

かつ難解であり、また、各種運用に当たっても、事前に手続きを要

する運用（不良在庫の例外申請や調達価格の変更手続き等）が多く、

非常に規制コストがかかっていることが１つの要因であると考え

ている。 この点については、弊社も同様の課題認識を持っており、

まずは、規律の簡素化や、各種運用についても施行後の実績等を踏

まえて手続きを不要にする等（例えば、不良在庫の例外適用は、申

請による適用ではなく、今までの実績を踏まえ、端末の発売日から

一定期間経過をもって自動適用にする等）、規制コストを下げて持

                         
76 各種資料68 
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続可能な運用に見直していくことが必要であると考える。（後略）

（第38回会合終了後追加質問に対する回答：KDDI） 

②  考え方 

この特例については、一部の事業者からその手続の簡素化を求める

意見があったこと及びその手続の過程において手続違反となった事例

が存在しなかったことを踏まえれば、手続の簡素化を含めた制度の合

理化を図ることが適当である。 

イ 廉価端末の特例 

① 現状 

廉価端末の特例については、通信サービスと端末のセット販売を行

う際の利益の提供の上限額を２万円と定めたことに伴い、２万円まで

の端末については、対照価格以上の利益の提供を認めないこととした

ものである 77。 

② 考え方 

今般、通信サービスと端末のセット販売を行う際の利益の提供の上

限額を４万円と定めることにより、この特例の枠組み自体を変更する

必要性は認められないことから、新たな上限額（４万円）と同額までの

端末を廉価端末とすることが適当である。 

ウ 通信方式変更／周波数移行に対応するための端末の特例 

① 現状 

通信方式変更／周波数移行に対応するための端末の特例は、特定の

通信方式を用いた通信サービスの利用者が新たな通信方式に迅速に移

行してもらうため対照価格までの利益の提供を可能とするものである。 

② 考え方 

現在の端末市場において、MNO４社は低価格帯の端末を継続的に販売

しており、中古端末の販売台数の継続的な増加や販路の拡大により中

                         
77 各種資料69 
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古端末市場も拡大していることを踏まえると、利益の提供の上限額の

原則（新たな規律では４万円）の範囲内の利益の提供であっても、これ

が特定の通信方式を用いた通信サービスの利用者の迅速な移行に著し

い支障となるとは考えにくい。他方で、現在の端末市場において、高価

格帯の端末の販売割合が改正法施行時と比較して著しく高いことを踏

まえると、新たな通信方式への迅速な移行というこの特例の目的を超

えた利益の提供が行われるおそれが高まっている。 

こうした状況を踏まえれば、この特例については廃止することが適

当である。ただし、現在この特例を利用して３Ｇから４Ｇ又は５Ｇへの

移行を進めている事業者が存在する中でこの特例を廃止することは、

当該事業者に追加的な負担を生じさせ、かつ、利用者に無用の混乱を引

き起こすおそれもあることから、この移行については、経過措置として

存置することが適当である。 
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３．行き過ぎた囲い込みの禁止に係る規律の見直し 

○ 継続利用割引規制に係る規律の見直し 

① 現状 

行き過ぎた囲い込みの禁止については、期間拘束契約や高額な違約金等

により、事業者・料金プランの乗換え障壁を是正することを目指して導入さ

れたものである。 

行き過ぎた囲い込みの禁止の手法として、２年超の期間拘束契約の禁止、

1,000円超の違約金設定の禁止、１年当たり１月分を超える継続利用割引の

禁止等が定められた。これにより、事業者・料金プランの乗換え障壁は概ね

無くなってきたことで、利用者の自身のニーズに合った事業者・料金プラン

をいつでも自由に選択できる環境が基本的に実現したところである。 

他方で、一部の事業者から、継続利用割引について本来意図せぬ割引が含

まれており、規制の適正化を図るべき旨の意見があった。 

② 意見 

ア 構成員の意見（合同会合 78における消費者検討会の構成員の意見を含

む。） 

・ 継続利用割引のところで、前の議論の中では、なかなかその継続利

用割引というのは説明がつかないのではないかという御指摘もあっ

たと思うが、長く使っているのには使っているだけの理由もあるの

で、そこをいろいろ考えていただければいいのではないかと思う。 

・ 顧客の囲い込みではなく短期のホッピングを防ぐ期間拘束の設計

については、ありかなと思っている。要するに、端末代金を回線料金

で回収しようとするから駄目なのであって、そうでない、それができ

ないような限度であれば、ホッピングを防ぐための期間拘束はあり

なのではないかと思う。 

イ 事業者等の意見 

                         
78 本報告書で、「合同会合」とは、本ＷＧと「消費者保護ルールのあり方に関する検討会」

（以下「消費者検討会」という。）と合同で行った会合をいう。 
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・ 継続利用割引の規律は、長期利用割引といった行き過ぎた囲い込

みを本来防止するということが目的である。しかしながら、囲い込み

を意図しないものについても規制されてしまっているという問題が

ある。具体的には、旧プランから新プランに移行促進をするというも

のは、長期の囲い込みを目的とした施策ではないので、継続利用割引

の規律の適用から除外するといった検討が考えられないか。（第 37回

会合：KDDI） 

・ 期間契約の上限規定や、価格差、違約金、これらついては見直しは

不要と考えている。また、継続利用割引の上限１か月分の料金までと

いう規定についても、見直しは不要と考えているが、継続利用割引の

規律は、規律の趣旨にそぐわない過剰規制になっている部分がある

ので、そちらの見直しが必要と考えている。規律の趣旨は、「継続利

用することを条件に利益提供を行う」ということを示すと、その期間

内に利用者が事業者移行の意向を抑制してしまい、将来特典がもら

えるのだから事業者を移るのをやめようという力が働くため、この

特典の上限は規定するべきだということでこのルールが定められた

ものというふうに理解している。ある時点で将来の特典を示すケー

スは、将来特典がもらえるから携帯会社を移るのをやめようという

ふうに、確かに継続利用促進の効果があることから、規律の対象とな

ることについては理解できる。一方で、事前に特典は全く示されてお

らず、ある時点で結果的に継続利用していたユーザを対象に特典を

提供する施策については、継続利用をその間促している効果は全く

ないので、規律の対象外にすべきと考える。以前もこれについて要望

したが、その意図は、例えば、３Ｇのマイグレーション施策等にもこ

の規律が適用になってしまうので、提供する特典に上限が定められ

てしまうという現状を何とか変えたいという意図がある。（第 37 回

会合：ソフトバンク） 

・ 行き過ぎた囲い込みを防ぎつつも、利用者の流動化を図り競争促

進を促す新たな規律が必要ではないか考える。具体的には、長期利用

を志向する層の流動化を促すという観点から、継続利用に係る規律

の適用事業者は、利用者の数の割合が 10％以上の MNO のみとし、市

場シェアが低い事業者はこの規律の対象外とするという案を提案さ

せていただく。MNO３社の利用者は長期にわたり移行しない利用者が

非常に多いということや、利用者の理解醸成もなかなか十分ではな

いという中では、引き続き行き過ぎた囲い込みを防ぐということは
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必要なのだろうというふうに考えている。一方で、こういった長期利

用を志向される方々に向けたアピールとして、市場シェアが低い事

業者が契約を継続いただいたことに対して利益提供を行うことで、

市場の競争促進につながるという側面があるのではないかと考えて

いる。（第 37回会合：楽天モバイル） 

・ （継続利用に係る規律の適用事業者を利用者の数の割合が 10％以

上の MNO のみにする案について）2019 年の法律をつくった際に、原

則、通信と端末を分離するという前提で、規模の相応に小さいところ

は、規制等、コスト増に鑑みて除外するという趣旨でこのルールが入

ったものと理解している。それを改めて見直す状況にあるかという

点では、まだそのような状況にはないのではないと思っている。（第

37回会合：NTTドコモ） 

・ （継続利用に係る規律の適用事業者を利用者の数の割合が 10％以

上の MNOのみにする案について）この法改正の規律について、いわゆ

る事業者の大きさにつきましては、既にこの 0.7％以上のシェアとい

うのが一つルールとして示されている。また、楽天モバイルも既に

500万契約以上持たれているので、さすがにこれを規律対象外とする

のは、今回の法律の趣旨に鑑みると適切ではないと考える。（第 37回

会合：KDDI） 

・ （継続利用に係る規律の適用事業者を利用者の数の割合が 10％以

上の MNOのみにする案について）当初の状況と、これを見直すような

ことにはなっていないと思うので、現状のままで良いのではないか

と考える。（第 37回会合：ソフトバンク） 

・ ５Ｇの普及に取り組んでいかなければいけないということを考え

た場合に、例えば４Ｇから５Ｇの場合に限定して、端末と通信という

ものは基本セットにするという形で、それにプラスしてお客様還元

と投資促進とのバランスを取っていくために、５Ｇに移行する端末

を購入したお客様について、一定の期間の役務の利用を促すような

仕組みといったことも考えてもいいのではないか。（第 37 回会合：

KDDI） 

・ 継続利用に係る規律は、公正な競争環境の維持に必要であり、囲い

込みにつながる可能性があるものは継続して規制の対象とすべきと

考える。３Ｇ停波等のマイグレーション施策は規制の対象外とする

提案があったが、３Ｇの既存市場全体の契約数は 1,500 万件ほどあ
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り、この規模は、MVNO 全体の SIM カード型契約数とほぼ同等である

ということから、決して市場の競争に与える影響は少なくはなく、慎

重な検討が必要と考える。また、このようなマイグレーションの機会

というのは、高齢者の方をはじめ、頻繁に携帯事業者が変更すること

が少ないお客様において、数年に一度の契約見直しを検討する機会

でもあり、そのときに、既に契約している事業者のみが過度な割引等

を行うと、以降もその事業者との契約を継続するという可能性が高

まって、結果的に、行き過ぎた囲い込みにつながるのではないか。（第

38回会合：オプテージ） 

・ 行き過ぎた囲い込みの禁止に関わる法改正の効果と課題に関して、

中古端末市場への影響についてのアンケートを行った結果、法改正

を評価するとの回答は 58％となり、現行法の行き過ぎた囲い込みの

禁止について、維持すべきとの回答は 83％であった。囲い込み禁止

に係る法改正施行による中古端末市場への効果については、消費者

の選択の自由度が高まったことで端末の流動性も高まったと考えら

れる。現行法の行き過ぎた囲い込みの禁止については、利用者及び中

古端末の流動化のため、継続すべきと考える。なお、現行法の行き過

ぎた囲い込み禁止については、MVNO には、ある程度の自由度を持た

せるべきと考える。（第 38回会合：RMJ） 

・ 不当なスイッチングコストが政策的に排除されたことにより、ま

さに消費者が理性的な判断ができるということになれば、不当な囲

い込みが起こり得るということはないと考える。しかしながら、実際

の消費者の選択において、必ず全ての消費者が理性的な判断ができ

るのか、全ての情報を持って判断ができるのかについては、また別な

問題がある。MNO が１円で端末を販売するというビジネスモデルを、

1990 年代からずっと続けてこられて、そういった売り方が当然だと

いうふうに思っている消費者が非常に多く、また、消費者が、例えば

何かしら判断をしたいと思ったときに、具体的にどこに相談に行く

のかというと、やはり携帯電話のことについては携帯電話ショップ

に御相談に行く形になってくると、必ずしも理性的ではないことが

あり得るのではないかと思う。そういうことが、結果として MNOに有

利な囲い込みにつながっていくことはあるかと思っている。そうい

った状況の中、消費者がより理性的な判断によってスイッチングコ

ストが非常に低廉化した世界の中で、囲い込みを打破して、最もその

利用者にとってふさわしい、望ましいサービスを選択ができるよう
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に、MVNO 事業者として、これからも周知広報はもちろん、分かりや

すいプランを提供するなど、様々に努力をしていく必要があるので

はないかと考えている。（第 38回会合：MVNO 委員会） 

・ 転売ヤー対策として適切な期間拘束期間について協会の中でも話

し合っているところ。期間的には６か月や長くても 12か月以内ぐら

いかと思う。アーリーアダプターが新しい技術を買いに行く手前の

ところで線を引きたいと考えているが、それでも６か月ぐらいなの

ではないと考えている。（第 39回会合：全携協） 

・ 利用者のキャリア選択の自由度が増したことや、事業者間の競争

が活発化したことは評価できるが、スイッチングコストが低廉化し

たことにより、過剰なポートイン獲得競争が常態化している。このた

め、機種変更を含めた長期利用ユーザの利用特典を一部認める等の

措置の検討が必要。（第 40回、第 41回会合：販売代理店） 

③ 考え方 

継続利用割引については、契約時点において将来の継続利用に応じた割

引（例えば、契約時点において約した、２年間継続利用した場合の２年後の

通信料金割引）を行うことを約することが長期にわたって利用者を拘束す

ることになり得ることから規律対象としたものである。 

しかし、現行制度において「契約を一定期間継続していたことに応じて利

用者に対して行われる」利益の提供を規律対象としたことにより、次の場合

も継続利用割引に該当することになっている。 

ⅰ）契約時点において将来の継続利用に応じた割引を行うことを約して

いない場合（例えば、３Ｇから４Ｇ又は５Ｇへの移行を行う際、３Ｇ利

用者に対してキャンペーン割引を行う場合や既に新規受付を終了して

いる自社プランからの移行者に限定した割引を行う場合） 

ⅱ）料金割引が適用されることの判定に一定期間を要する場合（例えば、

月末に申込みのあった利用者に対する割引の適用有無をシステム都合

により翌月の初日に処理を行う場合） 

このⅰ）・ⅱ）の場合については、通常、長期にわたって利用者を拘束す

る行為とまでは言えないことから、継続利用割引の規律対象としては、契約

時点において将来の継続利用に応じた割引を行うことを約することで、長

期（例えば６か月を超える期間）にわたって利用者を拘束するものに限定す
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ることが適当である。 

また、現行制度では、継続利用に応じた高額の利益の提供であっても通信

料金割引以外の利益の提供については認められているが、制度趣旨を踏ま

えれば、こうした利益の提供については認めないことが適当である。 
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４．指定事業者の範囲に係る規律の見直し 

① 現状 

事業法第27条の３の規律対象となる事業者は、MNO４社及びその特定関係

法人並びに特定のMVNO（独立系MVNOであって、移動電気通信役務の利用者の

総数に占めるその提供する移動電気通信役務の利用者の数の割合が千分の

七以上のものに限る。以下同じ。）となっており、現在32者が告示により指

定されている。 

これは、事業者間の適正な競争関係に及ぼす影響が少なくない事業者を

規律の対象とする趣旨であり、MNO４社は周波数の割当てを受けて自らネッ

トワークを運用する事業者であり、競争への影響が少ないとは考えられな

いこと、その特定関係法人はMNO４社における潜脱を防止する必要性から競

争への影響が少ないとは考えられないこと、特定のMVNOは利用者の数が100

万を超える事業者であり競争への影響が少ないとは言えないことから、そ

れぞれ指定しているものである。 

改正法施行から３年を経過した現時点において、一部の事業者から、MNO

と比較して事業規模の小さい独立系MVNOにとっては規律の遵守コストが大

きいこと、改正法施行時と比較してMVNOの競争力が低下していることを踏

まえ、指定事業者の範囲を見直して欲しい旨の意見があった。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 議論になっている市場シェアはあくまで競争状況を判断するため

のスクリーニングの役割を果たすが、市場シェアのみをもって競争

状況を判断する理論的根拠は乏しいと思われる。 

・ 一定の影響力を行使し得るかどうかの判断については、市場シェ

アはそれなりの意味があると思うが、利用者数の割合３％というIIJ

からの見直し案の背景として、MNO第４位の契約規模も１つの判断基

準に入っているという説明があった。クープマンの目標値を捉える

のであれば、もう一つ上の市場存在シェアの6.8％を判断基準に取る

ほうが、MVNOにとってのシェアの規律としてはしっくりくるような

気がする。MVNOのシェアを判断するときに、MNO第４位の契約規模を

想定することに意味があるのだろうかという疑問があったが、この
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数値は、MNO４社について規制を緩めるという見直し案にはつながら

ないこと、そして、MNO第４位の現在の契約規模がMVNOにとっても１

つのベンチマークになり得るのだということはよく理解できた。 

・ 利用者の数の割合として施行規則等で0.7％という形で示されて

いるが、法文上でも利用者の数の割合が電気通信事業者間の適正な

競争関係に及ぼす影響が少ないものとして総務省令で定める割合を

超えないものを除くというふうに定められている。この場合、その数

と適正な競争関係との因果関係も問題になってくると思うので、総

務省でも、この0.7％の市場の競争へのインパクトをどういうふうに

捉えて、今の状況をどういうふうに理解するのかというような点も、

このパーセンテージを変更する、しないに関係なく、３年目の検証と

いうことで確認すべき場面ではないか。 

イ 事業者等の意見 

・ 施行時には、事業者規模に関わらず一定量の利用者数を保有する

事業者として私どもも指定を受ける立場となり、競争環境の適正化

に寄与できると考えていた。また、施行後から現在まで、規律の遵守

を徹底することで競争環境の適正化に向けて努力してきた。しかし

ながら、2019年10月の事業法改正以降、規律の遵守状況を見ると、規

律違反による行政指導の多くはMNOで発生していると認識している。

MNOと比較して、規模の小さい当社のような事業者では、規制に伴う

人的コスト、時間的コストが非常に高く、大きな負担になっている。

また、機動的なマーケティングを実施していくための機会損失とい

うのも起きている状況にある。このような状況を踏まえると、事業法

改正以降の市場の状況、MVNOの規律遵守に向けた対応評価、MVNOにお

いては規制がもたらす市場の効果、事業者に関わる費用、この効果と

費用のバランスが合っているかどうかを見直すべきではないか。そ

のバランスを鑑みると、禁止行為規制の対象となるMVNOの利用者数

の割合を引上げる見直しをする必要があるのではないかと考えてい

る。また、見直しによる規制コストが軽減されることで、次世代の新

しいネットワークサービスの提供に向けて尽力し、新時代における

モバイル市場の競争促進・活性化の一役を担っていくMVNOを目指し

ていきたいと考えている。 

 規律対象事業者の見直し案として、MNO及びMNOの特定関係法人に

おいては、競争への影響が大きいため、引き続き禁止行為規制の対象

事業者とすることを考えている。MVNOについては、規制コストを鑑み、
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モバイル市場の競争をより一層活性化させるため、利用者の割合の

３％を超えるものを対象にしてはどうか。３％の考え方については、

MNO第４位の回線事業者の規模が500万というところであり、十分に

非常に市場の中で大きな脅威になっているというふうにも見ている

ので、市場シェア理論としてクープマンの目標値では、2.8％で橋頭

堡なシェアというところを１つのボーダーラインとして考えた。ま

た、競業他社の競争相手にはならないものの、市場参戦の足がかりを

得た状況にとどまるという状態というところになるので、将来的に

利用回線数の増加したMVNOが生まれた際には、規律対象にできるよ

うにもちろんしておくべきであるし、規制コストを鑑みても、競争の

影響が少なくない存在として今後も考えていくべき。（第38回会合：

IIJ） 

・ 事業法第27条の３の規律の指定事業者は、MNOとその特定関係法人

に加えて、事業者間の競争に及ぼす影響という観点から、シェアが

0.7％以上のMVNOも対象になっていると認識している。なお、この考

え方については、事業法改正当時のパブコメにおいて、総務省より、

モバイル市場の競争状況等に変化がある場合には必要に応じて見直

しを検討することが適当との考え方が示されていたと認識している。

この点、2019年頃の事業法改正当時と比較しても、モバイル市場は大

きく変化していると考える。 

 2019年頃は、MVNOも順調に成長していた状況だったが、2020年末か

ら2021年春頃にかけて、サブブランドの値下げ、オンライン専用プラ

ンの登場等によって、現在はMVNOのシェアは伸び悩み、減少傾向とな

っている。このシェアの推移からも分かるように、事業法改正当時と

比較すると、MVNOの競争力、競争に及ぼす影響は低減していると想定

している。弊社サービスであるmineoにおいて、サブブランドやオン

ライン専用プランに対抗するため、新料金プランの開始等取組を行

っているが、契約数としては伸び悩んでいる状況であり、サブブラン

ドを中心とするMNOへの流出も高い割合で継続している状況である。 

 MNOとMVNO間では、そもそも事業構造に起因する競争力の差という

ものもあるのではないかと思っている。事業法改正当時は、MVNOは料

金面で優位性があり、成長できていたと考えるが、サブブランドの値

下げ、オンライン専用プランの登場以降、料金が近接して、その優位

性が失われてきている状況である。この料金の近接については、接続

料の算定等に関する研究会にて検証を進めていただいているが、料

金以外の観点においても、MNOから設備をお借りしている立場である
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MVNOは、冗長設備等の設備利用の柔軟性や可用性が低い、あるいは

MNOよりサービス提供時期が遅くなることが多いといった、事業構造

に起因する差が存在していると認識している。さらに、今後発展が期

待されている5GSAにおいても、既にMNOはサービスを開始している中、

MVNOによるMNOと同等の自由度を持ったサービスの実現については、

現在、MNOと協議中の状況ということで、実現時期がまだ不透明であ

るということから、競争力の差はまだ広がるおそれもあると考えら

れる。 

 これまでの内容を踏まえ、事業法第27条の３の指定事業者の考え

方の見直しに関し、市場の変化、事業構造に起因するMNOとの差が存

在する中、今後のモバイル市場の発展につなげていくためにMVNOが

競争の軸として役割を果たしていくということが重要だと考えてお

り、MVNOとMNOが対等に競争できる環境のためには、これらの競争力

の差を縮める施策が必要ではないかと考えている。この点、事業法第

27条の３は、MVNOが創意工夫や、あるいは独自性のあるサービスを創

出することにおいても一定の制限をかけている面もあり、規律遵守

のために適合しているか等、検証に相当なマンパワーや時間を要す

るなど、迅速なサービス展開にも影響を及ぼしている状況となって

いる。そのため、現状の事業者間競争に及ぼすMVNOの影響力等を踏ま

えまして、現在の基準であるシェア0.7％の見直しをお願いできない

かと考えている。 

 具体的な基準値として、例えば、経営学等で用いられているクープ

マンの目標値が１つの指標にはなるのではないかと考えている。な

お、この指標に照らした場合、市場で存在が認知されるシェアと定義

されている6.8％に対して、現在の基準値は10分の１の水準となって

おり、一般的な指標と比べて相当程度低い基準値になっているので

はないか。（第38回会合：オプテージ） 

・ 第４位のMNOの存在ということで、楽天モバイルの500万という規

模を挙げたのは、非常に定性的な部分も含むが、業界内的に、大体400

万から500万ぐらいにかなり大きなボーダーラインが存在している

と考えており、そのラインに到達した時点で次の新しい市場シェア

の中でどういう戦略を取っていくべきなのか我々MVNOもその規模に

なったときに考えなくてはならない。そのようなことも踏まえて、

2.8％のライン、約３％のラインをボーダーラインとすべきと考えた。

（第38回会合：IIJ） 
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・ 利用者の数が100万を超える電気通信事業者は、競争への影響が少

ないとは考えられないため、2019年改正当初の割合換算で0.7％と設

定されたものと承知している。この規律については、法改正の趣旨及

びモバイル市場の動向を鑑みても、当初定められた基準から見直す

べき状況にないと考える。仮に変更する場合は、直近の移動電気通信

契約の利用者数を反映した割合へ変更することが適当と考える。（第

38回会合終了後追加質問に対する回答：NTTドコモ） 

・ IIJ、オプテージから説明のあった、「規制に伴う人的・時間的コス

トの増大」や「機動的なマーケティング機会の喪失」等について、現

行の事業法第27条の３等の規律が、ガイドラインの規定含め複雑か

つ難解であり、また、各種運用に当たっても、事前に手続きを要する

運用（不良在庫の例外申請や調達価格の変更手続き等）が多く、非常

に規制コストがかかっていることが１つの要因であると考えている。 

この点については、弊社も同様の課題認識を持っており、まずは、規

律の簡素化や、各種運用についても施行後の実績等を踏まえて手続

きを不要にする等（例えば、不良在庫の例外適用は、申請による適用

ではなく、今までの実績を踏まえ、端末の発売日から一定期間経過を

もって自動適用にする等）、規制コストを下げて持続可能な運用に見

直していくことが必要であると考える。 

 したがって、今回のIIJ、オプテージの説明を聞く限りでは、シェ

アの基準を見直すのではなく、上述の規制の簡素化等で改善できる

内容であると考える。なお、現行のシェア0.7％超（100万契約相当）

の基準については、電気通信事業者間の適正な競争関係に及ぼす影

響が少ないものを除く趣旨で設けられているが、特段基準を変更す

べき事由は生じていないと考える。（第38回会合終了後追加質問に対

する回答：KDDI） 

・ 本条項の立法趣旨（消費者保護観点を含む市場の健全化）を鑑みれ

ば、本来、事業規模によらず対象サービスを提供している事業者全て

に適用されることが原則と考える。現行の基準（0.7％）については、

事業法改正当時、利用者の数が100万（割合換算で約0.7％）に満たな

いMVNOに一定の配慮を行ったものだと理解しているが、現行基準を

見直すような市場環境の変化は起こっていないと思われるため、見

直しの必要性はないと考える。（第38回会合終了後追加質問に対する

回答：ソフトバンク） 

・ 事業法第27条の３の規定は、モバイル市場における事業者間の競
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争環境への影響を考慮し、全てのMNO及び移動電気通信役務の利用者

の数の割合が0.7％を超えるMVNOに適用されている。MVNOに係る基準

が0.7%とされたのは、事業法第27条の３の規律の導入を検討してい

た当時、利用者の数が100万（市場シェア0.7%）を超える事業者は競

争に少なからぬ影響力を持つと考察されたことによるものと認識し

ている。「クープマン目標値」（アメリカの数学者Ｂ.Ｏ.クープマンが

「ランチェスター戦略モデル式」を参考に導出した、市場シェアに関

する目標値）によると、シェア３%弱でも「競合他社の競争相手には

ならない」とされており、シェア0.7％では市場参入への足がかりす

ら得られていない状況にあると言える。シェア７%弱で「市場におい

てようやく存在が許される、最低レベルの位置づけ」とされていると

ころ、競争環境への影響についてはこうした考察を根拠に検討され

るべきと考える。現行のモバイル市場においてはシェア0.7％では大

きな影響力を持つとは考えにくく、こうしたことから、当社は、事業

法第27条の３の適用対象となる基準を、現行の0.7％から７%程度ま

で引き上げるべきと考えます。その上で、MVNOと同様に、当該基準に

満たない新規参入のMNOを同条の規定の適用対象外とするべきと考

える。（第38回会合終了後追加質問に対する回答：楽天モバイル） 

③  考え方 

MNOとMVNOとの契約者シェアについては、改正法施行の前後で比較すると、

施行前はMVNOのシェアが年1.2％の伸びを見せていたが、施行後はほぼ横ば

いとなっており、施行前の勢いはなくなっている。また、MNOの新料金プラ

ンの導入により、MVNOにおける従前の価格優位性が低下している。これらを

踏まえれば、改正法施行時と比較してMVNOのMNOに対する相対的な競争力は

低下していると考えられる。 

このような状況を踏まえれば、通信市場における現時点での競争状況に

おいては、MVNOの競争への影響は少ないと考えられることから、MVNOにおけ

る指定事業者の範囲を見直すことが適当である。この場合において、2022年

７月の楽天モバイルの料金プラン改定が他の事業者の事業戦略に一定の影

響を与えたことを踏まえれば、MVNOであっても、その改定当時の楽天モバイ

ルの契約者数（約500万人）程度の契約者を有する場合は、事業者間の適正

な競争関係に及ぼす影響が少なくないとも考えられることから、MVNOの指

定対象範囲を４％（約500万人相当）とすることが適当である。 

ただし、MNOの特定関係法人であるMVNOについては、潜脱の防止の必要性
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に変化はないことから、引き続き指定対象とすることが適当である。 
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５．その他見直しが必要な事項 

(１) サービス利用意思を伴わない乗換えの抑止 

① 現状 

MNO３社及びその販売代理店においては、MNPによる新規契約者に対し、そ

れ以外の方法による新規契約者に比べて高額な利益の提供を提示する等有

利な条件を提示することが行われている。 

その結果、専らMNPを行うことを目的としたサービス利用意思を伴わない

乗換え行為（以下「「踏み台」行為」という。）が発生している。 

② 意見 

○ 事業者等の意見 

・ 実態として、新規とプラン変更、既存ユーザのお客様両方を対象に

した割引施策、いわゆる白ロム単体販売みたいなことが行われた場

合はガイドライン規律対象外となる。MVNOの視点で見ると、スイッチ

ングコストが非常に低下しているので、例えば、あるMNOに行って、

その端末を安く買いたいというふうに思った場合には、一旦MVNOに

MNPで出てきて、これを短期解約して、結局またMNOに戻るとか、こう

いった手だてができてしまっているという状況、これは結果的に囲

い込みになっているのではないかと考える。（第38回会合：IIJ） 

・ 今、キャリアショップを運営する販売代理店は、出張販売等の業務

が増えたことで、スタッフが疲弊しており、離職率も高まっているよ

うな状況である。そこで、総務省というよりもキャリアへの検討のお

願いになるが、アフターフォロー拠点である店舗の存続に関わる指

標の配点については、新規より機種変更を同等以上にしていただき、

既存のユーザを大事にしていくというような思想を持った配点を考

えていただきたい。お客様の意思をねじ曲げるMNP誘導を早期に是正

して、機種変更のお客様をないがしろにしないような正しい市場を

目指していきたいと思う。（第39回会合：全携協） 

・ 当社では転売ヤーや他社MNPの踏み台等により、サービス利用を全

く伴わない短期解約が多発している。当社は、申込み時の各種費用を

いただかないこともあり、見過ごせない状況となっている。これは、
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ポートイン重視の店舗評価指標が、当社や他事業者を踏み台とした

MNP転出を助長していると考えている。ポートイン重視の店舗指標を

設定する事業者においては、そういったことが発生しないよう改善

を強くこの場も含めてお願いさせていただきたい。（第42回会合：楽

天モバイル） 

・ 当社においてMNPの踏み台となるような短期解約した契約は2022

年度ほどではないが、依然、一定水準で推移をしている状況である。

これによって事業の妨げとなるような不要な業務コストが発生して

いる状況であるとの認識している。主な要因は、MNOによる端末の過

度な安価販売等と認識しており、この課題の解決のため、事業法第27

条の３の規律の遵守の徹底及び見直しを実施していただくとともに、

総務省と公正取引委員会が引き続き連携しながら、MNPの踏み台の解

消に向けた取組をお願いしたいと考えている。（第42回会合：IIJ） 

・ 短期解約が大幅に増加しているという課題に対する受け止めとし

ては、転売ヤーが利益を得られる仕組みをそもそもMNOが提供してい

ることが根本の原因であるため、それを生み出すような廉価販売を

禁止すべきではないかといったような意見がある。（第42回会合：

MVNO委員会） 

③ 考え方 

「踏み台」行為が行われた事業者にとっては、通常の申込みと「踏み台」

行為による申込みを申込み時点で判別することは困難である。こうした状

況の中では、「踏み台」行為が行われた事業者としては、「踏み台」行為を排

除するためには、何らかの事業者・料金プランの乗換え障壁を設ける方法に

よらざるを得ない。 

しかし、この方法は、乗換え障壁の低減を目指してきたこれまでの考え方

に反するものであり、行き過ぎた囲い込みの禁止を継続していく観点から

望ましい方向とは言えない。 

また、「踏み台」行為が発生する主たる原因がMNPによる新規加入の優遇で

あることを踏まえれば、基本的には原因者側においてこれを防止するため

の措置を講ずる必要があるとも考えられる。 

以上を踏まえると、他の事業者において事業の妨げとなっている事実が

判明したにもかかわらず、他の事業者への「踏み台」行為を防ぐための適切
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な措置（例えば、転入元事業者での契約期間が短期である新規加入者には利

益の提供を行わないこと）を講ずることなくMNPによる新規加入を優遇する

ことは業務改善命令（事業法第29条第１項第12号）の対象となり得ることを

ガイドラインにおいて明確化することが適当である。 

(２) 販売代理店によるSIMのみ新規契約における利益の提供 

① 現状 

販売代理店において、端末の販売を伴わない新規契約（以下「SIMのみ新

規契約」という。）を条件とするキャッシュバックが行われており、これが

事業法第27条の３の規制の潜脱になり得る利益の提供となっている旨の指

摘が一部の事業者等からあった。 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ ここ最近、キャリアによる利益提供及び代理店による利益提供が

増えており、特にSIMのみ新規契約でのキャッシュバックやポイント

バックが増加していると聞いている。キャリアによるその利益提供

は上限が２万円であるが、そこに代理店が上乗せする部分について

は規律がないので、３万円以上の利益提供も行われていて、各MNO１

名義で５回線まで契約できるため、そこに携帯乞食や業者が目を付

けて、MVNO回線等のMNP弾からポートインをして、SIMのみの新規契約

キャッシュバックをせしめているということが多発しているようだ。

代理店の中には、高いポートイン目標を達成するために、出張販売等

で彼らを利用しているというところもあるらしく、新たな不健全な

販売が今足元で増加しているようなので、ここら辺も数字をしっか

り見ていきたい。 

・ 最近周りで、もう１回線SIMを買ったらもう少しお値引きできます

よという提案をすごくよく聞くようになった。消費生活相談では、新

規契約のトラブルは収まってきたが、その分目立つようになったの

が解約忘れに関するトラブルである。解約忘れというのは、消費者の

責任と言われがちだが、使わないけれども１か月たったら解約しな

さいというような条件で買うSIMカードというのは、解約忘れのトラ

ブルにつながるのではないのかという危惧をしている。また、こうい

う提案をするとき、必ずショップの方は、ブラックリストに入るかも
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しれないと言うといったことも複数聞いており、TCAの不払いリスト

とは違う何か別のブラックリストがあるかのような発言を結構して

いるようだ。 

・ キャリアと代理店合わせて２万円とすることに賛同する。これで、

今、転売よりも主流となっている、いわゆるルフィ型の手配師による

副業小遣い稼ぎの闇バイトは割に合わなくなるので、相当数撲滅で

きると思う。一方で、端末単体値引きとSIMのみ新規契約キャッシュ

バックを組み合わせた潜脱行為を防止する必要があると指摘したい。

これが今回の抜け穴になる可能性がある。例えば、数字が欲しい代理

店が手配師と組んで、端末単体購入で３万円引く代わりに、後日SIM

のみ新規契約あるいはMNP回線契約してキャッシュバックするとい

う合わせ技の手口が考えられるため、キャリアがしっかりと監視す

る必要があるし、総務省も覆面調査等でチェックしなきゃいけない

と思う。今回、このSIMのみ新規契約キャッシュバックの規制は、あ

くまでも事業法第27条の４の指導等措置義務の中でキャリアが代理

店を監督するという形であるが、それでも今、私がお話ししたような

行為、事業法第27条の３の潜脱行為が行われるような場合は、３年待

たずとも適宜適切に事業法改正を含めた新たな規律の導入を図るこ

とが適当と考える。 

イ 事業者等の意見 

・ 端末購入を伴わないSIMのみ新規契約時の特典提供については、現

状の上限２万円というルールのままで問題ないのではないかと考え

ている。回線契約と端末購入のセットの場合は、事業者と代理店とを

合わせた、お客様への合計の利益提供の上限が２万円までとなって

いる。一方で、SIMのみ契約の場合は、事業者からユーザへの利益提

供と、事業者から代理店への利益提供の合計が２万円というふうに

定められているが、代理店からユーザへの利益提供には規制がない

ので、ここが抜け道となる懸念がある。また、一部では実際にそうい

った例があるという指摘もいただいている。したがって、SIMのみ契

約でも端末セットの購入でも同じように、ユーザへの合計の利益提

供額が上限２万円というルールがよいのではないか。（第37回会合：

ソフトバンク） 

・ SIMのみ新規契約に関する代理店が行う利益提供への規律の導入

について、そういった措置が図られることについて、当社として特段
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問題があるものではないと考えている。（第37回会合：NTTドコモ） 

・ SIMのみ新規契約の課題はまさにそのとおりだと思っているので、

やり方として、事業者一律でソフトバンクが提案されたような方法

で規律するというところはあるかと思う。（第37回会合：KDDI） 

・ SIMのみ新規契約に関する代理店からの利益提供に関する規律に

ついて、当社としても異論はなく、ルールとして定めていただくこと

は問題ないと考えている。（第37回会合：楽天モバイル） 

・ SIMのみ新規契約のキャッシュバック問題が、最近特に大きくなっ

てきていると理解している。したがって、代理店にも２万円規制をか

けるべきだという意見について、我々はこれに同意したいと考えて

いる。（第39回会合：全携協） 

③ 考え方 

現行制度上、SIMのみ新規契約に伴うものであっても、事業者が行う利用

者への利益の提供額と事業者から販売代理店への奨励金の額の合計が利益

の提供額の上限（２万円）を超えるものは、事業法第27条の３の潜脱行為と

して、業務改善命令（事業法第29条第１項第12号）の対象となり得るとされ

ているが、同号に係る規定は事業者を対象としていることから、販売代理店

が独自に利用者への利益の提供を行う場合は販売代理店を当該規定に基づ

く業務改善命令の対象とできない。 

しかし、事業法第27条の３の潜脱行為は、主体によって潜脱の有無が変化

するものではないことに鑑みれば、潜脱行為となる行為は等しく規律され

るべきである。他方で、当該利益の提供に関する扱いについては、これまで

ガイドライン上明確になっていなかった。 

今般、販売代理店が当該利益の提供を行う場合の扱いを明確にする必要

が生じたことを踏まえ、販売代理店による事業法第27条の３の潜脱行為が

行われないよう、これを防止するための実効的な措置を事業者が講ずるこ

とも事業法第27条の４の販売代理店に対する指導監督義務に含まれること

について、ガイドラインにおいて明確化することが適当である。 

この場合において、事業法第27条の３においては、廉価端末の場合にはそ

の端末の価格以上の利益の提供が禁止されていることに鑑みれば、SIMのみ

新規契約において、仮に同時に端末を購入することした場合に購入可能な

端末（自社が販売する端末のうち最も安価なもの）の売価を超えた利益の提
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供をした場合は、同条の潜脱行為となるおそれがあると言える。 

この際、事業者ごとに異なる利益の提供額をもって潜脱行為の判断をす

ることも考えられるものの、効果的に規律を執行する観点からは、その判断

基準は一律であることが望ましい。以上を踏まえ、MNO３社が販売する最も

安価な端末79の売価（NTTドコモ：12,960円、KDDI：20,000円、ソフトバンク：

16,364円）のいずれも超える利益の提供（２万円を超える利益の提供）につ

いて、潜脱行為となる蓋然性が相対的に高い行為としてガイドライン上明

確化することが適当である。 

なお、こうした措置にもかかわらず販売代理店による事業法第27条の３

の潜脱行為が発生し続ける場合は、事業法の改正を含めた新たな規律の導

入を図ることが適当である。 

(３) その他規律の運用に係る見直し 

① 意見 

ア 構成員の意見 

  これまでは白ロム割で型落ち端末は値下げできたが、白ロム割を

含め端末の割引上限を一定の金額に設定すると、後継機種が発売さ

れて型落ちになった端末がそれ以上値引けなくなる。つまり、型落ち

端末の在庫をさばけなくなるという懸念がある。そこで、例えば割引

の基点となる対照価格を端末の最終調達価格にするといった見直し

が、併せて検討が必要になるのではないか。 

・ 端末購入プログラムについて、白ロム割含めて端末値引き上限が

４万円となるならば、端末購入プログラムも２年後の想定買取り価

格を超える分については４万円に含まれるようになる。つまり、改正

法施行直後、白ロム割がなかった時代に戻って機種別に残価を設定

するということになる。ただ、このルールの運用は、総務省、キャリ

ア双方に一定の稼働コストがかかるということもあるので、例えば

残価を一律に設定するといった考え方もあろうかと思う。今後、ガイ

ドライン等の改正に当たり、ぜひ御検討いただきたいと思う。 

イ 事業者等の意見 

                         
79 各社オンラインショップで販売されている端末。 
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・ 通信モジュールは、基本的には事業法第27条の３の規律の対象外

となっており、このモジュールというものは特定の利用目的、センタ

ー通信のように限られていることを想定されている。そのため、一般

のインターネットにつながるような、例えば車のモジュール、最近の

コネクテッドカーのようなものはWi-Fiを通じてテザリングが可能

になっているような場合は、通信モジュールに該当しないことにな

る。そうすると、モバイルルータと同じとように扱われ、規律対象に

なってしまうのだが、さすがに車が巨大なスマホのデバイスと同じ

だというのは、やや現実離れしたルールの運用になってしまってい

るので、ここは実態を見据えて、ルールの見直しをしていただく必要

があるのではないかと考えている。（第37回会合：KDDI） 

② 考え方 

２.から４.までの見直しに伴う運用等については、端末購入プログラム

に係る手続の簡素化を含めた合理化や調達価格の変更手続の柔軟化等必要

に応じて見直しを実施することが適当である。 
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６．今後の見直し 

改正法の施行状況を踏まえた今般の見直しを行うことで、改正法が目指した

市場環境となることを期待するものであるところ、こうした市場環境の実現が

達成されるかどうかを含め、今後の市場環境の動向を注視していく必要がある

ため、本ＷＧにおいてその動向を引き続き検証していくことが適当である。この

場合において、この見直しから少なくとも３年を経過するまでの間に、その施行

状況について検討し、更なる見直しの必要性について議論することが適当であ

る。 
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第４章 モバイル市場等に係る課題 

１．乗換えコストの更なる改善 

○ MNPワンストップ化の状況 

2006年から開始された携帯電話の番号ポータビリティ（MNP＝Mobile Number 

Portability）については、「スイッチング円滑化タスクフォース」報告書（2021

年５月公表）において、「今後２年以内を目途にワンストップ化が実施できる

よう、課題の解決に向けて取組むことが適当」とされた。これを踏まえ、MNO

４社、MVNO委員会及び総務省において、MNPワンストップ化に向けた具体的な

方向性について検討を行い、2023年５月24日にMNO及び一部のMVNOにおいて、

MNPワンストップが開始された。これに併せ、総務省において「携帯電話・PHS

の番号ポータビリティに関するガイドライン」を改正した。 

MNPワンストップの開始により、MNP手続における円滑化の促進が期待され

る一方、今後対応・検討を進めるべき課題が存在することから、利用者の更な

る利便性向上に向け、主に次表の課題について本ＷＧにおいて検討を進める

ことが適当である。なお、その検討に当たっては、利用者の目線に立ち、分か

りやすく、かつ、使いやすい制度となるよう留意する必要がある。 

【図表Ⅳ－１ MNPに関して今後対応・検討を進めるべき事項】 

課題 今後の対応・検討事項 

MNPワンストップの対応事業者が限られ

ている。 

MVNOが参入しやすくなる方策について継

続的に議論が必要。 

MNPワンストップはインターネットを利

用することを基本としているが、店頭や

電話でのMNP申込が現状でも一定以上の

割合を占めている。 

店頭や電話等において、①ワンストップ方

式での手続を希望する旨の相談を受けた

場合の対応や、②手続そのものが円滑に進

められるよう移転先における支援につい

て検討が必要。 

ガイドラインにおけるMNPの方式は、原則

としてワンストップ方式及びツーストッ

プ方式の併用又はワンストップ方式。 

将来的なワンストップ一本化も見据えた

検討が必要。また、そのために長期的な課

題の整理が必要。 

MNPが円滑にできないケース（家族割やイ

ンターネット回線とのセット割）が存在。 

実現の可否を検討するため、MNPが円滑に

できない個々のケースについて整理が必

要。 

夜間時間帯に行われた手続の完了は、即

時ではなく翌朝となる。 

24時間対応の実現には業務処理手順やシ

ステムの大幅な改修が必要になるため、長

期的に状況を注視していく必要。 
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○ 端末補償サービス 

報告書2020では、MNO４社が提供している端末補償サービス80について、①

加入を端末の購入時のみに限定していること、MNO３社が提供している端末補

償サービスについて②回線契約者のみを対象としていること、かつ、③回線契

約の継続を条件としていることが、乗換えの過度な制約になっている可能性

があることを提言した。 

加えて、報告書2021では、②と③の条件が実態として解消された場合には、

①の条件が残っていたとしても、事業者の乗換え時の制約は解消されると考

えられることについて提言した。 

これを受け、NTTドコモは2021年９月28日から、KDDIは2022年５月17日から、

ソフトバンク（ソフトバンク）は2021年７月14日から、端末補償サービスの提

供条件を変更し、②及び③の条件を撤廃している。 

また、報告書2022の公表時点においては②及び③の条件が残存していたソ

フトバンク（Y!mobile）の端末補償サービスについても、2023年２月１日から

提供条件を変更し、②及び③の条件を撤廃している。 

○ 他サービス（電気、保険、コンテンツ等）のセット販売による割引 

MNO４社は、携帯電話サービスと、電気、保険、コンテンツ等様々な他サー

ビスとセットで加入することにより、それぞれ単独で加入した場合と比較し

て、料金が割引となる特典等を提供している81。 

報告書2022では、総務省において、利用者の自由なサービス選択が阻害され

ないよう、セット販売による割引により行き過ぎた囲い込み効果を有するも

のがないか、引き続き状況を注視していく必要があると提言した。 

MNO４社が実施している他サービスのセット販売による割引について、明ら

かに行き過ぎた囲い込み効果を有すると考えられるものは確認されなかった

ものの、今後も総務省においてその状況を注視していくことが適当である。 

 

  

                         
80 各種資料71～75 
81 各種資料76～80 



114 

 

２．短期解約ブラックリスト 

① 現状 

MNOの販売代理店等において、消費者に対し、「短期（例：３か月以内、６

か月以内）解約」を行うと、ブラックリストに入る（その解約した事業者の

サービスを再度受けられなくなる）」旨の案内等が行われている、との相談

が総務省に寄せられている。 

具体的には、「携帯電話販売代理店に関する情報提供窓口」等に寄せられ

た情報82として、上記の案内等に係るものが17件、実際の役務提供拒否に係

るものが５件寄せられた。 

また、電気通信消費者相談センターに寄せられた苦情相談として、2022年

８月から12月までの間に、MNOによる短期解約を理由とする契約拒否に関す

るものは25件あった。 

【図表Ⅳ－２ 電気通信消費者相談センターに寄せられた「短期解約」に関する

苦情相談】 

出典：本ＷＧ（第43回）（2023年４月25日） 資料 

 

                         
82 2021年９月10日から2022年12月31日までの間に寄せられた情報 
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② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 短期解約した場合には、ブラックリストへ登録し再契約できない

説明を行う運用が行われているという話を消費生活相談の現場でも

耳にする。いわゆるブラックリストというのは、TCAの不払者情報の

交換、もしくは割賦で買ったとき信用情報機関のCICに載るというの

が普通のブラックリストだと思うが、それとは全く違う文脈で使わ

れている。 

・ 短期解約ブラックリストに関して、公正取引委員会との共同ガイ

ドラインで明確化するほか、例えば、消費者保護ルールに関するガイ

ドラインにおいても明確化することを検討していただければと思う。 

・ 短期解約のブラックリストが実質的な利用者の囲い込みという効

果の観点から、例えばこれが事業法第27条の２第１号の不実告知の

問題だけでなく、例えば、事業法第27条の３第２項第２号の契約解除

の不当な妨害といった観点も問題になり得るのではないかなと思っ

た。ただ、事業法第27条の３第２項第２号おいて想定されているのは、

違約金や継続利用割引といったものであるため、短期解約ブラック

リストという今回新たに出てきた問題については、まずはガイドラ

イン等での対応や事業法第27条の２という観点での対応が現時点で

は妥当であると考える。 

イ 事業者等の意見 

・ 短期解約した場合にはブラックリストへ登録し再契約できない説

明を行う運用が行われているとの声を一部の利用者から聞き及んで

おり、その場合は、実質的な利用者の囲い込みとなる。（第38回会合：

MVNO委員会提出資料） 

・ サービス利用意思を伴う手続きにおいて、短期解約のみを理由と

した役務提供拒否は行っていない。また、販売代理店のスタッフに対

し、短期解約をするとブラックリストに入るといった適切な案内を

行わないように、周知指導を徹底している。（第42回会合：NTTドコモ） 

・ 販売代理店に対して、継続利用を求めるような案内を指示してお

らず、そのような案内は認めていない。また、第39回会合を踏まえ、

改めて販売代理店に対して注意喚起を行った。（第42回会合：KDDI） 
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・ 不適切な案内が行われないように、販売代理店に対して注意喚起

を行っている。また、当社では、短期解約のブラックリストの運用は

全く行っていない。（第42回会合：ソフトバンク） 

・ 短期解約があったことのみを理由にお断りはしていない。（第42回

会合：楽天モバイル） 

③ 考え方 

MNO４社は、いずれも認定電気通信事業者であり、事業法第 121条第１項

の規定により、「正当な理由」がない限り、役務提供を拒否することができ

ないこととなっている。 

これについては、次の点により、利用者が「短期解約を行ったことがある」

という事実のみでは役務提供を拒否できる「正当な理由」には該当しないと

解することが総務省より示された。 

・ 改正法の施行以後、スイッチングコストが低減し、事業者変更が容易

になっている中で、サービスの利用意思がある者が「短期解約」を行う

ことは十分に考えられるため、単に「短期解約を行ったことがある」と

いう事実のみではサービスの利用意思がないとは言い切れない。 

・ MNO４社は、仮に利用者による「短期解約」が行われた場合でも、そ

の契約期間に応じた対価を得ることが可能であることから、「短期解約」

自体が事業者の利益を不当に害するとは言い切れない。 

このため、MNO４社において、「短期解約を行ったことがある」ことのみを

理由として役務提供拒否をすることは事業法第 121 条第１項に違反し、業

務改善命令の対象となり得るほか、MNO４社の販売代理店において、「短期解

約を行うと、ブラックリストに入る」等の案内等を行うことは、内容によっ

て事業法第 27条の２第１号で禁止されている不実告知にも該当する場合が

あり、この場合も業務改善命令の対象となり得る。したがって、MNO４社に

おいて、販売代理店がその不実告知を行わないよう、適切に指導監督を行う

必要がある。 

以上を踏まえ、総務省において、こうした運用についてガイドラインにお

いて明確化することが適当である。また、MNO４社の運用方針及びそれを踏

まえた販売代理店に対する指導監督の内容について、引き続き本ＷＧにお

いて確認する必要がある。 

なお、この考え方は、役務提供拒否（それに関する不実告知を含む。）以
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外の手法（利益の提供を１人１回に限ること等）によりいわゆる「転売ヤー」

対策やサービス利用意思を伴わない乗換え対策を行うことを妨げるもので

はない。 
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３．固定通信市場に係る課題 

（１）引込線転用による工事の削減 

① 検討課題等 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「NTT東日本・

西日本」という。）の加入光ファイバ83設備を利用してFTTHアクセスサービ

スを提供する接続事業者・光コラボ事業者84間で、利用者が事業者変更を行

う際、同じNTT東日本・西日本の設備を利用しているにもかかわらず、利用

者の住宅等への引込線の撤去工事が必要となっている。これを不要とする

ことを目的として、2020年３月以降、NTT東日本・西日本、接続事業者（KDDI、

ソニーネットワークコミュニケーションズ（2021年７月から参加））、光コラ

ボ事業者（NTTドコモ、ソフトバンク）間で協議85が進められてきた。 

本ＷＧとしては、固定通信分野におけるスイッチングコストの低減の観

点から、報告書2020において「早期に実現されるよう協議の状況を注視して

いくことが必要」と指摘して以降、当該事業者間協議の状況を注視してきて

おり、報告書2022において引込線転用スキームの対象とするスコープにつ

いて整理86する等の対応を行ってきたところである。  

本ＷＧの整理等を踏まえ事業者間協議が進められたところ、引込線転用

スキームに係る実現方式等について事業者間の合意が得られた旨、本ＷＧ

第45回（2023年５月）において報告があった。その際、全ての接続事業者・

                         
83 NTT東日本・西日本の局舎（通信用建物）から利用者の住宅等までの間の光ファイバ。NTT

東日本・西日本以外の事業者は、第一種指定電気通信設備（事業法第33条）として「接続」

により利用できる（接続事業者）ほか、NTT東日本・西日本の光サービス卸の一部として提

供を受けることもできる（光コラボ事業者）。なお、本報告書においては、報告書2022にお

ける整理を踏まえ、主に戸建住宅向けに提供される加入光ファイバの形態である「シェア

ドアクセス方式」を利用する接続事業者を検討の対象とする。 
84 NTT東日本・西日本が提供するFTTHアクセスサービス等の卸電気通信役務（光サービス卸）

の提供を受ける事業者 
85 第20回ＷＧ（2021年６月）において、検討を加速するため総務省も協議に介入すべきとの

指摘があったことを踏まえ、同月から総務省が事業者間協議にオブザーバーとして参加。 
86 「引込線転用のスコープを NTT 東日本・西日本以外の自己設置事業者（戸建住宅）や集

合住宅まで広げることについては、スイッチングコストの低下といったメリットよりも、

利用者利便の低下や設備競争の阻害等のデメリットの方が大きいと考えられる。したがっ

て、現在事業者間協議において検討が進められている引込線転用スキームについては、NTT 

東日本・西日本の設置する設備かつ戸建住宅のみをスコープとすることが適当」 
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光コラボ事業者が本スキームに参加しない場合、 

・ 関係事業者におけるシステム改修費等、本スキームの運用に要する

コストを勘案すると、本スキームの利用件数が低調となれば、コストメ

リットが得にくくなる87 

・ 本スキームの利用可否が事業者により異なることとなり、利用者へ

の分かりやすい説明が困難となる 

といった課題が事業者間協議において提起された旨についても併せて報告

があったことから、引込線転用スキームの運用開始に向けて、事業者間協議

に参加していなかった接続事業者・光コラボ事業者の参加の在り方等につ

いて議論した。 

 

【図表Ⅳ－３ 事業者間協議において合意した実現方式】 

 

出典：本ＷＧ第45回（2023年５月30日）資料 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 非常に長期の交渉については、関係事業者・総務省の尽力に感謝。

この取組については、利用者の利便性向上等の利用者利益が重要で

あるという観点から、ぜひ積極的に、卸先事業者に対して本スキーム

への参加を促していただきたい。その際、卸先事業者における諸事情

の加味についてもよろしくお願いしたい。 

・ 一歩進んだのは良かったが、全ての卸先事業者に参加していただ

                         
87 運用に要するコストについては事業者間で按分して負担することとなるが、当該コスト

を事業者ごとに利用件数で除することを考えると、引込線転用スキームの利用件数が低調

となった場合、引込線の新設工事費を上回ることも想定され得る。 
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くことが大切。NTT東日本・西日本としては光コラボ事業者に義務化

はできないということだったが、卸元事業者の責任として、光コラボ

事業者を助けていきながら、課題を解決できるよう努力をしていた

だきたい。 

・ （コンセント渡しとキャビネット渡しの扱いについて）事業者間で

合意が得られればどのような扱いとしても結構だが、コンセント渡

しは撤去の際に宅内工事が必要になるなど、撤去コストも非常に高

くつく設置形態であり、残置回線が多数残ってしまっていることの

理由の一つでもある可能性がある。ケーブルテレビ事業者では壁面

端子が責任分界点となっていることもあると聞いているが、転用時

に限らず、様々な場面でのコストを総合的に勘案して標準化をお考

えいただきたい。 

・ キャビネット渡し、コンセント渡しについては、標準化していくこ

とが利用者にとっても最終的には利益になると思うので、努力をし

ていただきたい。 

・ 屋内配線設備が自社設備となる場合の取扱いについては、少し早

いうちに一定の整理をして解決策を提示することも必要。総務省に

おいては、そのような検討が然るべき場でなされるようお願いした

い。 

③ 考え方 

光コラボ事業者の参加に向けては、利用者利便の観点から、全ての光コラ

ボ事業者が参加すべきであることを念頭に、速やかな対応を進めていく必

要がある。 

具体的には、事業規模・事業形態が区々であることを踏まえれば、光コラ

ボ事業者の団体 88において、様々な光コラボ事業者が本スキームに参加する

に当たっての課題等を整理しつつ、NTT東日本・西日本と当該団体で連携し

て課題の解決及び軽減を図っていくことが適当である。また、事業規模・事

業形態の観点でコスト面の障壁が低いと思われる事業者（大・中規模のＩＳ

Ｐ事業者、携帯電話事業者等）については、利用者利便の確保等から、速や

かに本スキームに参加することが適当である。  

                         
88 一般社団法人テレコムサービス協会ＦＶＮＯ委員会を想定する。 
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NTT東日本・西日本においては、必要に応じて総務省の協力も得つつ、光

コラボ事業者との本スキーム導入に係る協議（光コラボの契約に係る協議

を含む。）を進める等、光コラボ事業者の速やかな参画を図っていく必要が

あるが、その際、本スキームが光コラボ事業者において十分に活用されるよ

う、インセンティブ設計等の観点も含め、十分に活用されるよう配意するこ

とが適当である。 

接続事業者の参加に向けては、一部の接続事業者において、NTT東日本・

西日本等が原則として採用している「コンセント渡し」だけではなく「キャ

ビネット渡し」89の形態の引込線を利用しているところ、キャビネット渡し

の引込線を本スキームの対象とするためには、コンセント渡しとは異なり、

屋内配線設備が接続事業者の設置する設備であることを踏まえた整理が必

要となる 90。この点、今後新設する引込線については設備形態を統一する、

接続事業者の設置する設備の転用に係る課題についても整理を図る等、設

備競争が利用者の利益を阻害する結果とならないよう、関係事業者におい

て検討していくことが適当である。  

以上の取組、検討等の状況については、総務省において、本スキーム実現

以降の活用状況も含めて注視していき、必要に応じて制度的措置を検討す

ることが適当である。 

なお、当初の想定よりは時間を要した 91ものの、事業者間協議により本ス

キームが実現し、スイッチングコストの低減が図られることは望ましいこ

とであり、本ＷＧとしても歓迎するものである。その上で、今後、関係事業

者間で本スキームに係るシステムの仕様調整、改修等を速やかに進めてい

くとのことであるが、速やかな運用開始と円滑な運用に向けて、関係事業者

の更なる努力に期待したい。 

                         
89 NTT東日本・西日本が屋内配線設備まで引通で設置する「コンセント渡し」に対し、NTT東

日本・西日本において住宅壁面等のキャビネットまで引込線を設置した上で、接続事業者

において屋内配線設備を設置する形態を「キャビネット渡し」と呼称する。NTT東日本・西

日本の現行の接続約款にはいずれの形態のメニューも規定されているため、接続事業者及

びNTT東日本・西日本（利用部門）は、自ら引込線の設置形態を選択することができる。 
90 したがって、現時点においてはキャビネット渡しとコンセント渡しの間の転用は本スキ

ームの対象となっていない。 
91 本件に関し最初のヒアリングを行った第４回ＷＧにおいては、KDDIより「2021年度早期の

導入を目指し協議中」との説明があった。また、ＮＴＴ東日本・西日本における想定とし

て、2025年２月頃の運用開始を目途としている旨の報告があった。 
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（２）固定通信市場におけるキャッシュバック・セット割引による不当競争の

検証 

① 検討課題等 

固定通信市場の契約数の約８割を占める92FTTHアクセスサービスについ

ては、多くの事業者がキャッシュバックの提供やモバイル契約とのセット

割引を実施することにより顧客獲得を図っているという状況があり、特に

MNO３社が行うキャッシュバックやセット割引については、他の事業者から、

財務余力の観点等でMNOと同水準のキャッシュバックやセット割引を提供

することは困難である等の指摘がなされている。 

こうした状況を踏まえ、本ＷＧとしては、MNOの提供するキャッシュバッ

クやセット割引が固定通信市場の競争環境を不当に歪めることにならない

かという観点で、それらの影響について検証を行っている。前回の検証（第

30回（2022年５月））では、NTTドコモ及びソフトバンクにおいて原価等が

収入を上回る結果となったものの、直ちに不当競争を引き起こす状況にあ

るとまでは認められないとした上で、セット割引の扱い等を中心に検証条

件を精緻化して継続的に検証を行うことが適当であると提言した。 

今般、総務省において両社に行った報告徴収93の結果等を踏まえて検証条

件について整理した上で、両社のキャッシュバックやセット割引の検証を

改めて行った。また、検証の結果を踏まえ、キャッシュバックやセット割引

に対する今後の対応の在り方について議論を行った。  

  

                         
92 報告規則に基づく報告による。 
93 2023年３月23日に発出し、2021年度末時点の状況について両社に報告を求めたもの。 
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【図表Ⅳ－４ 検証方法】 

 

出典：本ＷＧ（第45回）（2023年５月30日）資料 

② 意見 

ア 構成員の意見 

・ 報告徴収の結果、検証方法の精緻化が図られることは望ましい。ま

た、各社の会計方法はそれぞれ相違しているものの、（処理の結果と

して得られている）按分比の１：２～３という数字については、実感

に合っているのではないか。 

・ （報告徴収の）結果を見ると、セット割引の値引き額の多くがモバ

イルサービスに按分されているということが言える。FTTHアクセス

サービスそのものの競争もさることながら、モバイル契約に与える

影響についても将来的に見極める必要があるのではないか。（今般、）

会計上の取扱いが明確になったことを受けて、引き続き確認してい

くことが必要ではないか。 

・ セット割引については、固定・モバイル双方でメリットがあるため、

その費用を按分するという基本的な考え方は理解できる。少し心配

なのは、メリットを超えたお金が動いていないかということについ

て、他のユーザからの補填の可能性もあるので、金額の全体像を含め

て、どこからどのようにお金が回っているか気になっている。 

・ 各社の按分方法に関する詳細が構成員限りとなっていると、公開

の場で議論できないので、少し困ったものである。また、（今回の検
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証の対象となっていない）KDDIにおける按分方法についても確認し

たい。 

・ 気をつけておかなければならないのは、固定とモバイル両方の検

証の関係性であり、今後更に重要になってくるので、検証の適正かつ

透明性のある運用が必要。今回、事業者から報告のあったデータに基

づいて会計上のお金の流れが分かったということだが、MVNOのモバ

イル市場における競争単位の位置付けも非常に重要であるので、固

定・モバイル双方の検証の適正な運用を今後も期待する。 

③ 考え方 

今般の検証においては、まず、セット割引に要する費用の扱いに関する

NTT ドコモ及びソフトバンクの会計処理上の考え方について報告を求めた

ところ、両社からの報告によれば、企業会計基準（第 29号「収益認識に関

する会計基準」94）に従って、FTTHアクセスサービスとモバイルサービスの

独立販売価格を基に FTTHアクセスサービスとモバイルサービスそれぞれの

会計に按分しているとのことであった（按分比は概ね FTTHアクセスサービ

スとモバイルサービスで１：２～３）。その詳細も含めて確認したところ、

独立販売価格の捉え方に両社の差異があるものの、会計処理上の考え方は

共通していると言えることから、今般の検証においては、セット割引による

料金減免額を、両社の会計処理の結果得られている FTTHアクセスサービス

への按分比率でそれぞれ乗じることにより、検証を行うこととした。 

その他の検証条件の精緻化 95も行った上で検証したところ、NTTドコモ・

                         
94 公益財団法人財務会計基準機構の企業会計基準委員会が平成30年３月30日に公表した企

業会計基準第70項において、「契約における約束した財又はサービスの独立販売価格の合

計額が当該契約の取引価格を超える場合には、契約における財又はサービスの束について

顧客に値引きを行っているものとして、当該値引きについて、契約におけるすべての履行

義務に対して比例的に配分する。」とされている。また、「独立販売価格」とは、同企業会

計基準第９項において「財又はサービスを独立して企業が顧客に販売する場合の価格」と

されている。 
95 光コラボにおいては、利用者の住宅等に既に敷設されたNTT東日本・西日本の屋内配線設

備の利用可否等に応じて、利用開始時の工事について「有派遣工事」「有派遣工事（工事一

部実施なし）」「無派遣工事」の３種類の形態が存在する（そのほか、光コラボにおける転

用・事業者変更により、工事自体が不要となる場合もある。）。これまでの検証においては、

最も費用及び収入が高額な「有派遣工事」のみが生じると仮定して検証を行っていたが、

今回の検証においては、各形態の工事の費用及び収入を、各形態の工事の発生割合で加重

平均することにより、検証条件の精緻化を図った。 
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ソフトバンク両社において、原価等が収入を下回った。 

したがって、両社のキャッシュバックやセット割引について、現時点にお

いて直ちに不当競争を引き起こす状況にあるとは認められない。一方で、 

・ 依然として、両社が提供するFTTHアクセスサービスを契約する利用

者がそのサービスを選択した理由として、「利用している携帯電話会社

とのセット割引があったから」が多数を占めていること 

・ サービス卸ガイドライン96では、光サービス卸の提供を受けてサービ

スを提供する際に、競争事業者を排除又は弱体化させるために適正な

コストを著しく下回るような料金を設定することが事業法上問題とな

り得る行為とされているのみならず、特にMNOが提供するセット割引に

関して、料金設定について懸念が生じたときには（MNOが）合理的な説

明を行うことが求められるとされていること 

を踏まえれば、MNO４社の固定・モバイル双方の市場におけるシェアの推移

等の今後の市場環境の変化や提供するセット割引やキャッシュバックの実

態等に鑑み、必要と認められる場合には再度検証を実施することが適当で

ある。また、再度の検証において、これまで実施された検証の過程で整理さ

れた内容を反映して検証を行うため、「ＦＴＴＨアクセスサービスの提供条

件が不当競争を引き起こす具体例」を改定することが適当である。 

さらに、通信市場の動向としては、MNO４社がオンライン専用プランやそ

の他廉価プラン等を含めた従来よりも低廉な料金プランを提供することに

より、MNOと MVNOの料金プランの料金差が縮まっており、MVNOにとって価

格優位性が低下している状況にあるところ、MNO と MVNO 間のイコールフッ

ティングを確保する観点から、MNO４社が行うキャッシュバック等の契約締

結等補助やモバイル契約とのセット割引について実態を把握すべき状況に

ある。 

この点、MVNO等からも FTTHアクセスサービスとのセット割引がモバイル

市場に与える影響等が指摘されている 97ところであり、現在、セット割引を

考慮しない扱いとしているモバイルスタックテスト 98において、本ＷＧにお

けるセット割引に関する検討結果を踏まえて、速やかにセット割引を考慮

した検証を行うことが適当である。 

                         
96 「NTT東西のFTTHアクセスサービス等の卸電気通信役務に係る電気通信事業法の適用に関

するガイドライン」（平成27年２月策定） 
97 脚注96の指針策定時の意見募集等 
98 「移動通信分野における接続料等と利用者料金の間の関係の検証に関する指針」（令和４

年11月策定）に基づく検証 
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また、セット割引において見られるように、モバイル市場と固定通信市場

が相互に及ぼす影響は競争上重要であることから、スタックテスト、不当競

争の検証等も含め、モバイル市場と固定通信市場が相互に与える影響につ

いて総務省において引き続き注視していくことが適当である。 
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第５章 おわりに 

今般取りまとめた本報告書においては、「通信料金と端末代金の完全分離」と

「行き過ぎた囲い込みの禁止」を柱とする改正法の施行から３年が経過したこ

とを受け、主として改正法により導入された規律の効果やモバイル市場への影

響について分析・検証を行うとともに、見直しの要否について検討を行った。 

電気通信分野は、技術革新のスピードが非常に速くイノベーションが生じや

すい分野である。このため、競争が適切に機能すれば、料金・サービス面でのイ

ノベーションが大いに促進され、より低廉でより便利なサービスが次々に生み

出されることが期待できる。しかし、我が国のモバイル市場においては、MNO３

社が約９割のシェアを占める寡占的状況を背景として、これまで過度の端末値

引き等で誘引した利用者を高額な違約金等により囲い込むことで利益を上げる

というビジネスモデルが主流であった。こうした競争においては、消費者に選択

される基準は主に利益の提供額の多寡となり、料金やサービスの魅力は二の次

となってしまう。結果として、事業者においては革新的なサービスを提供するイ

ンセンティブが低下し、競争が適切に機能していれば享受できたであろう低廉

で優れたサービスを国民が享受できない、といった状況に陥ってしまうおそれ

がある。 

2019年に行われた事業法の改正は、我が国のモバイル市場をこうした契約時

の利益提供額による競争から脱却させ、通信サービスと端末それぞれの魅力に

よる競争を適切に機能させることを目指すものであった。 

改正法の柱の一つである「行き過ぎた囲い込みの禁止」については、改正法の

施行及びそれ以降の総務省、関係事業者等の取組により、利用者が自身のニーズ

に合った事業者・プランをいつでも自由に選択できる環境が基本的に実現した。

その結果、2021年から提供が始まった新料金プランへの乗換えも進むなど、政策

目的は概ね達成されたと評価できる。 

他方で、改正法のもう一つの柱である「通信料金と端末代金の完全分離」につ

いては、特にMNO３社及びその販売代理店は、未だに過度の端末値引き等による

誘引力に頼った競争慣行から脱却できていないという状況にある。この競争慣

行が、販売代理店に対する評価制度と相まって、端末の極端な値引き販売を生じ

させている結果、料金・サービス本位の競争が阻害されているだけでなく、法令

違反行為や電気通信の健全な発達に寄与しない行為が継続して行われる等の弊

害も生じていることを踏まえると、この政策目的については、達成できていると
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は言い難い。 

こうした状況に鑑みれば、通信市場において料金の低廉化やサービスの多様

化が進展し、また、端末市場においても消費者の選択肢が拡大したものの、改正

法の目指した競争環境の実現に向けてはなお道半ばと言えよう。 

本ＷＧは、この認識の下、望ましいモバイル市場を実現するためには「通信料

金と端末代金の完全分離」「行き過ぎた囲い込みの禁止」を引き続き維持すべき

との結論に至った。その上で、根拠となるデータの現行化や規制の潜脱防止、規

制コストの低減といった、これまでの制度運用を踏まえた見直しの方向性につ

いて示したところである。また、料金・サービス面での競争が真に活発化するた

めには、MNO３社以外の事業者も競争の受け皿として十分に機能することが不可

欠であることから、これに資する競争環境の改善についても指摘した。これらの

見直しにより、制度が適切な形で機能し、改正法が目指した料金・サービス本位

の競争が十分に進展することを期待したい。 

ここで、競争を十分に機能させるためには、単に競争環境を制度的に整備する

だけでは不十分であることについても留意が必要である。すなわち、競争を十分

に機能させる上では、利用者自身も競争の当事者として事業者の料金・サービス

を適切に評価・選択することが重要となる。このため、総務省においては、制度

の見直しに加え、「携帯電話ポータルサイト」での情報発信をはじめとする利用

者に対する情報発信を継続して行うこと等を通じて利用者理解の向上に努める

ことが求められる。 

なお、改正法施行時には、過度の端末値引き等の誘引力に頼った競争慣行が根

絶された後に、値引き上限規制を撤廃することとしていた。値引き上限規制は、

競争を制限する効果も有することを踏まえると、これが長期にわたって維持さ

れることは競争上必ずしも適切とは言えない。我が国のモバイル市場において

競争の効用が最大限発揮されるよう、早期に料金・サービス本位の競争が拡大・

定着し、値引き上限規制を撤廃できる競争環境に移行することが望まれる。 

最後に、総務省、関係事業者等には、本報告書に盛り込まれた事項について、

必要な取組を早急に実施することを期待する。また、本ＷＧは、今後、本報告書

を受けて講じられる取組や当該取組がモバイル市場に与える影響を検証し、必

要に応じて更なる対応について提言していくこととする。 
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各種資料 

１．「競争ルールの検証に関するＷＧ」概要 

・ 開催要綱 

・ 開催状況 

２．各種資料 
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電気通信市場検証会議 

「競争ルールの検証に関するＷＧ」開催要綱 
 

１ 目的 

本会合は、「電気通信市場検証会議」の下に開催されるワーキンググループとして、電

気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号。以下「改正法」という。）が

令和元年10月に施行され、移動系通信市場の競争を促進するため、通信料金と端末代金

の完全分離、期間拘束等の行き過ぎた囲い込みの是正のための制度等が整備されたこと

を踏まえ、講じた措置の効果、移動系通信市場への影響、固定系通信も含めた競争環境

等について、評価・検証を行うことを目的とする。 

 

２ 名称 

本会合は、「競争ルールの検証に関するＷＧ」と称する。 

 

３ 主な検討事項 

（１）改正法により講じた措置の効果や移動系通信市場への影響について 

（２）利用者料金その他の提供条件、事業者間の競争環境等について 

（３）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会合の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 

（２）本会合には、主査及び主査代理を置く。 

（３）主査は、本会合を招集し、主宰する。主査代理は、主査を補佐し、主査不在のとき

には主査に代わって本会合を招集し、主宰する。 

（４）主査は、必要に応じて、構成員及びオブザーバー以外の関係者の出席を求め、その

意見を聴くことができる。 

（５）その他、本会合の運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５ 議事・資料等の扱い 

（１）本会合は、原則として公開とする。ただし、主査が必要と認める場合については、

非公開とする。 

（２）本会合で使用した資料及び議事概要は、原則として、総務省のウェブサイトに掲

載し、公開する。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の利益を害す

るおそれがある場合又は主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

 

６ 庶務 

本会合の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課において行う。 
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（別紙） 
 

 

電気通信市場検証会議 

「競争ルールの検証に関するＷＧ」 

構成員等 
（五十音順、敬称略） 

 

 

【構成員】 

相田 仁   元東京大学大学院 工学系研究科 教授 

大谷 和子  株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長 

大橋 弘   東京大学 公共政策大学院 教授 

北  俊一  株式会社野村総合研究所 パートナー 

佐藤 治正  甲南大学 名誉教授 

関口 博正  神奈川大学 経営学部 教授 

長田 三紀  情報通信消費者ネットワーク 

新美 育文  明治大学 名誉教授 

西村 暢史  中央大学 法学部 教授 

西村 真由美 全国消費生活相談員協会 IT研究会 代表 

 

【オブザーバー】 

公正取引委員会 

消費者庁 
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「競争ルールの検証に関するＷＧ」開催状況 

 

日程 開催内容 

第１回会合 

2020年４月21日 
・競争ルールの検証に関するＷＧについて 

第２回会合 

2020年５月26日 

・モバイル市場の競争環境の検証について 

・固定市場の競争環境の検証について） 

第３回会合 

2020年６月11日 

・改正電気通信事業法の適切な執行について 

・新型コロナウイルス感染症の影響拡大に対応するための

取組 

・モバイル市場の競争環境の検証について 

・携帯電話の料金等に関する利用者の意識調査について 

・ＭＭ総研からの発表 

第４回会合※ 

2020年６月25日 

・事業者等ヒアリング 

（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル、UQコ

ミュニケーションズ、MVNO委員会、IIJ、オプテージ、NTT

東日本・西日本、ソニーネットワークコミュニケーショ

ンズ） 

・モバイル市場の最近の動向 

第５回会合※ 

2020年６月30日 

・事業者等ヒアリング 

（全携協、電気通信サービス向上推進協議会/(一社)電気

通信事業者協会、CIAJ、Apple、クアルコム、RMJ） 

第６回会合 

2020年７月21日 

・電気通信サービスに係る内外価格差調査の結果について 
・モバイルにおける音声卸料金の見直しについて 
・固定通信分野におけるキャッシュバックやセット割引に
関する検証状況について 

・検討の方向性（案）について（MNPに関する事項、その

他のモバイルに関する事項） 

第７回会合 

2020年７月31日 

・ICT総研からの発表 
・モバイル市場の競争環境に関する検証について 

・検討の方向性（案）について（固定通信に関する事項） 

第８回会合 

2020年８月27日 

・モバイル市場に係る課題（MNPに関する事項）について 

・報告書骨子（案）について 

第９回会合 

2020年９月７日 
・競争ルールの検証に関する報告書2020（案）について 

第10回会合 ・MNPに関する過度な引き止めに関する運用について 
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2020年10月23日 ・競争ルールの検証に関する報告書 2020（案）の意見募集

の結果について 

第11回会合 

2020年11月12日 

・モバイル市場の公正な競争環境の整備に向けたアクショ
ン・プランについて 

・タスクフォースの設置について 
・MNPガイドラインの改正について 
・モバイル市場の最近の動向について 

・「頭金」に関する注意喚起について 

第12回会合 

2020年12月21日 

・「スイッチング円滑化タスクフォース」における検討の進
捗について 

・モバイル市場の最近の動向について 

第13回会合 

2021年２月１日 

・モバイル市場の最近の動向について 
・「接続料の算定等に関する研究会」における携帯電話料金
と接続料等の関係についての検討 

・MNOの新料金プラン等（仮称）に関するデータ分析につい
て 

・「スイッチング円滑化タスクフォース」における検討の進

捗について 

第14回会合 

2021年３月８日 

・固定通信分野における工事費の分割支払い・無料解約期
間の見直しについて 

・データ接続料の低廉化について 
・スイッチング円滑化タスクフォースにおける検討の進捗
について 

・今回の検証方針（案）について 

・オンライン解約手続について 

第15回会合 

2021年３月29日 

・モバイル市場の最近の動向について 
・携帯電話の音声通話料金（特に従量制料金）について 
・電気通信事業法 27条の３適合契約への移行促進について 
・電気通信事業法第 27条の３の規律に係る覆面調査の結果
について 

・DX時代における代理店の在り方（代理店に期待される役
割）について 

・事業者等ヒアリングの進め方について 

第16回会合 

2021年４月16日 

・事業者ヒアリング（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽
天モバイル） 

・スイッチング円滑化タスクフォース報告書（案）につい

て 

第17回会合※ 

2021年４月26日 

・事業者等ヒアリング（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、
楽天モバイル、MVNO委員会、関東弁護士会連合会、全携
協） 

・電気通信事業法第 27条の３の規律に係る覆面調査の結果
について 
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・モバイル市場における販売代理店に関する調査結果等に

ついて 

第18回会合 

2021年５月17日 

・事業者等ヒアリング（MVNO 委員会、IIJ、オプテージ、
CIAJ、Apple、クアルコム、RMJ） 

・端末売上台数及び端末売上高の推移 

第19回会合 

2021年５月31日 

・電気通信サービスに係る内外価格差調査について（令和
２年度調査結果） 

・携帯電話サービスの品質に関する国際比較についての調
査結果（MM総研からの発表） 

・携帯電話の料金等に関する利用者の意識調査の結果につ
いて 

・検討の方向性（案）について（音声通話料金（特に従量制

料金）に関する事項、代理店の在り方に関する事項） 

第20回会合 

2021年６月９日 

・検討の方向性（案）について（事業法第 27 条の３適合契
約への移行に関する事項、事業法第 27条の３の執行に関
する事項、端末市場の動向に関する事項） 

・固定通信分野における事業者間連携による工事の削減に

係る状況報告 

第21回会合 

2021年６月23日 

・検討の方向性（案）について（スイッチングコストに関す
る事項、通信市場の動向に関する事項） 

・携帯電話市場における競争政策上の課題について（令和
３年度調査） 

・競争ルールの検証に関する報告書2021の骨子について 

第22回会合 

2021年７月９日 

・携帯電話料金の低廉化に向けた二大臣会合について 

・競争ルールの検証に関する報告書 2021（案）について 

第23回会合 

2021年９月15日 

・競争ルールの検証に関する報告書 2021（案）の意見募集

の結果について 

第24回会合 

2021年11月９日 

・最近の通信市場の動向について 

・既往契約の解消方針について 

・電気通信事業法第27条の３の規律の趣旨の徹底に向けた

取組について 

・MNO３社からの点検結果及び改善内容の報告について 

第25回会合 

2022年１月18日 

・最近のモバイル市場の動向について 

・既往契約の早期解消に向けた制度整備の状況について 

・卸協議の適正性の確保に係る制度整備に向けた検討につ

いて 

・MNO３社による「キャリアメール持ち運び」サービスの開

始について 
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第26回会合 

2022年３月14日 

・電気通信事業法改正法案について 

・今回の検証方針（案）について 

・総務省情報提供窓口に寄せられている電気通信事業法第

27条の３関係の通報の状況について 

・携帯電話端末が対応する周波数の現状について 

第27回会合 

2022年４月１日 

・電気通信事業法第27条の３の規律の概要と遵守状況に係

る覆面調査の結果（速報）について 

・主要諸外国における携帯電話端末の周波数対応の現状に

ついて 

・MNPワンストップ化の検討状況について 

・引込線転用による工事削減の進め方について 

・事業者等ヒアリングの進め方について 

第28回会合 

2022年４月11日 

・事業者ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・事業者ヒアリング（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽

天モバイル） 

第29回会合※ 

2022年４月25日 

・対応周波数の違いによる端末価格の比較 

・事業者等ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・事業者等ヒアリング（MVNO委員会、NTTドコモ、KDDI、ソ

フトバンク、楽天モバイル、全携協） 

・覆面調査・販売代理店調査結果等の報告 

第30回会合 

2022年５月11日 

・新料金プランへの移行状況について 

・固定通信分野におけるキャッシュバックやセット割引に

関する検証状況について 

・事業者等ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・事業者等ヒアリング（MVNO委員会、IIJ、オプテージ、CIAJ、

Apple、クアルコム、RMJ） 

第31回会合 

2022年５月24日 

・電気通信サービスに係る内外価格差調査について（令和

３年度調査結果） 

・携帯端末の対応周波数等について 

・引込線転用による工事削減の進め方について（事業者等

ヒアリング） 

・固定通信市場における不当競争の検証について（同上） 

第32回会合 

2022年６月７日 

・検討の方向性（案）について（既往契約に関する事項、通

信市場の動向に関する事項、「一部ゼロ円」料金プランと
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価格圧搾の関係に関する事項、いわゆる「転売ヤー」対策

に関する事項） 

第33回会合 

2022年６月22日 

・検討の方向性（案）について（事業法第27条の３（通信・

端末分離）に関する事項、端末市場の動向に関する事項、

引込線転用による工事削減の進め方に関する事項、固定

通信市場におけるキャッシュバック・セット割引による

不当競争の検証に関する事項） 

・競争ルールの検証に関する報告書2022（仮称）骨子（案）

について 

第34回会合 

2022年７月19日 
・競争ルールの検証に関する報告書2022（案）について 

第35回会合 

2022年９月21日 

・競争ルールの検証に関する報告書2022（案）の意見募集の

結果について 

第36回会合 

2022年10月25日 
・電気通信事業法第27条の３の施行状況の検討 

第37回会合 

2022年11月29日 

・関係者ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・関係者ヒアリング（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽

天モバイル） 

第38回会合 

2023年１月30日 

・関係者ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・関係者ヒアリング（IIJ、オプテージ、MVNO委員会、RMJ） 

第39回会合※ 

2023年２月28日 

・関係者ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・関係者ヒアリング（端末メーカ（CIAJ、Apple、クアルコ

ム）、全携協） 

・「携帯電話販売代理店に関する情報提供窓口」等に寄せら

れた情報及び短期解約に関する役務提供義務の考え方に

ついて 

・携帯電話端末の廉価販売に関する緊急実態調査について

（公正取引委員会） 

第40回会合※ 

2023年３月17日 
・代理店ヒアリング 

第41回会合※ 

2023年３月28日 
・代理店ヒアリング 

第42回会合 

2023年４月12日 

・事業者等ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・事業者等ヒアリング（MNO・MVNO） 

第43回会合 ・検討の方向性（案）について（短期解約ブラックリスト） 
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2023年４月25日 ・通信市場の動向について 

・端末市場の動向について 

第44回会合※ 

2023年５月17日 

・固定通信市場におけるキャッシュバックやセット割引に

よる不当競争の検証 

・事業者等ヒアリングの進め方及びヒアリング事項 

・覆面調査結果の報告 

・事業者等ヒアリング（事業法第27条の３の執行の状況、

販売代理店の状況） 

第45回会合 

2023年５月30日 

・MNPワンストップに係る報告 

・電気通信サービスに係る内外価格差調査について（令和

４年度調査結果） 

・引込線転用による工事削減に係る状況について 

・固定通信市場におけるキャッシュバックやセット割引に

よる不当競争の検証結果について 

・検討の方向性（案）について（既往契約に関する事項、覆

面調査の結果に関する事項、電気通信事業法第27条の３

に関する見直し） 

第46回会合 

2023年６月20日 
・競争ルールの検証に関する報告書2023（案）について 

 

 

※ 第４回会合及び第５回会合は、ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検

証に関するＷＧとの合同開催。第17回会合、第29回会合、第39回会合から第41回会合ま

で及び第44回会合は、消費者保護ルールの在り方に関する検討会との合同開催。 
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